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本報告書は、三菱重工の社業を通じ

た持続可能な社会づくりの姿勢と

取り組みを示すことを目的に制作

しています。この報告書をもとに、

当社の事業のあり方について、幅広

い分野のステークホルダーとの対

話を積極的に行いたいと考えてい

ます。本年度は、特に以下の項目に

重点を置いて報告しました。

本報告書を皆さまとの重要なコミュニケーションツー
ルとして今後も毎年発行し、一層の内容の充
実を図っていきたいと考えております。添付の
アンケート用紙により皆さまのご意見をお聞か
せいただければ幸いです。

・昨年度のステークホルダーミーティング、
第三者意見書、アンケートでいただいたご意
見を参考に、わかりやすく、読みやすい紙面
構成を心がけました。

・昨年度ステークホルダーミーティングで、ビジョ
ンを示してほしいという意見をいただいたこと
から、本年度は当社の主要な事業である
エネルギー分野をテーマに開催し、三菱
重工のビジョンを明示しました（P9-13参照）。

・「社業を通じた社会への貢献」（P19-24参照）
では、三菱重工の事業活動が「持続可能な
社会づくりにどう貢献しているか」という観点
で記述しています。特に社会的関心の高い
地球温暖化対策については、CO2回収技術、
風力発電、太陽光発電を取り上げ、詳しく
掲載しています（P14-18参照）。

・独占禁止法違反被疑事件等については、
原因および再発防止に向けた対策を記述
しています（P30-31、34参照）。

編集方針

対象範囲

三菱重工業株式会社を報告対象としています。
ただし、事業概要（売上高、従業員数など）につい
ては、一部連結の情報を記載しています。
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（単位：億円）

（単位：億円）

全従業員…62,212人

2000年度

受注高 26,403
売上高 30,450
営業損益 748
当年度純損益 –203
総資産額 42,366
純資産額

中量産品

航空・宇宙

機械・鉄構

原動機

船舶・海洋

セグメント

工作機械事業部

紙・印刷機械事業部

冷熱事業本部

汎用機・特車事業本部

航空宇宙事業本部

機械・鉄構事業本部
＊1

原子力事業本部

原動機事業本部

船舶・海洋事業本部

事業（本）部

従 業 員 数 32,627人（2006年3月31日現在）

12,782

2001年度

24,249
28,639

786
264

39,152
12,827

2002年度

24,809
25,938

1,153
343

36,668
12,709

2003年度

26,628
23,734

666
217

37,153
13,244

2004年度

27,228
25,907

147
40

38,311
13,099

2005年度

29,420
27,921

709
298

40,471
13,762

（単位：億円）

機械・鉄構

その他

船舶・海洋

航空・宇宙

原動機

中量産品

2,226

7,109

5,3874,459

8,050

687

2005年度セグメント別売上高

中南米

欧　州

日　本

アジア

その他

北　米

中　東3,225

15,661
1,085

5,224

1,828

322
572

2005年度の地域別売上高

業績推移
（連結）

会社概要

セグメント別
売上高と

地域別売上高
（連結）

各事業（本）部と
セグメントの

関係

資 　 本 　 金 2,656億円（2006年3月31日現在）

本 　 　 　 社 東京都港区港南二丁目16番5号

代 　 表 　 者 取締役社長　佃 和夫

設 立 年 月 日 1950年 1月11日

創 立 年 月 日 1884年 7月7日

社名：三菱重工業株式会社

地域別拠点数と
従業員数
（連結）＊2

拠点・関連会社数 10社

従業員 1,507人

ヨーロッパ

拠点・関連会社数 3社※

従業員 116人※

中　東（トルコ含む）

拠点・関連会社数 17社

従業員 2,113人

中　国（香港含む）

拠点・関連会社数 1社

従業員 20人

オセアニア

本社・支社 9カ所

研究所 6カ所

事業本部・事業部 9カ所

事業所 9カ所

主要国内関連会社 127社

日　本

拠点・関連会社数 18社

従業員 2,578人

アジア（台湾含む）

従業員

拠点・関連会社数 23社

3,136人

北南米

拠点・関連会社数

＊1 2006年5月「鉄構建設事業本部」と「機械事業本部」
　  を統合、「機械・鉄構事業本部」を新設

1社

従業員 4人

ロシア

＊2 地域別拠点数と従業員数（連結）

海外拠点数� ：�2006年 1月現在
　　　　　　　　  ※中東のみ2005年7月1日現在
日本の拠点数� ：�2006年 5月1日現在
日本の関連会社数�：�2006年 3月31日現在
全従業員数� ：�2006年 3月31日現在
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世界の人 の々幸せな
未来のために、
社業を通じて、
社会的責任（CSR）を
果たします。

社是の精神に基づき、
時代に応じた企業活動が
CSRの基軸です。

社長コミットメント

取締役社長

　三菱重工は、三菱グループの共通理

念である「三綱領」や、三綱領をもとに

昭和45年に制定した当社社是に基づき、

事業を通じた社会への貢献、誠実な企

業活動などを経営の根本精神としてい

ます。すなわち、当社は適法・公正な企

業活動を前提としつつ、社会の基盤を支

える技術と製品を提供して顧客の信頼

に応え、社会の発展に貢献してきました。

また、日本の製造業を代表する企業とし

て、環境保全や地域貢献などの分野に

おいても高いレベルの活動を継続して

います。

　今の社是は、120年の創業以来の精

神を昭和45年に現代版に訳して新しい

ものに変えたものです。第１項の「顧客

第一の信念に徹し、社業を通じて社会の

進歩に貢献する」という経営理念は、

120年間、頑なに守っており、これが今

後も拠って立つ軸足であると考えてい

ます。ただ、理念は頑なに守っていますが、

言葉の持つ定義は少しずつ変わってき

ています。昔は社会への貢献といえば

産業立国でしたが、21世紀の今日では、

「地球環境と経済活動の調和を図りな

がら、当社の卓越した技術でお客さまの

信頼に応え、世界中の人々の安全で豊

かな生活に貢献し、発展し続けること」

であると考えています。

プラントや化学プラントなどの排出ガス

に含まれるCO2を90％以上回収する

技術を開発、すでに実プラントを国内外

に納めています。また、回収したCO2の

地中貯留などについても、実用化に向

けて様々な検討を行っています。

　また、例えば、もし世界中の火力発電

所の燃焼効率を今より１％向上させるこ

とができたら、石油や石炭の消費によっ

て発生するCO2を大幅に少なくするこ

とができるだけでなく、限られた化石燃

料を大切に使うことができます。

　当社は、こうした発電の高効率化をは

じめ、風力、太陽光、地熱、バイオマスとい

った様々な自然エネルギーの有効利用、

より安全な原子力発電の実現など、エネ

ルギー分野においてCO2をできるかぎ

り排出しない取り組みを進めています。

　私は、京都議定書の定める温室効果

ガス削減目標を達成するのみにとどま

らず、さらにその先、100年先の地球の

未来を切り拓いていきたいと思ってい

ます。そのために、エネルギーを安定的

に供給し、地球環境を守り、地球社会の

持続的発展を実現する技術と製品を世

界に向けて提供し続けていくことこそが、

当社の使命であると考えており、これか

らも取り組んでいきます。

　当社では、従来からの環境保全活動

をさらに本格的に推進し、持続的な社

会の発展を可能とするため、1996年

に「環境基本方針」と「行動指針」を制

定しました。「環境基本方針」では、全社

の環境への取り組みの基本的な方針と

して、2つあげています。

　一つ目は、我々自身が環境に負荷を

与えるものを出さないように日々の業

務を遂行することであり、二つ目は、環

境負荷低減に貢献する環境保全製品・

技術の開発・供給を行うことです。

　一つ目の我々自身の具体的な取り組

みとしては、2002年に設定した環境中

長期目標に基づき、「廃棄物の削減、化

学物質の抑制、省エネルギー（CO2の

排出抑制）、フロン対策」などに取り組

んでいます。また、環境経営の取り組み

として、「社会・環境報告書」の継続的発

行やグリーン購入などにも取り組んで

います。

　この中で、当社自身の工場からのCO2

排出については、2010年度に1990

年度比6％削減の目標に対し、残念なが

ら2005年度の実績は、生産量の増加や、

機械設備の増加により、1990年度比

14.4％増加となっています。今後、燃

料転換や省エネルギー設備の導入など

様々な施策を全社的に推進し、1990

年度比6％削減の目標を是非達成した

いと考えています。

　今後も、120年間に亘り培ってきた

総合技術力を駆使しつつ、環境問題と

いう世界的な難問の解決に貢献してい

くことが、当社の社是に沿うことだと考

えています。

　社是に「経営の革新に努める」とあり

ますように、当社がその社会的責任を果

たしつつ事業を発展させていくためには、

経営の健全性・透明性を確保しつつ機

動性・効率性を高める努力が不可欠で

あると考えています。特に2005年6

月には、取締役数の大幅な削減や社外

役員の増員など、コーポレート・ガバナ

ンスの大幅な見直しを実施しましたが、

取締役会の活性化などの良い効果が生

まれているものと実感しています。

　また、当社は、かねてよりコンプライ

アンスに則った公正で透明な事業活動

が企業の存続条件であるとの認識に立

ち、コンプライアンス委員会の設置・社

内ホットラインの開設などの社内体制

整備や、社員へのコンプライアンス教

育の徹底などの諸施策に取り組んでき

ました。

　しかしながら、2005年6月に国土交

通省発注の鋼鉄製橋梁工事に関し東京

高等裁判所に起訴されるなど、当社の

複数の事業について、独占禁止法違反

被疑事件が発生しています。本件につ

いては、広く社会の皆さまにご心配、

ご迷惑をお掛けし、誠に申し訳なく、深く

お詫び申し上げます。

　2005年7月には「内部監査室」およ

び「CSR推進室」を設置し、内部監査の

強化とコンプライアンス推進体制の強化

を図るとともに、当社取締役会において「独

占禁止法を遵守し、疑われるような行為

も厳に慎むことを誓う」旨の決議を行い、

併せて社員全員に独占禁止法の遵守を

改めて厳命しました。

　続いて2005年8月には、全社の官

公需事業の適正化を図るため、独占禁

止法違反を未然に防止する社としての

対応策を審議するとともに、各部門の

活動状況をモニタリング、改善および指

導する場として社外有識者も加えた「受

注適正化委員会」を設置しました。本委

員会での審議を通じて、官公需営業部

門における行動指針の策定、個別案件

のすべてを事前にチェックする仕組み

の明確化、官公需営業従事者の定期的

な異動のルール化とその実施、独占禁

止法教育の強化などを強力に推進して

います。

　しかし、一連の事案で当社が失った社

会からの信頼・信用は容易に回復でき

るものではないと厳粛に受け止めてい

ます。当社はこれから全役員をはじめ社

員一人ひとりが、失った信頼の大きさを

重く受け止め、企業の社会的責任を果

たすことを自らの課題として認識し、日々

の業務に真摯に取り組んでいきたいと

思います。

　そうすることにより、社会からの信頼

と信用を一日も早く取り戻すことが、私

の最も重要な責務であると考え、今後と

も不断の努力を続けてまいります。

　現在、社を挙げて促進していかなけ

ればならないと考えていますのが、社会

との対話であり、その対話を通じて、初

めて当社のCSRは実現すると考えます。

　すなわち、身内の論理だけに基づい

た行動に陥らないよう、社外の様々な

ステークホルダーとの意思疎通を図り、

外部の声を積極的に経営に生かしてい

くことは、コーポレート・ガバナンスとい

う観点からも極めて重視すべきものと

考えています。

　こうした考え方に則って、当社は

2005年初めて環境、労働、コンプライ

アンス、社会貢献分野の専門家から当

社の事業活動に対するご意見をいただ

くステークホルダーミーティングを開催

しました。その時いただいたご意見を踏

まえ、翌2006年2月には当社の主力事

業である「エネルギー」をテーマに、第

2回ステークホルダーミーティングを開

催しました。

　また、2005年の3月に、これも初め

ての試みとして、横浜製作所にて株主工

場見学会を実施しましたが、参加者の皆

さまから大変ご好評をいただきました

ので、引き続いて、8月に名古屋航空宇

宙システム製作所、2006年3月に神戸

造船所にて実施しました。今後も全国各

地の工場にて積極的に実施したいと考

えています。

　また、国内だけではなくグローバルな

社会との対話も重要と考え、当社は

2004年9月から国連のグローバル・コ

ンパクトに参加しています。ここで、広

範な世界からの声・情報を積極的に取り

入れて経営に生かしていきたいと思い

ます。

　今後も、このような対話を積極的に

行い、多様な社会の声、議論があること

を認識した上で、当社のあるべき姿に

向かって邁進していきたいと考えてい

ます。

　なお、当社が地域の人々との交流と

科学技術への関心をはぐくむことを目

的に1994年に開設した三菱みなとみ

らい技術館が、2005年11月24日に

入館者通算100万人を達成しました。

それだけ多くの方々に技術館を訪れて

いただけたことを大変嬉しく思っていま

す。2006年2月には技術館のリニュー

アルも実施しました。今後も少しでも多

くの人々に、日常生活ではなじみの薄い

最新科学技術に親しんでいただけるよ

う工夫に努めていきたいと思います。

　今後とも、私どもの取り組みに対し

まして、忌憚のないご意見・ご要望を

お聞かせ下さいますようお願い申し上

げます。
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Vision & Mission

社会的責任を果たすため、
3つのカテゴリーに
取り組んでいます。

たしかな未来を
実現するために、
誇りと情熱を持って
ものづくりを推進します。

コーポレート・ガバナンス、コンプライアンス

環境・
人権・労働

社業を通じた
社会への貢献

　CSRの対象範囲は広く、企業の業態

や関わりを持つ地域の違いなどによっ

てもその定義は変わってきますが、当社

では社是の精神に則り、CSRを3つのカ

テゴリーに分けて考えています。

　一つ目は「社業を通じた社会への貢献」

です。当社は発電分野、輸送分野、環境

分野、産業基盤分野など様々な分野で

多種多様な技術・製品を開発しています

が、その目指すところはすべて社会の進

歩への貢献、つまり「当社の卓越した技

術と製品で地球環境と経済活動の調和

を図りながら、お客さまの信頼に応え、

世界中の人々の安心、安全で豊かな生

活に貢献し、すなわち社会の発展に貢

献すること」の実現にあります。このこ

とが、当社が社会に対して提供し得る最

大の価値であり、当社の存在価値といっ

ても過言ではありません。ただし、「社

会の進歩」が指し示す意味は時代とと

もに変遷しますので、時代のニーズにマ

ッチするよう、社会としっかり向き合って

いくことが重要と考えます。

　二つ目は「環境・人権・労働」です。こ

のカテゴリーについて重要なことは、法

令上の要求を超えた社会からの要請に

しっかりと向き合い、それに誠実に応え

ていくことだと考えています。現在、企

業活動全般において、これを充実させる

取り組みを進めています。

　三つ目は「コーポレート・ガバナンス、

コンプライアンス」です。このカテゴリ

ーは内部統制の基盤としてCSRの土台

を成すものであり、とりわけ、コンプライ

アンスについては、当社が社会の信頼を

得て健全に発展していく上で必要不可

欠であり、企業存続の前提条件のひとつ

として全社をあげて取り組んでいます。

　これら3つのカテゴリーに取り組んで

いくことが、当社がCSRを果たすという

ことだと考えます。

　私は、21世紀の今日が求めている「社

会の進歩」とは、「安心、安全な生活が

できる豊かな未来」であると考えます。

すなわち、地球環境と経済活動との調和

を図りながら人々が安心、安全で豊かな

生活を営める未来、そのような未来の実

現に当社の卓越した技術で貢献していく

ことが、当社にとっての「社会の進歩への

貢献」です。

　この考え方のもとに全社一丸となって

事業活動を推進するために、今一度会社

と社員のベクトルを合わせるべく、私は

2006年4月、「Dramatic Technologies

～この星に、たしかな未来を。～」という

CI（Corporate Identity=企業の存在

価値、提供価値）ステートメントを策定し、

社内外に明示しました。

　この「Dramatic Technologies」と

いう言葉には、当社のものづくりに対す

る誇りと情熱、そして、これまで積み重

ねてきた高い技術力をベースに、常に

新しい発想で夢のある未来技術の創造

にチャレンジしていきたいという思いを

込めています。さらには、「この星に、た

しかな未来を。」というサブコピーを付

することにより、ものづくり企業として

地球規模の次世代ニーズに応えていく

という決意を表明するものです。

　具体的には、例えば、私は、当社は現

在世界で最大の環境問題である地球温

暖化問題の解決に地球規模で答えを用

意できる数少ない企業のひとつだと考

えています。

　特にCO2削減問題については、燃焼

により発生するCO2に対しても、発電
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公正で透明な事業活動は
企業の存続条件。
信頼を取り戻すため、
不断の努力を続けます。

持続可能な社会の
発展のために、
環境負荷を低減することを
実現します。

プラントや化学プラントなどの排出ガス

に含まれるCO2を90％以上回収する

技術を開発、すでに実プラントを国内外

に納めています。また、回収したCO2の

地中貯留などについても、実用化に向

けて様々な検討を行っています。

　また、例えば、もし世界中の火力発電

所の燃焼効率を今より１％向上させるこ

とができたら、石油や石炭の消費によっ

て発生するCO2を大幅に少なくするこ

とができるだけでなく、限られた化石燃

料を大切に使うことができます。

　当社は、こうした発電の高効率化をは

じめ、風力、太陽光、地熱、バイオマスとい

った様々な自然エネルギーの有効利用、

より安全な原子力発電の実現など、エネ

ルギー分野においてCO2をできるかぎ

り排出しない取り組みを進めています。

　私は、京都議定書の定める温室効果

ガス削減目標を達成するのみにとどま

らず、さらにその先、100年先の地球の

未来を切り拓いていきたいと思ってい

ます。そのために、エネルギーを安定的

に供給し、地球環境を守り、地球社会の

持続的発展を実現する技術と製品を世

界に向けて提供し続けていくことこそが、

当社の使命であると考えており、これか

らも取り組んでいきます。

　当社では、従来からの環境保全活動

をさらに本格的に推進し、持続的な社

会の発展を可能とするため、1996年

に「環境基本方針」と「行動指針」を制

定しました。「環境基本方針」では、全社

の環境への取り組みの基本的な方針と

して、2つあげています。

　一つ目は、我々自身が環境に負荷を

与えるものを出さないように日々の業

務を遂行することであり、二つ目は、環

境負荷低減に貢献する環境保全製品・

技術の開発・供給を行うことです。

　一つ目の我々自身の具体的な取り組

みとしては、2002年に設定した環境中

長期目標に基づき、「廃棄物の削減、化

学物質の抑制、省エネルギー（CO2の

排出抑制）、フロン対策」などに取り組

んでいます。また、環境経営の取り組み

として、「社会・環境報告書」の継続的発

行やグリーン購入などにも取り組んで

います。

　この中で、当社自身の工場からのCO2

排出については、2010年度に1990

年度比6％削減の目標に対し、残念なが

ら2005年度の実績は、生産量の増加や、

機械設備の増加により、1990年度比

14.4％増加となっています。今後、燃

料転換や省エネルギー設備の導入など

様々な施策を全社的に推進し、1990

年度比6％削減の目標を是非達成した

いと考えています。

　今後も、120年間に亘り培ってきた

総合技術力を駆使しつつ、環境問題と

いう世界的な難問の解決に貢献してい

くことが、当社の社是に沿うことだと考

えています。

　社是に「経営の革新に努める」とあり

ますように、当社がその社会的責任を果

たしつつ事業を発展させていくためには、

経営の健全性・透明性を確保しつつ機

動性・効率性を高める努力が不可欠で

あると考えています。特に2005年6

月には、取締役数の大幅な削減や社外

役員の増員など、コーポレート・ガバナ

ンスの大幅な見直しを実施しましたが、

取締役会の活性化などの良い効果が生

まれているものと実感しています。

　また、当社は、かねてよりコンプライ

アンスに則った公正で透明な事業活動

が企業の存続条件であるとの認識に立

ち、コンプライアンス委員会の設置・社

内ホットラインの開設などの社内体制

整備や、社員へのコンプライアンス教

育の徹底などの諸施策に取り組んでき

ました。

　しかしながら、2005年6月に国土交

通省発注の鋼鉄製橋梁工事に関し東京

高等裁判所に起訴されるなど、当社の

複数の事業について、独占禁止法違反

被疑事件が発生しています。本件につ

いては、広く社会の皆さまにご心配、

ご迷惑をお掛けし、誠に申し訳なく、深く

お詫び申し上げます。

　2005年7月には「内部監査室」およ

び「CSR推進室」を設置し、内部監査の

強化とコンプライアンス推進体制の強化

を図るとともに、当社取締役会において「独
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社会との対話があってこそ
CSRは実現。
ステークホルダーと
広く対話を行います。

占禁止法を遵守し、疑われるような行為

も厳に慎むことを誓う」旨の決議を行い、

併せて社員全員に独占禁止法の遵守を

改めて厳命しました。

　続いて2005年8月には、全社の官

公需事業の適正化を図るため、独占禁

止法違反を未然に防止する社としての

対応策を審議するとともに、各部門の

活動状況をモニタリング、改善および指

導する場として社外有識者も加えた「受

注適正化委員会」を設置しました。本委

員会での審議を通じて、官公需営業部

門における行動指針の策定、個別案件

のすべてを事前にチェックする仕組み

の明確化、官公需営業従事者の定期的

な異動のルール化とその実施、独占禁

止法教育の強化などを強力に推進して

います。

　しかし、一連の事案で当社が失った社

会からの信頼・信用は容易に回復でき

るものではないと厳粛に受け止めてい

ます。当社はこれから全役員をはじめ社

員一人ひとりが、失った信頼の大きさを

重く受け止め、企業の社会的責任を果

たすことを自らの課題として認識し、日々

の業務に真摯に取り組んでいきたいと

思います。

　そうすることにより、社会からの信頼

と信用を一日も早く取り戻すことが、私

の最も重要な責務であると考え、今後と

も不断の努力を続けてまいります。

　現在、社を挙げて促進していかなけ

ればならないと考えていますのが、社会

との対話であり、その対話を通じて、初

めて当社のCSRは実現すると考えます。

　すなわち、身内の論理だけに基づい

た行動に陥らないよう、社外の様々な

ステークホルダーとの意思疎通を図り、

外部の声を積極的に経営に生かしてい

くことは、コーポレート・ガバナンスとい

う観点からも極めて重視すべきものと

考えています。

　こうした考え方に則って、当社は

2005年初めて環境、労働、コンプライ

アンス、社会貢献分野の専門家から当

社の事業活動に対するご意見をいただ

くステークホルダーミーティングを開催

しました。その時いただいたご意見を踏

まえ、翌2006年2月には当社の主力事

業である「エネルギー」をテーマに、第

2回ステークホルダーミーティングを開

催しました。

　また、2005年の3月に、これも初め

ての試みとして、横浜製作所にて株主工

場見学会を実施しましたが、参加者の皆

さまから大変ご好評をいただきました

ので、引き続いて、8月に名古屋航空宇

宙システム製作所、2006年3月に神戸

造船所にて実施しました。今後も全国各

地の工場にて積極的に実施したいと考

えています。

　また、国内だけではなくグローバルな

社会との対話も重要と考え、当社は

2004年9月から国連のグローバル・コ

ンパクトに参加しています。ここで、広

範な世界からの声・情報を積極的に取り

入れて経営に生かしていきたいと思い

ます。

　今後も、このような対話を積極的に

行い、多様な社会の声、議論があること

を認識した上で、当社のあるべき姿に

向かって邁進していきたいと考えてい

ます。

　なお、当社が地域の人々との交流と

科学技術への関心をはぐくむことを目

的に1994年に開設した三菱みなとみ

らい技術館が、2005年11月24日に

入館者通算100万人を達成しました。

それだけ多くの方々に技術館を訪れて

いただけたことを大変嬉しく思っていま

す。2006年2月には技術館のリニュー

アルも実施しました。今後も少しでも多

くの人々に、日常生活ではなじみの薄い

最新科学技術に親しんでいただけるよ

う工夫に努めていきたいと思います。

　今後とも、私どもの取り組みに対し

まして、忌憚のないご意見・ご要望を

お聞かせ下さいますようお願い申し上

げます。
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Vision&Mission

一、  顧客第一の信念に徹し、社業を通じて社会の進歩に貢献する

一、  誠実を旨とし、和を重んじて公私の別を明らかにする

一、  世界的視野に立ち、経営の革新と技術の開発に努める

社  是

　当社の発祥は遠く明治3年（1870年）に遡るが、当社

の今日あるのは偏えに創業者岩崎彌太郎を始め歴代の

経営者、従業員のたゆまぬ努力の所産である。これら諸

先人の残された数々の教訓は今なお我々の脳裡に刻ま

れているが、今これらの先訓を思い起こし、当社の将来へ

の一層の飛躍に備え、伝統ある当社にふさわしい社是を

制定せんとするものである。

　このたびの社是の文言は直接には第四代社長岩崎小

彌太の三綱領「所期奉公、処事光明、立業貿易」の発想に

基づくものであるが、さらにこれを会社の基本的態度、従

業員のあるべき心構えそしてまた将来会社の指向すべき

方向をこの三つの観点から簡明に表現したものである。

時あたかも三菱創業百年を迎え、激動する70年代の幕

開けに際し、当社は時勢に応じ、絶えず新しい意欲をもっ

て前進したいと思う。ここに新たな感覚を盛り込んだ社是

を制定する所以である。

社是制定趣旨

　

　当社が参加している「国連グローバル・

コンパクト（以下、GC）」とは、1999年

1月の世界経済フォーラムにおいて国

連アナン事務総長により提唱された、あ

らゆる企業・団体が、それぞれの影響力

の及ぶ範囲で人権、労働、環境、腐敗防止

の4分野における10の原則の普及・実

践に努めていくことを、自主的にコミッ

トする運動です。今日、全世界で合計

2,900以上の企業、団体がGCの支持

を表明しています。（2006年4月時点）

当社は、このGCの理念に基づき、環境

を守るための技術の開発と普及、自然

災害被災地への支援、人権の啓発など

に取り組んでいきます。
国連グローバル・
コンパクトへの参加

昭和45年（1970年）6月1日

　三菱重工には、三菱グループ草創期

からの共通理念である「三綱領」に基づ

き制定した社是があります。制定から

35年を経た今日では、経済のグローバ

ル化が進み、それに伴って企業が対処す

べき課題も多様化していますが、この社

是の企業理念・行動指針としての価値

は益々高まっていると考えます。当社は

今後とも社是の精神に則り、社会の基

盤を支える技術と製品の提供を通じ

て、社会の発展に貢献していきたいと思

います。

コーポレート・ガバナンス、
コンプライアンス

人　　権 原則 1．企業はその影響の及ぶ範囲内で国際的に宣言されている人権の擁護を支持し、尊重する。

原則 2．人権侵害に加担しない。

労　　働 原則 3．組合結成の自由と団体交渉の権利を実効あるものにする。

原則 4．あらゆる形態の強制労働を排除する。

原則 5．児童労働を実効的に廃止する。

原則 6．雇用と職業に関する差別を撤廃する。

腐敗防止 原則 10．強要と賄賂を含むあらゆる形態の腐敗を防止するために取り組む。

環　　境 原則 7．環境問題の予防的なアプローチを支持する。

原則 8．環境に関して一層の責任を担うためのイニシアチブをとる。

原則 9．環境にやさしい技術の開発と普及を促進する。

国連グローバル・コンパクトの10原則

環境・人権・労働

社業を通じた社会への貢献

ビジョン＆ミッション

＊CSR Corporate Social Responsibility（企業の社会的責任）
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持続的な社会の発展を可能とするための「環境基本方針」を制定しました。

基本方針を実現するために、7つの具体的な「行動指針」を定めています。

　当社は、社是の第一条に「顧客第一の信念に徹し、社業を通じて社会の進歩に貢献する」と明示し、研究開発、生産活動など事業活動を通じ
て、社会の発展に寄与することを第一義としている。したがって、社業を遂行するにあたっては、企業が社会の一員であることを自覚し、事業
活動の全ての領域で、環境への負荷の低減に努めるとともに、当社の総合技術力を結集して環境を保全する技術や製品を開発することによ
り、持続的発展が可能な社会の構築に貢献する。

1.環境保全への取り組みを経営の最重要課題のひとつと位置づけ、全社を挙げて環境の保全と向上に取り組む。

2.環境保全組織体制、環境関連規程等を整備し、環境保全に関する役割と責任を明確にする。

3.製品の研究開発、設計、原材料の調達、製造、輸送、使用、サービス、廃棄に至る事業活動の全ての領域で、汚染の防止、省資源、省エ
ネルギー、廃棄物の発生抑制、再使用、リサイクル等環境への負荷の低減に努める。

4.環境・エネルギー問題の解決に貢献する高度で信頼性が高く、オリジナリティあふれる技術や製品の開発、提供に努める。

5.環境関連法規、条例等を遵守するにとどまらず必要に応じて自主基準を定めて運用、評価するとともに、環境目的および、目標を設
定して、環境保全活動の継続的な改善、向上に努める。

6.海外の事業活動および製品輸出に際しては、現地の自然・社会環境に与える影響に十分配慮し、環境保全に努めるとともに、海外へ
の環境保全技術協力にも積極的に取り組む。

7.環境教育等を通じて全社員の環境意識の向上を図るとともに、環境に関する情報提供等広報活動や社会貢献活動を積極的に推進
する。

Ⅰ 事業活動

当社は安全で優れた品質の製品やサービスの提供を通じて社会に貢献するとともに、適法、適正にして良識ある企業活動を行う。

1．�安全で優れた品質の製品やサービスの提供に努める。
2．�事業活動にあたっては、独占禁止法を遵守し公正で自由な企業間競争を行うとともに、下請法、建設業法等の諸法令を遵守する。
3．�公務員、取引先との贈答接待等は、法令に違反したり社会通念の範囲を逸脱して行わない。
4．�会計･税務処理を関連法令、会計基準、社内規定に従い適正に行う。
5．�外国との取引にあたり、輸出入に関する法令や現地の法令を遵守する。

Ⅱ 会社と社会との関係

当社は環境保全等に努め、良き企業市民として社会と共生していく。

1．�環境に関する法令を遵守し、環境保全に努める。
2．�経営に関する情報を適時適切に開示する。
3．�政治献金は法令の範囲を越えて行わない。
4．�反社会的勢力には毅然とした対応を行う。

Ⅲ 会社と社員との関係

会社は安全で健康的な職場環境を確保する一方、社員は公私の別を明らかにし、法令や社内規則を遵守して職務を誠実に遂行する。

1．�会社は労働関係法令を遵守し、安全で健康的な職場環境の確保に努める。
2．�就業規則等の社内規則を遵守する。
3．�差別的取り扱いや性的嫌がらせを行わない。
4．�企業秘密を適切に管理し、無断で開示しない。
5．�株式の不公正な取引（インサイダー取引）を行わない。

環境基本方針と行動指針

三菱重工コンプライアンス指針



Special FeatureSpecial Feature

9

エネルギー問題をどう見るか

三菱重工は2004年度に初めてのステークホルダー＊1ミーティングを開催しました。この中で、社会との対話をさら

に進め、特にエネルギー分野で三菱重工はどのようなビジョンを持ち、どのような役割を果たしていきたいかを明確

にしてほしいというご意見をいただきました。そこで2005年度はエネルギーをテーマにミーティングを開催し、各

界の代表者にお集まりいただき議論を行いました。

世界のエネルギー安定供給と
持続可能な社会の実現のために三菱重工に期待すること

特集

（2006年2月28日開催）

第2回 ステークホルダーミーティング

古屋：当社の3Ｅ（P.10参照）展開とい

う考え方について、ご意見を伺いたいと

思います。

大澤氏：3Eのバランスが重要というのは、

新日本石油でも同じ考えを持っています。

エネルギー会社という立場からお話し

しますと、今、これからのエネルギー供

給を真剣に考えなければいけない時期

にきています。エネルギー需給見通し

では中国、インドなどの経済発展により、

今後エネルギー需要が年2％伸びてい

くと考えられています。一方で、2030

年に石油生産量がピークを迎えるとい

う予測があります。

この需給ギャップを埋めるためには新

たなエネルギー対策が必要です。それ

が非在来型石油資源＊2なのか、あるい

はバイオマスエネルギーのような再生

可能エネルギー＊3なのかはわかりませ

んが、国際社会の中で、日本などの先進

国だけでなく、発展途上国を含めた持

続的発展を考えると、どのようなエネル

ギー・技術の開発に取り組むべきかが非

常に重要です。当社もコアビジネス周辺

のGTL(Gas to Liquids)をはじめ、バ

イオ燃料などの研究開発へ取り組みを

開始しています。

田浦氏：温暖化による深刻な影響を回避

するには産業革命以降の温度上昇を2

度未満に抑える必要があるという国際

的なコンセンサスが広まりつつあります。

そのためには2020年までに世界全体

の温室効果ガスの排出量を削減の方向

に向かわせ、2030年頃には約40～

50%の削減を達成しないといけません。

2030年はそう遠い未来ではありませ
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～三菱重工のエネルギー・環境分野への取り組みの考え方～『 21世紀における持続的社会の実現に向けた3E展開 』

　地球環境問題は、温暖化ガス削減という単一の取り組みでは本質的

解決が難しく、国内地域間または多国間での持続的経済発展を基軸に、

環境と表裏一体にあるエネルギー安定供給を組み合わせた3E（エネ

ルギー安全保障＝Energy Security、環境保全＝Environmental Protection、

経済効率・持続的経済発展＝Economic Efficiency &Sustainable 

Economic Growth）を同時に実現する社会システムの構築とエネル

ギー環境技術の普及による3E展開が解決の鍵となります。

　エネルギー消費が急増するアジアでは、日本のエネルギーの多様化

や高効率利用、環境保全・修復・創造の技術の普及が求められています。

また国内では自然エネルギーを活用した循環型社会構築による地域活

性化が進んでいます。

　当社は、これらの持続的社会の実現に向けた3E展開を、当社の果た

すべき役割と考え、3E展開に貢献可能なエネルギー・環境技術の開発

とその実用化に取り組みます。

田浦 健朗氏

特定非営利活動法人
気候ネットワーク
事務局長

辰巳 菊子氏

社団法人
日本消費生活アドバイザー・
コンサルタント協会理事

古屋 孝明
三菱重工業株式会社
技術本部　技術企画部
技術戦略グループ長

足立 治郎氏

特定非営利活動法人
「環境・持続社会」
研究センター事務局長

大澤 伸行氏

新日本石油株式会社
研究開発本部
開発部長

北川 正恭氏

早稲田大学大学院
公共経営研究科
教授

んから、日本は相当努力が必要です。

エネルギーに関して一番重要な問題は、

この目標をどう達成するかということだ

と思います。私たちは自然エネルギー

を伸ばすべきだと考えており、三菱重工

も自然エネルギーをもっと重視しても

いいと思います。

現在は、企業や社会が、経済効率を重視

するあまり、社会的コストや環境コスト＊4

が考慮されていません。適正な社会的

コストや環境コストを反映させながら、

3Eのバランスと内容を常に検討してい

く必要があります。その意味で、この3E

展開のビジョンを、もっと具体的に三菱

重工の事業経営に反映してほしいと思

います。

足立氏：三菱重工は、中国などアジアの

取り組みへの協力を強調されています。

確かにそれも重要ですが、やはり一人当

たり温室効果ガス排出量を考えた場合に、

日本を含めた先進国は排出しすぎで、自

ら大幅に排出削減をしていくことが必

要です。しかし、実際は、日本は1990

年から7.4％も排出が増えています。政

策措置の強化が急務なのです。また、企

業の方からは、環境に良くても売れない

という悩みをよく聞きます。それでは企

業だけの力で売れるようにできるかと

いえば、そうではありません。環境コスト

が市場メカニズムに適正に反映されて

いないからです。そのために、エネルギ

ー税財政改革、環境税の導入が非常に

重要です。経済・雇用を活性化しながら

CO2を減らしていくために有効な政策

としてヨーロッパで実現されてきました。

しかし、日本では、環境省・経済産業省な

ど省庁が縦割りのため、検討がなかなか

進まず、経済界も反対ばかりしている。

イギリスで環境税の実現をリードしたの

は、日本の経団連のトップのような、産業

界のリーダーです。三菱重工には、広い

視点から産業界を引っ張っていただくこ

とをお願いしたい。

また、三菱重工は、アジアの原子力発電

所への参画もうたっていますが、核拡散、

テロの対象になりかねないなどの観点

から、自然エネルギーを推進していくほ

うがリスクが少ないと思います。

北川氏：エネルギー問題、環境問題を考

えるときに、科学的合理性と社会的合理

性が必要です。地球全体の安心・安全な

持続可能性については、まだまだ社会的

合理性が確立していない、つまり皆が納

得して受け入れられる状況になってい

ません。ですから、エネルギーと環境の

技術に関して重要な位置を占める三菱

重工が、ぜひ持続可能なビジネスモデル

や成功事例をつくり、同時に3E展開の

ビジョンを実現させるために、社会的合

理性の確立への活動にも率先して取り
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自然エネルギーで地域活性化
組んでいってほしいと思います。

辰巳氏：最近は、エコプロダクツへの関

心がずいぶん高まっています。これまで

は製品には自分が使う時点で省エネで

あることなどの配慮がなされていれば

いいと考えられていたのですが、最近

では消費者も製造するときのエネル

ギーはどうなっているのか、資源調達時

の持続可能性はどうなっているのかな

ど広く製品の環境配慮を考えるように

なってきました。ものづくりという点で

は「エネルギー」は、「環境」という視点

でもう一体となっています。そういう意

味で、三菱重工には、エネルギーを生み

出す施設や設備をつくる立場からのも

のづくりプロセスへの関与、つまり、例え

ば風力発電や太陽光発電など、どんな

エネルギー関連の施設や設備を顧客企

業へ提供し、それによってどれだけ負荷

削減ができるといった環境情報の公開

を期待します。

田浦氏：私たちは現在、地域で様々なパ

ートナーシップを結び、地域での取り組

みを広げています。なかでも力を入れ

ているのが自然エネルギーの普及です。

エネルギー政策は国策であるとの考え

から、地方自治体はエネルギー政策を

持てていません。エネルギー政策がな

ければ省エネも進みません。しかし、分

散型の自然エネルギーなら、独自の地

域エネルギー政策を持てる可能性があ

ります。自然エネルギーには確かに欠点

もありますが、何よりいい点は地域に元

気を出させる力があることです。省エネ

には「節約、節約」とがまんするという先

入観もありますが、ポジティブなイメージ

を与えられるのです。その意味で、三菱

重工が、地域社会を重視し、岩手県雫石

町で実施しておられるバイオマス利用

の事例＊5は、高く評価できると思ってい

ます。

大澤氏：地域活性化という点では、バイ

オマスエネルギーの可能性が大きいで

すね。地域特有のバイオマスを、「地産

地消」でエネルギーに変えていく動き

は広がっていますし、我々もサポートし

ていかなければと思っています。例えば、

これまでその地域では捨てていたものを、

バイオマスの原料として活用すること

などが考えられます。もっと地域に根ざ

したエネルギーを考えていかなければ

と思っています。

北川氏：バイオマスは非常にいいですね。

三菱重工はこれまでは技術的なトップ

リーダーでしたが、雫石の例では小岩井

農牧と地域を結ぶソフトのリーダーとな

ったわけです。この事例のように、今後

はもっと地域社会と関わり、地域のマネ

ジメント役としてコーディネートしていく

といいと思います。

古屋：雫石のプロジェクトは、自治体・地

元企業等の関係者のコンセンサスを得

るのに非常に時間がかかり、4年弱かけ

てようやくスタートしました。効率性を

求める企業としては難しい面もあります

が、これからの新しい社会合意型事業の



三菱重工　社会・環境報告書2006 12

第
2
回
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ

Special Feature

雛型になると思います。すでに雫石の

次なるプロジェクトも進めています。地

域社会の活性化として取り組んでいると、

「自然エネルギーを使いなさい。省エネ

しなさい」と単純にいう場合と違い、地

域の人たちと一体となって、私たちも働

く喜びを感じる効果があることを実感し

ています。

古屋：雫石の取り組みを皆さんに高く評

価していただき嬉しく思っています。こ

れは国の「バイオマス・ニッポン」での民

間主体の第一号案件にもなっています。

しかし今日のお話をお伺いしたところ、

あまり知られていないようです。雫石に

限らず、当社の技術者の中には、社業を

通じて、社会や環境に貢献しているのに、

それがなかなか伝わらず、悔しい思いを

している者が多くいます。

北川氏：その「悔しい」というのは、まだ

まだサプライサイドの発想なのですよ。

誰も「環境にいい雫石」とはいわないで

すね。それは社会に対する伝え方にも

問題があるのです。サプライサイドとい

う立ち位置が変わらないとだめです。私

もマニフェスト運動をやってきましたが、

社会的に認められるには、地道な努力に

加えて大切な要素があるのですね。仲

間と一生懸命やっていたときは、なかな

か広がらなかったものが、総選挙に一度

使われたらあっという間に浸透しました。

100の運動よりひとつの総選挙、ひと

つの流行語大賞というわけです。「バイ

オマス」は非常にいい言葉だと思いま

すから、プレゼンテーションの仕方によ

っては広まっていく可能性があると思い

ます。

古屋：確かに私たちの事業は、企業が顧

客であることが多く、消費者に直接届け

る製品が少なかったことから、顧客の顧客、

つまり市民に声を届ける活動が十分で

なかったと思います。その意味で雫石

のような事業が、当社のサプライサイド

の考え方を転換するいいチャンスにな

るかもしれません。

辰巳氏：今回のミーティングに参加させ

ていただくにあたって、多くの資料をい

ただき、三菱重工は本当に色々と考えて

下さっているのだな、と思いました。と

同時に、これをどう社会に伝えているの？

と疑問も持ちました。特にエネルギーは、

製品などのものと異なり、見えないだけ

に消費者にとって遠い存在となりがちで、

将来石油が供給不足になる可能性があ

ることを漠然と理解してはいても、日常

の行動につながりません。ですから、省

エネによる家計の節約や、エネルギー

変換や利用プロセスでのトータルな環

境負荷の低減などについて、消費者の

わかることばで、もっと日常の行動につ

ながるような情報提供をすることで、社

会全体のエネルギー使用量削減に貢献

していただけるといいなと思っています。

古屋：そのほかにも弊社に期待すること

がありましたら、ぜひご意見をお願いし

ます。

田浦氏：持続可能な社会をつくっていく

際には、大きな社会変革が必要です。そ

のためにはどうしても痛みが伴います。

その痛みを社会全体としてどう最小化

していくかを考慮した上で、どのような

企業活動を展開していくか考えていた

だきたいと思います。

大澤氏：技術のパートナーという立場か

ら期待することが三つほどあります。私は、

当然のことながら三菱重工は技術の会

社だと思っています。ですから、ひとつ

はこれまで利用されていない非在来型

石油資源等を使えるようにするための

技術開発に貢献してほしいということ。

もうひとつは、エネルギーの効率利用と

いう観点からガスタービンの効率を上

げるなどエネルギー効率の高い機器の

開発をお願いしたいということ。最後は

CO2の固定化技術の開発です。こうし

た技術開発を一緒にやっていければあ

りがたいと思います。

足立氏：途上国の地域レベルの取り組み

への協力も重要ですが、私が見てきた

ODA政策・プロジェクトにも問題の大き

いものが少なくありません。温暖化防止

のプロジェクトだからよいということで

はなく、現地の住民・NGOの意見をよく

聞くなど、うまくバランスをとることが重

要です。また、企業とNGOの連携という

観点では、国内の税制改革においても、

バランスのとれた細かい制度設計に向

けて、官に任せるのでなく、三者が連携

し一緒に考えていくことが重要です。私

たちは、海外の企業系の財団からも支

援を受けていますが、我々NGOでない

ととれない現場の情報、ノウハウ、縦割り

の壁を越える政策提言があるからだと

考えています。日本の企業は、NGOと

もっと連携し、支援し、NGOを持続可能

な社会を志向した事業への転換に生か

してほしいと思います。

三菱重工の地球に対する責任／
ＮＧＯとの連携

「サプライサイドの発想」を
変える



特集 第2回 ステークホルダーミーティング

Special Feature

13

辰巳氏：企業の活動が、国内のみならず

世界でどのような影響を及ぼしている

のか、その環境負荷をどのようにしてい

こうとしているのか、その範囲をどこま

でとらえて長期のビジョンを立てている

のかということが非常に重要と考えて

います。世界で仕事をしておられる三菱

重工ですから、地球に対する責任は大き

いと思っています。日本を代表する企業

として、国内のみならず、海外でも尊敬

されるような活動を期待しています。

北川氏：かつて近江商人は「三方よし」

ということをいいました。売り手よし、買

い手よし、世間よし、というこの言葉は

CSRを実にわかりやすく表現している

と思います。これからもこの「三方よし」

の心持ちで、CSRを進めていっていた

だくよう、お願いします。

古屋：本日は、三菱重工の3E展開という

ビジョンとその役割につき、ご理解いた

だけたと思います。しかしながら、その

実行や普及のやり方は、まだまだ不十分

であり、改善すべき点を具体的にご指摘

いただきました。今日いただいたご指摘

は、私達のCSRを高めることにつなが

ると思います。今後は、弊社の直接の顧

客だけでなく、国内外の幅広いステーク

ホルダーや、市民への情報発信を行うと

ともに、弊社の活動に対する意見を真摯

に受け止め、弊社の活動に反映する仕

組みを構築していきたいと思います。あ

りがとうございました。

～三菱重工の考え方～ステークホルダーミーティングを開催して 奥山繁男総務部長

　2004年度に初めてステークホルダーミーティングを開催しましたが、

この中でのご意見をもとに、今回はエネルギーをテーマに皆さまから

のご意見をいただきました。

　「サプライサイドの発想からの転換」「社会への情報発信の不足」など、

エネルギー分野以外の社員にも非常に参考になるご意見だと思います。

これまではどちらかといえば当社は黙々と社会に貢献する製品をつく

り納めてきましたが、より積極的に情報を発信し、社会とコミュニケー

ションを図り、より多くの理解を得られるように活動することが求められ

ていると感じました。

　皆さまの関心の高かった地球温暖化対策としては、

本報告書P14～15にCO2回収技術について、P16

～18ページに自然エネルギーの推進として風力発電

と太陽光発電の取り組みを掲載いたしました。

　今後も様々な機会を通して、ステークホルダーの皆

さまと対話を行い、当社のCSR経営を進めていきた

いと考えています。

企業の経済活動によって地球環
境に与える負荷を、金銭価値で見積もったもの。
＊4 環境コスト

農場内で
食品加工残渣と家畜糞尿のバイオマスを複合し、発生
したメタンガスによる複合バイオマス発電事業。

＊5 岩手県雫石町のバイオマス利用

すでに利用・商業化され
ている石油、天然ガスなどの在来型石油資源に対し、
超重質油、オイルサンド、およびオイルシェールなどのこ
れまで開発利用されていない石油資源を非在来型石
油資源と分類する。

＊2 非在来型石油資源

Stakeholder（企業を取り巻くあらゆる利害関係者）
＊1 ステークホルダー

地球上の自然の力を
繰り返し利用するもので、風力、太陽光、地熱、バイオ
マスなどがある。

＊3 再生可能エネルギー
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京都議定書が発効し、CO2の削減に向けて様々な施策や技術開発が行われていますが、いずれも抜本的対策・技術と

はいえません。省エネルギーや効率化を行っても化石燃料を使用する限りCO2を排出します。こうした中で注目されて

いるのが、排出ガスのCO2を回収し、そのCO2を油田に注入して原油を増産し同時に地中に固定化する技術です。

CO２が貴重な資源に
－ 温暖化対策と原油の増産を同時に実現 －

　「排ガス中のCO2を分離・回収する

試験プラントを欧州の視察団が見て『ク

レージー』とあきれていました 」と

1992～1993年頃を振り返るのは

CO2／EORグループ長の飯島正樹。「地

球温暖化に関心が高まりつつあった当時、

欧州においてもその対策は省エネルギ

ーや効率化しかなく、こうしたスケール

の対策は不可能と考えられていました」。

しかし、この技術はその後“原子力発電

と並ぶ究極的な技術 ”と評価され、

2006年7月からは日量3,000トンの

CO2を回収する商用機の実現に向けて

実証試験が開始されます。

　この技術に着手するきっかけとなっ

たのが、1991年に関西電力（株）から

受けた共同開発の提案でした。飯島正

樹は「回収したCO2の活用方法は見え

ていました」と語る。「原油の採掘量が

減少するに伴い、今後EOR＊1が利用され、

「地球温暖化が進行する中で、排
出ガス中のCO２の回収とEOR（原
油増進回収法）は対策技術として
本命になってきています。現在は他
社の競争というよりはマーケットの
開拓に努力しています」

飯 島 正 樹
い　い じ　ま ま　さ き

プラント・交通システム事業センター
CO２／EORグループ

10年を経て“クレージー”から
“究極的な技術”へ

地球温暖化防止に
重要な使命を担う回収装置

地球温暖化防止に対する取り組み
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CO2を有効利用することができる。

CO2回収装置の開発は、地球温暖化の

抜本的対策につながるに違いないと確

信を持っていました。しかし開発や実証

実験には、かなり時間がかかることに多

少の不安を感じました」

　CO2回収装置は、基礎研究から開始し、

様々な実験を繰り返した後にCO2を効

率よく吸収するKS-1という液体を開発

しました。「知恵よりも力仕事でした」（飯

島正樹）というものの「競争がなく容易

に特許も取得できました」（同）とその

手ごたえを今でも忘れていません。こう

した継続した力が1999年、マレーシア

の尿素生産工場へのプラント納入に実

を結びました。CO2の60％以上が発電

所や大規模な工場から排出されること

から、KS-1をキーとした回収装置は重

要な使命を持っています。

　一方、原油を50％増産するといわれ

るEORへの利用は、1990年代には原

油安が続き、産油国であえて投資する

状況がなくなり関心も低くなりました。

しかし、飯島正樹は「枯渇は時間の問題、

今手を打たないと間に合わない」と

E O Rをアピー ルしつ づ けました 。

2000年代に入ると原油が高騰しはじめ、

英国の地質学者から「原油生産は5年

以内にピークを迎え、その後は減少に転

じ、二度と回復しない」との警告が発せ

られ、EORへの利用にフォローの風が

吹きはじめました。

　とはいえ、現実には回収も利用も経済

的な合理性が求められます。「技術的に

は優位な位置に到達しました。これから

はマーケットの開拓が重要です」と飯島

も社会状況の変化を読み取り、マーケッ

トの開拓に東奔西走しています。こうし

た活動によって「原油の生産量は、20

年間は心配ない」と楽観していた石油

会 社 にお い て も 対 策 が 検 討 さ れ 、

2005年１2月には当社とロイヤル・ダッ

チ・シェル＊2が提携して中東地域での

EOR実施を目指したプロジェクトが開

始されました。

　長年の努力が実を結びつつある現在、

飯島正樹は心から実感しています。「排

ガス中のCO2の回収やEORへの活用

は10年～20年のスパンで取り組まな

いと実用化できません。『当社は10年、

20年、100年の計で考えられる会社。

当社だからこそ、長いスパンの製品に取

り組める』ということが、私を支えました」

と。

技術の確立に続いて
マーケットの開拓に

Shell EP International Limitedと提携。

原油増進回収法。CO２を油層中に注入して、原油の
粘度を下げて原油の回収率を向上させる技術。

＊2 

＊1 EOR（Enhanced Oil Recovery）　

CO2回収および利用のイメージ図

発電所や工場などの排ガスから化学的
吸収法でCO2を回収し、それをパイプ
ラインなどで油田に送り、尿素製造プラ
ントやEORに有効利用します。

回収したCO2を尿素生産の原料として
有効活用するマレーシアの尿素製造用
プラント

福岡のCO2回収プラントでは、
1日283トンのCO2回収能力を持つ
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自然エネルギーのひとつとして注目される風力発電。しかし、風は凪（なぎ）

になったり、また時として嵐となって牙をむき建造物を倒壊させます。また、

平時においても風向・風速は瞬時に変化することから、風力発電には多く

の独自技術が求められます。三菱重工は台風、落雷など自然の厳しさを独

自技術で克服し、温暖化防止に貢献しています。

変化の激しい風を技術で克服する
風力発電

「理想的な風車から見れば、まだ開
発の余地が十分あるところが私の
風車に対する情熱の源泉です」

宮 津 正 和
み　や づ ま　さ か　ず

長崎造船所
風力発電事業グループ

“先進的技術開発のＤＮＡ”が
生んだ風車

日本最大の風車を開発
　三菱重工長崎造船所は、1966年に

地熱発電を開発するなど将来を見据え

た技術開発が風土として根付いています。

この技術風土から生まれたのが風力発

電です。地球環境問題が一般的な関心

事ではなかった1982年に日本の商用

風車第1号として300ｋWの風車を納

入しています。この風車は、いまだ充分

に使用に耐える中古のヘリコプターの

翼（ブレード）を利用したもので、当初社

内では「中古ブレードを利用するような

開発には、事業としての見通しもない

ので予算は下ろせない」ともいわれま

した。

　当時は欧州でも風力発電は始まった

ばかりで、300kWは商用風車では世界

最大級でした。この技術が海外で高く

評価されて順調に受注を伸ばし、80年

代～90年代のはじめまでは世界一のシ

ェアを占めました。しかし、90年代後半

以降、海外の市場が大きく拡大しましたが、

参入企業もあり徐々にシェアは後退し、

2002年の納入実績は総計で前年の

205MWから4MWと急激に落ち込み

ました。

　同年、風力発電を事業として確立する

ために長崎造船所に「風力発電グループ」

が設立され、宮津正和が初代グループ

長に就任しました。就任時の率直な感

想は「事業のバランスシートの悲惨な状

況を見てショック」というものでした。し

かし、「長崎の先進的発電技術開発の

DNAを継承する責務がある」（宮津正和）

との想いから事業の柱を出力・形式がマ

チマチだった7タイプの風車から信頼性

と完成度の高い1,000kWと将来の需

要に対応できる大型機種（2,000kW級）

の開発に絞ることを決断しました。「単

にほかの機種を排除するのではなく、こ

れらの機種に寄せられたクレームをど

のように技術で克服できるかを追及し、

その新技術を新たな2機種にフィードバ

ックしました」と宮津正和は選択と集中

にあたっても“先進的発電技術開発のＤ

ＮＡ”を生かしました。

　

　しかし、自然を相手にする風車の課題

は尽きません。宮津正和が長年携わっ

てきた蒸気タービンは一定の条件の下

で動きますが、自然環境は一定でありま
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地球にさんさんと注がれる太陽光。この太陽光を電気エネルギーに変換

することは、長い間、人類の夢でした。地球温暖化が深刻化する中で、この

夢の実現は切実なものになってきています。三菱重工は独自技術の開発

によって、変換効率を向上し、さらに低価格化と安定供給を可能にするな

ど太陽光発電の新たな１ページを開きました。

無尽蔵の自然エネルギーを利用した
太陽光発電

ここに３本の翼を取り付ける

タワーの頭頂部で回転軸、発電機などを格納するナセル

責任者の退路を断った宣言で
課題解決にまい進

　

　当社は、従来手がけてきたアモルファ

ス太陽電池＊1に比べ、発電能力を1.5

倍に向上させた微結晶タンデム型太陽

電池＊2を開発しました。2006年2月に

その量産工場の建設に着工し、2007

年4月には販売を開始します。現在、結

晶型太陽電池が主流を占めていますが、

生産のためのエネルギーと原材料であ

るシリコンの使用量が少なく、さらに発

電コストに優れたこれらの薄膜系太陽

電池の登場で、太陽電池のシェアの変

化や普及に弾みがつくことが予想され

ます。

　こうした展望が開けるまで、決して順

風満帆に推移してきたわけではありま

せん。「これまでの経験からさらに開発

費をつぎ込んでも製品化は難しい。撤

退したほうが良いと思った」と1995年

の本格的開発から4年を経た1998年

に開発事業部長に就任した高塚汎は当

時を振り返ります。高塚汎は火力発電所

のボイラーエンジニアとして若い頃「首

が飛ぶほど」のプロジェクトの失敗を経

せん。さらに、風車の設置場所が広がっ

てくると自然環境も大きく異なってきま

す。宮津正和は「風車の設計では自然

環境の条件を自ら設定しなければなり

ません。そして、この条件に耐えられる

風車が求められているのです」と技術

開発の方向性を示し、「理想的な風車か

ら見れば、現在の風車はまだまだ開発

の余地があるところに魅力を感じます」

と開発に対する熱い想いを語ります。ま

た、同時に「自然エネルギーを伸ばさな

いと私たちの生活が立ち行かなくなり

ます。風車への社会のニーズも強くな

ってきています」と自らの取り組みが社

会的に大きな意義があることも忘れて

いません。

　この決断と風車に対する熱意は功を

奏し、2005年の納入実績は国内外で

280MW、米国シェアは6％で3位、国

内シェアは約40％で1位となりました。

また、国内最大となる2,400kW風車を

開発、2006年1月に実証試験を横浜

で開始しました。この風車は、台風、落雷、

風向・風速の変動といった日本の気象

条件を克服する技術が採用されている

ことから、「日本の風力発電の拡大にも

大きな弾みがつけられる」と宮津正和

は考えています。

＊1 アモルファス太陽電池 高温環境下での発電特性に優れ、設置傾斜角によ
る発電量への影響が極めて少ない特性を持つ。同じ定格出力の結晶型太陽電池と比
べると年間の発電量が多い。

アモルファス型に比べ、太陽光スペクトル（紫
外線・可視光線・赤外線）を吸収し、発電効率をアップさせることができる。原材料の制
約がなく、安定供給が期待されている。

＊2 微結晶タンデム型太陽電池
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太陽光が差し込むシースルー太陽電池も開発

工場玄関に現在も掲げられているスローガン

験し、開発の難しさが身にしみていたの

でした。しかし、「このプロジェクトは失

敗する」という社内の一部の声に高塚

汎は発奮し「このプロジェクトはまだ道

半ば、姿が見えるまでやらなければなら

ない。しかし、1年半で製品化の目処を

つける、それまで経過報告は行わない」

と退路を断った宣言をし、製品化のため

にクリアしなければならない課題解決

にまい進しました。

　課題は、プラズマCVD装置によって

アモルファスシリコン層の薄膜をガラス

基板につくること、そしてこの薄膜を従

来の10倍の速度で大面積に作り上げる

ことでした。研究室での開発と違い、製

品化にはこうした課題を解決し、低価格

化しなければ普及はしません。「液晶用

にプラズマＣＶＤ装置を開発し、装置は

熟知していましたが、液晶とは膜質が違

い、厳しい品質管理が要求されました。

また、小面積であれば高速化できたの

ですが、大面積となると膜が不均一にな

るなど研究室での開発と工場での量産

の違いをまざまざと思い知らされました」

　しかし、「これらの課題克服は世界に

太陽光発電が普及するための必要条件」

という高塚汎の強い意志と当社技術陣

の独自技術開発への熱意が、2000年、

世界で初めて高速・高品質製膜技術を

確立し、1.4ｍ×1.1ｍという世界最大

面積のアモルファス太陽電池の製造に

成功しました。高塚汎の宣言は実現した

のです。そして、2001年には、太陽電

池製造工場の建設に着工し、2002年

から生産を開始しました。

　現在、太陽電池事業室技師長として、

太陽電池の生産拡大と普及に全力を投

入している高塚汎は「地球温暖化対策

として太陽光の活用は不可欠です。太

陽電池の開発は人類のためになる崇高

なビジネス」と断言しています。“アモ

ルファス太陽電池でエネルギー革命を

起こそう”これは、高塚汎が2001年当

時の想いを凝縮したスローガンで、現在

も工場の玄関に掲げられています。タン

デム型の量産・販売によってエネルギー

革命に拍車がかかり、高塚汎の想いは現

実のものになってきました。しかし、決し

て太陽電池の開発が終了したわけでは

ありません。三菱重工では、さらに低価

格化推進のため変換効率の向上を中心

に技術開発を継続し、世界的な普及に

力を尽くしていきます。

「若い頃、首が飛びかねないほどの
開発プロジェクトの失敗を経験しま
した。しかし、この経験があったから
こそ、短期間での事業化が可能に
なりました」

高 塚 汎
た　か つ　か ひろむ

長崎造船所
太陽電池事業室

研究室での成果を量産設備でも
再現し、エネルギー革命に拍車
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世界の人々の幸せな未来のために、

社業を通じて、社会的責任（CSR
＊
）を果たします。

当社の経営理念は、創業以来120年不変です。

ものづくりを通じて社会に貢献すること。

三菱グループでは、草創期より

「三綱領」という共通理念がありました。

当社は、この精神を受け継ぎ社是としています。

その第一条が

「顧客第一の信念に徹し社業を通じて社会の進歩に貢献する」。

これが三菱重工のCSRです。

120年前、私たちはものづくりによって、

日本の文明開化に貢献しました。

今、私たちの使命は、世界の人々の

安全で豊かな生活の実現のために尽くすこと。

とりわけ、世界の環境負荷を当社の技術、製品で低減すること、

これこそが私たちが行うべき世界への貢献だと信じています。

人類とこの社会が永遠に続くために、

そして私たちが未来の子どもたちに

この青く美しい地球を残すために・・・。

ものづくりを通じて、世界の人々とコミュニケーションを図り、

豊かな社会づくりに役立つものやアイディアを提案し、

提供しつづける。

それが私たちの役割です。
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社業を通じた社会への貢献

＊CSR Corporate Social Responsibility（企業の社会的責任）
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産業の基盤となる数多くの製品を提

供し、社会の発展と環境負荷の低減

に貢献しています。

中量産品部門 中　　期
事業計画

（2006～2008）

2005 2008

8,050 8,300

28%

● 2005年10月1日、新会社「三菱重工パーキング株式会社」を設立、立体駐車場の開発・生産事業を移管。
● 2005年12月12日に優先株式の転換により三菱自動車工業株式会社の普通株式を取得し、同社を持分法連結会社とした。
● 2006年1月1日、汚泥再生処理（し尿処理）、下水処理、ごみ中継施設、ごみ真空輸送装置、海洋生物付着防止装置などの関連事業を、「三菱重工環境エンジニアリング株式会社」へ移管。
● 2006年4月1日、橋梁事業（国内向け橋梁製品、沿岸構造物及び橋梁点検車等の道路メンテナンス車両・設備・機器を含み、海外向け橋梁製品を除く）を「三菱重工橋梁エンジニアリング株式会社」に移管。
● 2006年5月1日、「鉄構建設事業本部」と「機械事業本部」の両事業本部を統合・再編し、「機械・鉄構事業本部」を新設。

事業体制の動き

工作機械事業部

紙・印刷機械事業部

汎用機・特車事業本部

冷熱事業本部

原子力事業本部

受注構成比率（’08） 売上高 （単位：億円）

一世紀以上にわたる実績に裏打ちさ

れた先進の造船技術を駆使して、環

境に配慮した多様な大型船舶や海洋

関連製品を開発・建造しています。

船舶・海洋部門 中　　期
事業計画

（2006～2008）

2005 2008

2,226 2,400
8%

船舶・海洋事業本部 受注構成比率（’08） 売上高 （単位：億円）

社会基盤となる製品を数多く提供す

るとともに、地球環境保全や循環型

社会構築へ向けた広範な技術・製品

を提供しています。

機械・鉄構部門 中　　期
事業計画

（2006～2008）

2005 2008

5,387 4,900
16%

機械・鉄構事業本部 受注構成比率（’08） 売上高 （単位：億円）

世界の人々の豊かで安全な暮らしの

ために、高効率でクリーンなエネル

ギーを提供しています。

原動機部門 中　　期
事業計画

（2006～2008）

2005 2008

7,109 8,800

29%

原動機事業本部 受注構成比率（’08） 売上高 （単位：億円）

戦闘機など各種装備品の提供により

我が国の防衛基盤を支えるとともに、

民間機、宇宙機器など最先端製品によ

り社会の発展に貢献しています。

航空・宇宙部門 中　　期
事業計画

（2006～2008）

2005 2008

4,459 4,800
16%

航空宇宙事業本部 受注構成比率（’08） 売上高 （単位：億円）

社
業
を
通
じ
た
社
会
へ
の
貢
献

Special Feature
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船舶・海洋部門

環境に配慮した様々な大型船舶や海洋関連製品を開発・建造しています。船舶部

門では、中国の経済発展などに伴う大量の新造船需要を受けて、高効率で環境負

荷の少ない高付加価値船の建造に取り組んでいます。世界のエネルギー輸送を支

えるLNG船（モス型／メンブレン型）、LPG船やVLCC、また物流を支える新世代

コンテナ船などへの取り組みの中から二重反転プロペラや安全航行支援システム

など、新たな技術が生まれました。また、有害海洋生物の拡散防止を目的とした自

動バラスト置換システムや、海洋油濁汚染を防止するために燃料タンクの二重隔壁

化も採用しています。海洋部門では、海洋石油・ガス関係の洋上施設から有人潜水

調査船まで幅広い製品をカバーしています。

船舶・海洋事業本部

LNG船は推進燃料としてボイルオフガスが使用可能で、
NOx・SOxの排出が抑制される。また、有害海洋生
物の拡散防止を目的とした自動バラスト置換システム
や、海洋油濁汚染を防止するために燃料タンクの二
重隔壁化も採用している。

LNG船

人類史上初めて地球内部マントルまでの掘削を目指
すライザー掘削方式の科学調査船。水深2,500mの
海域で海底下7,000mまでの連続した地質サンプル（コ
ア）を採取することができ、地震や地殻にすむ微生物
の研究に活躍している。

地球深部探査船「ちきゅう」

原動機部門

高効率でクリーンなエネルギーを提供し、世界の人々の豊かで安全な暮らしを支え

ています。地球温暖化対策と化石燃料の需要拡大という課題に対し、三菱重工は、

新たなエネルギー開発や省エネルギー技術の確立に取り組んでいます。具体的に

は、風力発電や太陽光発電（P16～18参照）、地熱発電などを推進しているほか、

石炭ガス化複合発電、燃料電池などの開発にも挑戦しています。また、高温・高効率

ガスタービン、排ガスや排熱までも発電に利用する発電効率世界最高水準を誇る

ガスタービンコンバインドサイクル（GTCC）発電などにも力を入れています。

原動機事業本部

従来の火力プラントと比較して、約20％高いプラント効
率を達成したガスタービンコンバインドサイクルプラント。
高い排ガスエネルギーを有する高効率ガスタービンと排
ガスボイラー、蒸気タービンなどで構成されている。

ガスタービンコンバインドサイクルプラント（GTCC）

NOxやばいじんなどの排出が少ない利点を持つガス
エンジン。コモンレールを採用したマイクロパイロット
方式着火と、各シリンダーの個別最適制御とミラーサ
イクルの採用により世界最高レベルの発電効率
45.5％以上を達成。

ガスエンジン　MACH-30G

Special Feature
特集 社業を通じた社会への貢献



三菱重工　社会・環境報告書2006 22

船
舶
・
海
洋
部
門 

／ 

原
動
機
部
門 

／ 

機
械
・
鉄
構
部
門

原子力は、地球温暖化の原因となるCO2を排出しないエネルギーとして注目され

ています。当社は日本を代表する原子力プラント総合メーカーとして、40年以上に

及ぶ豊富なプラント建設・保守経験を生かし、原子力発電所の基本計画から設計・製

作・建設、さらに保守・補修サービスまで、信頼性の高い製品とサービスの提供に努

めています。現在、日本で運転中の原子力発電所55基のうち23基の建設実績が

あり、核燃料サイクル分野への参画や小型高温ガス炉の開発などにも取り組んでい

ます。また、世界各国へ取替用主要機器を供給しており、上部原子炉容器は累計

16基、蒸気発生器は22基を数えます。

原子力事業本部

原子力発電は、CO2排出がなく、地球温暖化対策に
適したエネルギー供給ができる。

原子力発電所

蒸気発生器（SG）は原子炉で発生させた熱によりタ
ービン駆動用の蒸気を発生させるPWRの中核機器。
当社は海外向け取替用SGをこれまでベルギー、米国、
フランスへ計22基供給している。

取替用蒸気発生器

機械・鉄構部門

機械・鉄構事業本部

世界の人々の豊かな暮らしを実現するため、社会基盤となる製品を数多く提供する

とともに、地球環境保全や循環型社会構築へ向けた広範な技術・製品を提供してい

ます。社会インフラ整備では、都市交通システム、ノンストップ自動料金収受システ

ム（ETC）、LNG大型貯蔵タンクなど数々の生活・産業基盤分野で幅広く手がけて

います。環境保全の取り組みでは、ごみなどの廃棄物処理施設や発電所の排ガスに

含まれる二酸化硫黄（SO2）をほぼ全量除去する排煙脱硫装置、PCB汚染土壌処

理システムなどを提供しています。また、排ガスから地球温暖化の原因であるCO2

を高効率に回収する技術（P14～15参照）を確立し、尿素肥料などの原料として

利用しています。そのほか、CO2を地中に貯留する技術の研究も進めています。

発電所などの排ガスに含まれる二酸化硫黄（SO2）を
99.9％除去。独自の技術である液柱塔方式は、高い
脱硫性能を達成するだけでなく、内部の構造をシンプ
ルにしてメンテナンスを容易にし、お客さまの利便性
に配慮している。

排煙脱硫装置

車両の床面を路面近くまで低くし、車内全体をフラット
にした100％超低床車両。高齢者や身体障害者も円
滑に乗り降りができ、快適な移動を実現した。同時に
低騒音、低振動、低速から高速までの安定した走行
性能も実現した。

100％超低床LRV

Special Feature
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航空・宇宙部門

世界的に需要の伸長が見込まれる航空宇宙産業の中で特徴ある製品を送り出して

います。防衛分野では、最先端技術を活用して戦闘機など各種防衛装備をタイムリ

ーに提供し、国民の安全・安心の確保という国のニーズに応え、防衛産業・技術基

盤の維持・強化を図っています。民間機分野では、ボーイングの次世代旅客機787

において、大型機で世界初となる複合材主翼の開発・生産に取り組んでおり、2008

年の就航に向け各種試験を行っています。宇宙機器分野では、H-ⅡAロケット8、9

号機の打ち上げ成功を支えるとともに、当社が製造から打ち上げまでの一貫した

サービスを行う民営化への準備を進めています。

航空宇宙事業本部

中量産品部門

汎用機・特車事業本部

機体構造に複合材を使用し、高い燃費性能を誇る
新型機。エアラインからの受注も好調であり、日本でも
全日空、日本航空が導入を決定している。当社はキー
となる主翼の開発・生産を担当。エンジンも共同開発
に参加している。

ボーイング787

H-ⅡAロケット8、9号機はともに打ち上げに成功、それ
ぞれ陸域観測技術衛星「だいち」（ALOS）、運輸多
目的衛星新2号（MTSAT-2）の所定の軌道への投
入に成功した。

H-ⅡAロケット

エンジン、ターボチャージャー、フォークリフト、物流機器など多彩な製品を通じて

社会の幅広いニーズに貢献しています。様々な機械の動力や発電システムの心臓

部となるエンジン、乗用車エンジンの燃焼効率を高めるターボチャージャー、ロジ

スティックを効率化し、便利で豊かな生活を支えるフォークリフト、そして様々な物

流機器、これらは社会の幅広いニーズに貢献しています。また、これら製品を開発・

製造するにあたっては、省エネルギー、低燃費、低騒音、低振動など、環境に配慮し

た製品づくりに努めています。

日・米・欧の排気ガス2次規制値をいち早くクリアした
低排出ガスのエンジンや、独自のオペレーター保護
システムなど、新機能を満載した次世代型フォークリフト。

フォークリフト　GRENDIA

300kWクラスで世界最高の発電効率41.5％を実現
した380kWの高効率ガスエンジンコージェネレーショ
ンシステム。大阪ガスと共同開発し、当社エンジンや
ターボの技術が結集されている。

高効率ガスエンジンコージェネレーションシステム

©RSC

特集 社業を通じた社会への貢献

Special Feature
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住宅用、業務用、自動車用エアコンから冷蔵・冷凍ユニットや地域冷暖房まで、空調機

器の幅広い製品群を取り揃え、より快適な生活環境を実現しています。社会的課題で

ある省エネルギーや環境保全などにも取り組み、開発や製品に反映させています。

当社本社ビルを含む東京・品川グランドコモンズ地区の高層ビル7棟に地域冷暖房

システムを提供し、「環境調和型エネルギーコミュニティ事業
＊
」に認定されました。

冷熱事業本部

ターボ冷凍機で初めて高速演算装置を用いたインバ
ーター制御技術を採用。運転状態に合わせた最適な
制御を行うことにより、部分負荷時世界最高効率の
COP17.8を実現する。標準機に比べ、夏場には約
30％、冬場には約65％の省エネ効果が期待できる。

ターボ冷凍機

世界最高の印刷速度（18万部／時）を誇る「DIAMOND�
STAR」。最新のニュースを、高精細なカラー印刷で
提供。従来機に比べ約20％の損紙を削減するほか、
20％の消費電力を低減するなどランニングコストの
面でも優れている。

新聞オフセット輪転機　DIAMONDSTAR

製紙・段ボール・印刷機械など、紙関連機器のエキスパートとして、国内外の多様な

ニーズに対応しています。紙関連の技術をトータルに提供できる唯一の企業とし

て、貴重な紙資源を有効活用する先端技術の開発に取り組んでいます。印刷機械

では、“毎時18万部”という世界最速の常用印刷を実現した新聞用オフセット輪

転機「DIAMONDSTAR」（2004年度日本機械学会賞受賞）を提供、「最新の

ニュースをいち早く鮮明なカラー印刷紙面で届けたい」という新聞各社のニーズ

に応えています。

紙・印刷機械事業部

産業界の“マザーマシン”である工作機械を通じて、産業の発展と社会の進歩に

貢献しています。「お客さまの思い」の実現と、自らも工作機械を使用しているユ

ーザーでもありメーカーでもある視点から研究開発体制を貫いています。さらには

、環境保全や省エネルギーに配慮した製品づくりも推進。世界に先駆けて開発した

完全ドライカットシステムの歯車工作機械「GE15A」とスーパードライホブはその

成果のひとつです。

工作機械事業部

裏面印刷後に紙を反転させることなく、表面の印刷を
可能にした世界に例のない印刷機。安定した両面
高速印刷を実現し、ダブリや紙の伸び・ムダもシャット
アウト。裏面印刷後の乾燥待ち時間を不要にして納
期短縮に大きく貢献。

両面印刷オフセット枚葉機 　タンデムパーフェクター

歯車加工時に切削油を一切使用しない完全ドライカ
ットシステム。従来方式（ウェット）に比べ切削速度は
2.5倍アップし、工具寿命は10倍、省エネ20％を達成。
環境負荷低減と生産コストダウンに応える画期的な
加工法。

歯車工作機械

Special Feature

＊ 環境調和型エネルギーコミュニティ事業　新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が推進し
ている、大規模な冷暖房システムを活用した地域エネルギー有効利用システム構築を促進するための事業。



マネジメント

三菱重工ではCSRを推進するために、様々な取り組みを行っています。こうし

た課題・目標と実績を開示することで、社会とコミュニケーションを取りなが

ら持続可能な社会づくりに取り組みたいと考えています。

CSR課題・目標と推進状況

25

経 済＊

（連結）

マネジ

メント
コンプライアンスの意識向上。

2008年度に30,000億円とする。

2008年度に1,200億円とする。

2008年度に1,000億円とする。

社 会

死亡・重大災害をゼロ、休業災害件数を前年実

績値未満とする。

傷病休業日数率を前年実績値未満とする。

障害者法定雇用率の1.80％を達成する。

2年間（2005.4.1～2007.3.31）の計画期間

内に、育児休業の取得状況を次の水準※以上とする。

　・男性：期間内に1名以上取得すること。

　・女性：取得率を70％以上とすること。

※「次世代育成支援対策推進法」に基づく認定

取得基準のうちの一部。

2008年度に30,000億円とする。

コンプライアンス

の徹底

受注高

営業利益

経常利益

労働安全の推進

労働衛生・

健康管理の推進

障害者雇用の

推進

ワーク＆ライフ

バランスの推進

売上高

社会貢献
地域社会との信頼関係を重視した社会貢献活

動の継続推進。

2003年度以降毎年「コンプライアンス推進研

修」を実施。

2004年度以降毎年全社員の30％を無作為

に抽出しコンプライアンス意識浸透度調査によ

り研修の成果をモニター。

29,420億円

27,921億円

709億円

503億円

計画期間の前半1年間（2005.4.1～2006. 

3.31）については、ほぼ目標達成。

労働安全衛生マネジメントシステムを全社で運

用し、労働安全の確保に努力しているが、

2005年は災害総件数が増加し、死亡災害が2

件発生。

メンタルヘルス対策、生活習慣病予防対策など

を強力に推進したが、目標未達成。

各事業（本）部・事業所で多彩な社会貢献活動

を実施。

2005年6月1日現在、1.70％

取り組み項目 中 長 期 計 画 2 0 0 5 年 度 の 推 進 状 況 評 価活 動
分 野

＊　経済（連結）中長期計画については、2006年4月に見直しを行っています。
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環 境

省資源、資材購入の抑制を推進し、2010年の

廃棄物総発生量を1992年比20％以上削減の

170,000ｔとする。

総発生量　147,000t

1992年度比　31.9％削減

CO2排出量　540,000t

1990年度比　14.4％増

照明器具のPCB使用安定器とPCB使用高圧電

気機器を2010年までに全面使用停止する。
更新計画に基づき、順次更新中。

高濃度PCB機器については、日本環境安全

事業（株）に早期登録を実施。

再利用、リサイクルを推進し、廃棄物埋め立て

ゼロを、2005年までに半数以上の事業所で、

2010年までにすべての事業所で達成する。

横製・高製・汎特に続き、名誘でゼロエミ達成。

現在、冷熱・紙印刷・工機が挑戦中＊。

有機塩素系化学物質の管理徹底と排出抑制を図り、

ジクロロメタン、トリクロロエチレン、テトラクロロ

エチレンの大気排出量を2005年までに1996

年比95％削減、2010年までにゼロ化を目指す。

大気排出量　18.2t　

1996年度比　93.1％削減

オゾン層を破壊する可能性があるHCFCを、

2010年までにオゾン層破壊係数ゼロのHFC

などに切り換える。

2005年度排出量　19.2t

2010年度全廃に向け推進中。

社内グリーン購入指針に基づいた環境配慮製品

の購入促進を図る。
グリーン購入率　93.4％

社内に環境適合設計標準分科会を設置し、促進

する。

社標準「環境を配慮した製品作り基本指針」

を制定。

環境負荷データのデータベースを2005年

までに構築する。

環境会計の継続とオンライン集計を2005年

までに完了する。

環境パフォーマンスデータ、環境会計のオンラ

イン集計などについて、検討を実施。

国内事業所のISO14001を継続更新する。
国内すべての生産拠点（15事業所）でISO

14001取得。継続更新中。

内容の充実と継続発行する。
CSRに対応した内容に刷新した社会・環境報

告書を発行。

廃棄物の発生・

排出抑制

PCB使用機器の

全廃

廃棄物埋め立て

の抑制

有機塩素系化学

物質の排出抑制

フロンの

使用抑制

グリーン購入の

促進

環境適合設計の

推進

環境経営データ

ベースシステム

環境会計の推進

環境マネジメント

システム

環境報告書の

継続発行

CO2の排出抑制

生産工場でのCO2の排出削減を図り、2010年

までに1990年比6％削減する。

2005年までに太陽光発電システム400kWを

導入する。
2005年度の導入実績：10kW（累計：480kW）

活 動
分 野 取り組み項目 中 長 期 計 画 2 0 0 5 年 度 の 推 進 状 況 評 価

…「達成」および「予定通り進捗」 …「未達成」…「さらなる努力を要する」

＊　

C
S
R
課
題
・
目
標
と
推
進
状
況

横　製�→ 横浜製作所

高　製�→ 高砂製作所

汎　特�→ 汎用機・特車事業本部

名　誘�→ 名古屋誘導推進システム製作所

冷　熱�→ 冷熱事業本部

紙印刷�→ 紙・印刷機械事業部

工　機�→ 工作機械事業部
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三菱重工は遵法を旨とした、公正で健全な経営の推進に取り組んでいます。

事業を発展させ社会的責任を果たしていくために、経営システムの革新に

努めるとともに、株主の皆さまをはじめ、社会に対し迅速で正確な情報発

信を行い、経営の透明性向上を心がけています。

コーポレート・ガバナンス体制

経営体制

監査役監査

　当社は取締役会において経営の重要

な意思決定、業務の執行の監督を行っ

ており、また、取締役の職務執行状況な

どを監査するために監査役会を設置し

ています。現在、取締役17名中2名を、

監査役5名中3名を社外からそれぞれ

選任し、経営監督機能の強化に努めて

います。

　また、業務執行に関する重要事項の

審議機関として経営会議を置き、社長を

中心とする業務執行体制の中で合議制

により審議することで、より適切な経営

判断および業務の執行が可能となる体

制としています。

　なお、2005年6月、当社経営の健全性・

透明性をより向上させるとともに、効率性・

機動性を高めることをねらいとして、社

外役員の増員、取締役数のスリム化、取

締役の任期短縮、執行役員制の導入を

主な内容としたコーポレート・ガバナン

ス＊体制の見直しを実施しました。これ

により、取締役会の監督機能の強化を図

るとともに、経営上の重要事項の決定お

よび会社経営全般の監督を担う取締役

と業務執行を担う執行役員の役割と責

任を明確化しています。

　当社の各監査役は監査役会にて定め

た監査の方針、業務の分担などに従い、

取締役会のほか、経営会議や事業計画

会議などの重要会議に出席し、経営執

行状況の適時的確な把握と監視に努め

るとともに、遵法状況の点検・確認、内部

統制の整備・運用の状況などの監査を

通じ、取締役の職務執行状況を監査して

います。こうした監査役の監査業務をサ

ポートするため、監査役室を設けて専任

スタッフを配置し、監査役の円滑な職務

遂行を支援しています。

　また、監査役は会計監査人と定期的

な情報・意見の交換を行うとともに、監

査結果の報告を受けるほか、適宜会計

監査人監査にも立ち会うなど、緊密な連

携を取っています。

組織図（2006年5月1日現在）
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※2006年5月「鉄構建設事業本部」と「機械事業本部」を
　統合、「機械・鉄構事業本部」を新設

受注適正化委員会� 障害者雇用拡大推進委員会
コンプライアンス委員会� 輸出関連法規遵守委員会
環境委員会� 建設業法遵守委員会
人権啓発推進委員会� 原子力社内改革委員会�

Corporate Governance（企業統治）＊ コーポレート・ガバナンス
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コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
体
制

内部統制システムの整備状況

ものづくり革新推進室の
設置について

　当社では、社是に基づくCSR経営の

推進を基本理念とし、従来から取締役会

決議などに基づきコンプライアンスの

確保など会社を取り巻く様々なリスクに

適切に対応できる体制の整備に取り組

んできました。

　2005年7月には、業務執行部門に対

する一層のモニタリング強化を図るため、

内部監査専任の組織である「内部監査室」

を設置しました。内部監査室は、監査役

やコンプライアンス担当部門とも密接

に連携し、内部監査の充実に取り組んで

います。

　また、2006年5月の取締役会におい

て、当社は法令を遵守し社会規範や企

業倫理を重視した公正・誠実な事業活

動を行うことを基本理念とし、取締役は

自ら率先してその実現に努めることな

どを旨とした、内部統制システム構築の

基本方針を決議しました。今後も内部

統制システムの充実に継続して取り組

むことで、CSR経営を一層推進してい

きます。

　なお、当社の現在の内部統制システ

ムの概要や、株主総会、取締役会および

監査役（会）の相互の関係などを表した、

コーポレート・ガバナンス体制について

の模式図は下図のとおりです。

　製造業の競争力の原点はものづくり

にあり、市場競争が激化する中で、確固

としたものづくり力の確立は重要な経

営課題のひとつです。当社のものづくり

現場においては、急速に進む製品の高

度化・多様化、厳しいコスト競争への迅

速な対応を迫られている一方、現場を

構成する社員の高齢化、年齢構成の歪

みなどの課題を抱えています。

　このような状況において、今一度、当

社のものづくりを見つめ直し、強力なも

のづくり現場をつくり上げるという観点

から、社長直属の組織として、「ものづく

り革新推進室」を、2006年4月１日付

けで設置しました。

　「ものづくり革新推進室」では、全社

ものづくり革新の司令塔として、事業所

の現場に入り込み、各層との対話を通じ

て課題を“見える化”した上で、全社共

通課題や、事業所単独では対処しにくい

問題について、関連部門とも連携を取り

ながら一つひとつ解決していきます。具

体的には、人材の育成・強化、技術・技能

の伝承、基幹設備の最新化、業務プロセ

スの改革などを通じて、ものづくり力の

強化を図るとともに、以上の活動を継続

的に実施し、PDCA（計画―実行―評価

―改善）のサイクルを確実に回し続ける

ことで改革に取り組み、経営を支える確

かなものづくり力の構築を図っていきま

す。

内部統制システムの概念を含むコーポレート・ガバナンス体制についての模式図

株 主 総 会

関 連 会 社
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三菱重工では、CSRを経営の基軸とした活動を行うため、2005年に「CSR

推進室」を設置しました。CSRを推進するために、積極的な活動を行って

います。

CSR推進体制

CSR推進体制

各委員会での取り組み

アスベスト（石綿）対策

　当社では、CSRを基軸とする経営を

推進するため、コンプライアンス、環境

保全、人権の尊重など、それぞれの委員

会を設け、施策を推進しています。さらに、

これらの委員会や関連部署間の連絡調

整と情報共有を図り、全社的なCSR経

営を推進していく組織として、「CSR推

進室」を2005年7月に設置しました。

加えて、同年12月、関連するコーポレー

ト部門をメンバーとする「CSR連絡会」

を設置し、各テーマごとの短期および中

長期的な目標の設定に取り組んでいます。

コンプライアンス委員会　　

　当社は法令を遵守し、公正で誠実な

事業活動を推進するため、2001年5

月に社長直轄の機関としてコンプライ

アンス委員会を発足しました。コンプラ

イアンス担当常務を委員長、各部門の

コンプライアンス責任者を委員とする

メンバーで構成され、全社のコンプライ

アンス推進に向けた各種施策を策定し

ています。

環境委員会　

　環境保全への取り組みを明確にする

ため、1996年に従来からの公害防止

中心の取り組みを改編し「環境委員会」

を発足しました。ここでは、全社の年間

環境施策を企画・立案し、社全体の方向

づけを行うとともに、環境保全に関する

各事業所の年間計画を推進・フォローし

ています。

人権啓発推進委員会　　

　人権尊重の精神に則り、人権問題を

正しく理解し、その解決に資するため、

1992年に「人権啓発推進委員会」を

発足しました。ここでは、人権問題の啓発、

研修基本方針の策定、研修計画の作成・

実施、研修推進のための社内講師の養成、

関係行政機関との連絡・調整などを行っ

ています。

障害者雇用拡大推進委員会　

　障害者の雇用機会の拡大を積極的に

推進するため、1992年に「障害者雇用

拡大推進委員会」を発足しました。ここ

では、障害者雇用に関する基本方針の

策定、計画作成・実施推進、社内啓発、資

料収集・配付、関係行政機関・団体との

連絡・調整などを行っています。

輸出関連法規遵守委員会　　

　多種多様な製品を輸出している当社

にとって重要な課題である輸出管理の

ため、1987年に「輸出関連法規遵守委

員会」を設置しました。部門ごとに責任

者を配置することにより、毎月定期的に

開催される委員会で、各部門の管理体

制の指導・監督の審査などを実施し、日々

努力を重ね、法令遵守を心がけています。

建設業法遵守委員会　　

　2003年10月に「建設業法遵守委員

会」を設置以降、(財)建設業適正取引推

進機構の講師による建設業法講習会を

主要事業所で開催し、建設業法に関す

る知識の普及に取り組んでいます。

　また、委員会事務局を建設業法に関

する社内相談窓口として、法解釈の統一

性を確保するとともに、複雑な内容につ

いては許可行政庁への相談を行ってい

ます。一方、適正な技術者の配置などの

チェック機能を持つシステムを構築し、

建設業法関連業務の効率化も支援して

います。

受注適正化委員会　　

　P31をご参照下さい。

原子力社内改革委員会　　

　P50をご参照下さい。

　アスベスト（以下「石綿」という）によ

る健康被害問題を踏まえ、2005年7月

当社製品や工場建屋などへの石綿使用

状況に対する調査を実施しました。その

結果、当社製品や工場建屋などへの石

綿使用が判明したため、企業の社会的

責任の見地から、同年8月「当社事業に

関連して石綿に起因する被害を一切発

生させない」ことを基本とする対応方

針を策定。社員はもとより当社製品を

使用されるお客さまおよび工場周辺住

民などの石綿被害防止のため「石綿使

用時の安全衛生管理」、「ノンアスベス

ト製品への代替化」「石綿使用工場建屋・

施設対策」に取り組んでいます。

「CSR連絡会」の風景
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コンプライアンス

三菱重工では、コンプライアンス推進の種々の施策を推進してきましたが、

2005年、橋梁工事の受注をめぐる独占禁止法違反の疑いで起訴されると

いう事態を招いてしまいました。今後二度とこのような事態を招かないよう、

全社一丸となって徹底的な取り組みを行っています。

コンプライアンス

Compliance
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独占禁止法違反被疑事件
再発防止策

橋梁談合

　国土交通省および道路公団の橋梁工

事の受注をめぐる独占禁止法違反（談合）

の疑いで、2005年5月に社員が逮捕

され、東京高等検察庁による捜査の結果、

同年6月国土交通省関係で会社が、同

年8月道路公団関係で会社および営業

担当者が起訴されました｡さらに同年9

月に公正取引委員会から排除勧告を受

けました｡

　このような事態に至ったことは誠に

遺憾であり、社会ならびに関係者の皆さ

まに対し申し訳なく、深くお詫びいたし

ます。

　当社はこれまで、コンプライアンス徹

底のための諸施策を講じてきましたが、

結果としてこのような事態の発生を防

止することができなかったことは誠に

残念であります。

　当社では従来から経営幹部層（部長

クラス）、管理者層（次長・課長クラス）、

一般者層（主任・社員クラス）などの階

層に分けて、各層に必要と考えられる法

務教育やコンプライアンス教育に継続

的に取り組んできており、独占禁止法遵

守についてもマニュアル類の整備と説

明会・研修を実施してきました｡さらに

2001年5月には社長直轄の組織とし

てコンプライアンス委員会を設置して、

違法、不適正行為に関する投書窓口の

設置（2001年6月）、三菱重工コンプ

ライアンス指針の作成と配布（2001

年9月）、管理者向けコンプライアンスガ

イドラインの作成と配布（2002年3月）、

コンプライアンスセミナーの実施（管理

者約4,700名対象）、コンプライアンス

推進研修の実施(2003年から毎年、全

社員対象)、コンプライアンス意識浸透

度調査の実施（2004年から毎年）、社

内へのコンプライアンス関連情報発信

（2005年1月～）、コンプライアンス違

反に対するペナルティの明確化および

コンプライアンス誓約書の取得（2005

年4月）などの取り組みを行ってきました｡

また、各部門ごとにコンプライアンスを

含めた業務遂行状況をチェックする各

部門監査を実施してきました｡

　しかしながら、今回の事態が生じるに

至り、結果としてこれらの取り組みが十

分浸透していなかったものと反省して

います｡具体的には①社員個人レベル

で社会の変化に即応していない古い価

値観・思い込みがあったこと、②営業担

当者が同じ部門に長期滞留していたこと、

③各部門監査では、一定の成果はある

ものの、結果としてコンプライアンス面

でのモニタリングが十分でなかったこ

とに改善の余地があるものと分析して

います｡

　このような反省に立ち、今後二度とこ

のような事態が生ずることのないよう、

具体的には、次の諸施策を実施してい

ます｡

①コンプライアンス体制の強化

・取締役会決議・経営会議申し合わせ

　独占禁止法を厳守するとともに、疑

われるような行為も厳に慎み、今後

絶対に同種事案を惹起しないこと

を誓い、2005年7月に経営会議で

申し合わせるとともに取締役会で

決議｡

・コンプライアンス宣言

　取締役会決議を受け、各事業（本）

部長・支社長・事業所長が同趣旨の

宣言を行い、配下社員に厳守徹底

を厳命｡

・独占禁止法遵守誓約書

 官公需営業部門について課長以上

全員から「独占禁止法遵守誓約書」

を取得。

・「コンプライアンス責任者」の任命

　各事業（本）部の業務部長または管

理担当副事業部長、各支社長、各事

業所管理担当副所長を「コンプラ

イアンス責任者」に任命し、日常の

コンプライアンス徹底活動を推進｡

・「部門コンプライアンス委員会」の設置

　事業（本）部、事業所におけるコン

プライアンス推進を一層強力に促

進するために2006年度より、事業

（本）部、事業所ごとに「部門コンプ

ライアンス委員会」を設置。当該部

門コンプライアンス責任者が「部門

コンプライアンス委員会」の委員長

となり、当該部門のコンプライアン

ス推進に係る方針・計画の審議、決

定や方針・計画の実行およびフォロ

ー、個別案件への対応などを推進。

・「コンプライアンス連絡会」の設置

　関連会社を含めた三菱重工グルー
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コンプライアンス意識の向上

コンプライアンス推進研修の
実施状況

　プ全体としてのコンプライアンス徹

底のため、2006年度より各部門

単位に関連会社とのコンプライア

ンス連絡会を設置。当該部門コン

プライアンス責任者を「コンプライ

アンス連絡会」の責任者とし、関連

会社からの代表者を委員として、コ

ンプライアンス推進に係る情報交換、

フォローなどを実施。

②業務運営方法の改善と監視体制の整備

・競合他社等との接触に関する行動基

準の作成

　営業部門において、競合他社等と

の接触について、その接触が認め

られる範囲、認められる場合のコン

プライアンス責任者への事前届出・

事後報告などを「行動基準」として

作成。

・「コンプライアンスチェックシート」に

よる点検・確認

　官公需営業部門においては、競争

入札対応案件および受注案件すべ

てにつき、「コンプライアンスチェッ

クシート」により独占禁止法等に抵

触しないかチェックを行い、コンプ

ライアンスに抵触しないことを確認

した証として、営業課長が署名を行

う。

・コンプライアンス責任者のチェック

　行動基準の遵守、コンプライアンス

チェックシートによるチェックが確

実になされているか、コンプライア

ンス責任者が確認。

③監視体制の強化

・内部監査室の新設

　内部監査については、従来総務部の

一部門で所掌していたが、2005年

7月に社長直属の専門職制として「内

部監査室」を新設。関連会社を含

めた当社グループ全体の内部統制

を強化｡

・受注適正化委員会の設置

　コーポレート部門担当役員、関係部

長、各事業（本）部の業務部長また

は管理担当副事業部長を構成メン

バーとする「受注適正化委員会」を

設置し、社外有識者からの助言を

得つつ、コンプライアンス責任者が

行う確認状況のモニタリングや各

種施策推進状況のモニタリングを

実施｡

④適切な人事管理・業務管理・教育の強

化徹底

・人事管理面

　コンプライアンス遵守状況を人事

考課・任命・異動に反映するとともに、

違反行為のあった場合は厳正に懲

戒処分を実施｡

・業務管理面

　官公需事業の長期従事者を定期的

に異動させる仕組みを構築。

・教育の強化

　課長昇格者を対象として実施して

いるコンプライアンス教育を部長

昇格時および主任昇格時にも実施

するとともに、全社員を対象とした「コ

ンプライアンス推進研修」を2回／

年実施｡営業部門に対して、「独占

禁止法遵守マニュアル」などを改

訂して再教育を実施｡

・官公庁等OBの顧問・嘱託の業務範囲

明確化

　官公庁等OBである顧問・嘱託につ

いては、個人としての造詣の深さ・

専門性の高さからの技術的助言を

受けることを目的に就任願ってい

るが、改めてその委嘱趣旨および

業務範囲（営業部門を除くこと）を

明確にし、透明性を確保。

⑤関連会社の受注活動適正化

　全関連会社について官公需事業の関

わりを調査し、官公需競争入札に恒常

的に参加している関連会社については、

当社と同様の各施策を実施。それ以

外の関連会社についても受注適正化

の施策を実施させ、三菱重工グルー

プ全体の受注適正化を推進。

　当社ではコンプライアンスを徹底す

るには、社員一人ひとりのコンプライア

ンスに対する「意識」がとりわけ重要と

認識し、「意識」向上に向けた取り組み

を行っています。2003年以降、上司が

配下社員に対して行うディスカッション

形式のコンプライアンス推進研修を毎

年実施しており、2005年からは実施頻

度を年2回に増やしました。2005年度

の全社の研修受講率は約84%、約

27,600人の社員が受講しました（2004

年度は受講率約76%、受講者25,300

人）。

　各部門とも本研修内容を十分理解・

納得し、「自部門でのコンプライアンス

推進に有効であった」との意見が多数

ありました。また、業務を遂行する上で

従来の慣習を安易に正しいとせず、世間

の常識や社会の視点での行動をとる旨

の決意もみられ、着実にコンプライアン

スの考えが浸透していると考えています。

　今後も研修の全社受講率を一層高め

るように取り組みます。
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　コンプライアンス委員会では、これら

の諸施策を通じて、社員一人ひとりのコ

ンプライアンス意識の変化と浸透度を

把握し、コンプライアンス推進に向けた

取り組みを改善していくために、2004

年9月に続き2006年1月に「コンプラ

イアンス意識浸透度計測調査」を実施

しました。

　調査の結果、約90%近くの社員が「従

来と比較してコンプライアンスを意識す

るようになった」と回答しており、前回に

比べると大幅に意識が向上しているこ

とがわかりました。一方、「三菱重工コン

プライアンス指針」の内容や、投書を受

付けるコンプライアンス委員会「専用

窓口」について、「知らない」と答えた人

が前回調査時と比較して減少していま

すが、十分とはいえず、さらに全社員の

理解度をアップしていくように取り組ん

でいます。

　毎年定期的にこの調査を行うことに

より、コンプライアンスを徹底するため

の施策が有効に機能しているかを確認

していきます。

　当社は違法行為や不適正な行為など

があれば、早期にこれを発見し、かつ自

ら正していくことを目的に2001年6月

にコンプライアンス委員会に「専用窓口」

を開設し、社員、関連会社、資材取引先

から投書を受付けています。

　2005年度は2004年度に比べ投書

件数が増加し、毎月約8～9件の投書が

ありました。投書内容別では、職場ルー

ル違反や職場環境に関する投書が全体

の約35%で最も多く、倫理違反・業務

上の違法行為の疑いに関する投書が約

20%と続いています。コンプライアン

ス委員会はこれらの投書を速やかに調

査し、不適正な事実が認められれば是正

を図るとともに、これを全社に水平展開

するというサイクルを保っています。こ

うした取り組みによって、企業自身の自

浄作用が十分発揮できていると考えて

います。

　なお、投書者が投書を行ったことで、

不利益な取扱いを受けないよう、投書

者保護にも十分配慮し、投書者が判明

している場合は、その後の投書者の人

事上の取扱いをチェックするなど取り

組んでいます。

コンプライアンス意識
浸透度計測の実施

ホットライン活用状況

コンプライアンス意識浸透度計測の結果

2005年度

2004年度

a.強く意識するようになった。
b.少しは意識するようになった。
c.あまり意識に変化はない。
d.軽視するようになった。
e.わからない。

a.
46.3

b.
42.6

c.
7.1

d. 0.2

e.3.8
Q あなたのコンプライアンスに対する意識はどのように変化しましたか？

a.
23.2

b.
42.0

c.
9.7

e.
24.9

2005年度

2004年度

a.十分理解している。
b.知っているが、内容までは理解していない。
c.知らない。

a.
42.9

b.
51.9

c.
5.2

Q 「三菱重工コンプライアンス指針」の内容を知っていますか？

2005年度

2004年度

a.連絡先・連絡手段等を知っている。�
b.知っているが、連絡先・
   連絡手段等を知らない。
c.知らない。

a.
43.3

b.
39.4

c.
17.3

Q コンプライアンスに関する投書を受付ける「専用窓口」があることを知っていますか？

a.
29.8

b.
37.9

c.
32.3

a.
26.8

b.
57.6

c.
15.6

調査概要

実施期間 ： 2006年1月� 調査対象 ： 9,830人（全社員の約3割）

回答者数 ： 6，682人� 回答率　 ： 68．0%

調査結果

専用窓口への投書状況
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　当社の調達活動は、「オープン」「公正・

公平」「相互信頼」「コンプライアンス」

を柱とした「フェア」の理念を基本とし

ています。調達部門では、コンプライア

ンスを推進し、「フェア」の基本理念を

徹底するため様々な活動を行っています。

　全社的な活動としては、下請代金支

払遅延等防止法・建設業法・印紙税法・

民法・商法などの調達活動に関する主

要な法律知識の習得と遵法意識の向上

を目的とした集合教育を毎年開催して

います。教育の最後にはテストを実施し、

理解度が低い設問の解説を後日送付す

ることで復習を促し、受講者のさらなる

理解度向上を図っています。すでに調

達部門の若手を中心とした約150名が

この教育を受講しました。

　さらに、2005年度から調達部門に限

らず業務上サプライヤーと接する機会

のあるすべての従業員に下請代金支払

遅延等防止法を広く紹介するため、独自

に編さんした教材を用いたeラーニング

を実施し、約700名が受講しました。今

後も継続して実施することで、対象の従

業員全員の受講を目指しています。

2006年からは子会社にも対象範囲を

拡大し、グループ全体で知識の底上げを

図ります。

　また、労働者派遣法に関するQ&A集

を人事部門と共同で作成して全社員へ

公開し、派遣会社との適正・適法な契約

締結や派遣社員の働く職場環境への配

慮を呼びかけています。

　そのほか、調達活動におけるコンプラ

イアンスをテーマとした会議を毎年開

催し、社会的背景を再認識の上、より徹

底するための施策を討議しています。

また、内部監査でこれらの活動が有効に

機能しているかを確認し、改善を図って

いくことにより、実効性と自浄機能を確

保しています。

　当社では「個人情報保護法」の施行

に併せ、「個人情報保護方針」を制定し

社内・社外に公表しました。また、「個人

情報保護規則」および「個人情報管理

マニュアル」を作成するとともに、会社

生活における注意事項をまとめたダイ

ジェスト版を全社員に配布し周知徹底を

図っています。教育としては新入社員、

新任主任など階層別教育および全社員

を対象にしたコンプライアンス推進研

修を行い、個人情報に関する認識を高

めています。さらに、「個人情報データ

ベース登録システム」を構築し、届出内

容をデータベースに登録・蓄積すること

により、一元的に把握することとしてい

ます。

　今後も上記の階層別教育およびコン

プライアンス推進研修を充実させ、より

一層社員の認識を高めるとともに、個人

情報保護に関するチェックリストなどの

ツールを使って、社内の管理状況を定

期的に調査の上、個人情報の取扱いの

継続的な改善を図ることとしています。

ｅラーニング「下請法基礎講座」

調達部門における
コンプライアンス推進活動

個人情報管理について

URL
全文は以下ＨＰをご参照下さい。
　　 http://www.mhi.co.jp/kojinjouhou.html

個人情報保護方針

当社は、当社が事業活動上取り扱う個人情報が貴重なものであることを認識し、その
取扱いに細心の注意を払っております。

ここに、当社における個人情報の取扱いについての基本方針を公表いたします。

�1．当社は、偽りその他不正の手段によって個人情報を取得しません。 
�2．当社は、個人情報の利用に当たり、その利用目的を明確にし、これを個人情報の主体で

ある本人に通知又は公表した上で利用目的の達成に必要な範囲内で当該個人情報を
取り扱います。 

�3．当社は、個人情報を正確かつ最新の内容に保つよう努めます。 
�4．当社は、個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じます。 
�5．当社は、個人情報を取り扱う従業者及び委託先に対し、必要かつ適切な指導・監督を

行います。 
�6．当社は、当社が保有する個人情報について、原則として本人の承諾を得ない限り第三

者に提供しません。 
�7．当社は、当社が保有する個人情報について、本人から利用目的・内容等のお問合せが

あった場合は、合理的な範囲で原則としてこれに応じます。 
�8．当社は、当社の個人情報の取扱いに関する苦情を受け付け、適切かつ迅速な解決を図

ります。 
�9．当社は、個人情報の保護に関する自主ルールを定め、管理体制を確立し、これにより上

記の個人情報の取扱いを徹底してまいります。 
10．当社は、個人情報の取扱状況を定期的に点検し、本方針を含め自主ルールの見直し・改

善を行い、個人情報保護体制の継続的な向上に努めます。 
11．当社は、当社が取り扱う個人情報に関して適用される日本国の法令・規範を遵守いたし

ます。 
� 平成17年4月1日
� 三菱重工業株式会社

取締役社長　佃　和夫
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　当社は、従来から不正競争防止法お

よび当該国の公務員腐敗防止に関する

法令に従い、外国公務員に対して、営業

上の不正な利益を得るために利益供与

を行わないことを基本方針とし、「三菱

重工コンプライアンス指針」でもコンプ

ライアンスの精神に反する不正な取引

を強く禁じています。そのため、2005

年4月には、「外国公務員贈賄防止に関

するガイドライン」を策定し、不正競争防

止法の用語や基本的な考え方を説明す

るとともに、外国公務員に対しての接待・

贈答に際しての具体的な行動指針を示し、

海外において社員が判断に迷わず適正

な行為が取れるよう指導しています。ま

た、海外拠点の職員についても同法の

処罰対象となることから、本ガイドライ

ンの英文版を作成し、海外においても外

国公務員の贈賄が行われないよう周知

徹底しています。

　2005年6月、電機メーカーの関連会

社社員のパソコンがコンピュータウィル

スに感染し、原子力発電所定期検査の

情報が漏洩しました。本件の主契約企

業となっていた当社も、一部電力会社か

ら約3ヵ月の新規取引停止処分を受けま

した。また8月には、同様の原因で、当社

協力会社から発電所用タービン、水車に

関する検査関連情報の漏洩が発覚し、本

件についても一部電力会社から約2ヵ月

の新規取引停止処分を受けました。

　当社では従来より「秘密管理規則」、「文

書管理規則」などの社規則や「情報セ

キュリティ管理基準」などの情報システ

ム関係の標準を定め、また、「秘密管理

マニュアル」を作成・配布することで、社

員の秘密管理意識の向上を図ってきま

した。

 しかし、情報漏洩事件などが発生して

いる現状に鑑みた場合、より一層の各種

ルールの認知とこれに則した適正な情

報管理を浸透させるとともに、社員の意

識を向上させる必要があると判断し、

2005年9月に、「秘密情報流出防止の

心得」を作成し、全社員に配布しました。

さらに社内における秘密管理・情報セキ

ュリティ管理の現状を把握した上で、社

員への意識づけや情報管理体制の見直

しなど各種施策を行うため、全社を対象

に実態調査を行いました。

　その結果、①パソコンもしくは外部記

憶メディアに保管した秘密情報を社外

に持ち出す時および第三者に対する秘

密情報を電子メールで社外の関係者に

送信するときの社内手続き、秘密情報

を含んだ業務を外部に委託するときの

委託先とのセキュリティに関する規定の

取り交わしなどの外部持ち出しの管理、

②派遣社員など外部から受け入れる場

合の相手先会社と機密保持に関する契

約の取り交わしなどの社外要員の管理

などについては対策が不十分と低い評

価になっていました。また、「教育資料・

機会が少ないため基本的事項が徹底さ

れていない場合が散見される」との意

見もあがりました。

　今後の対策として、①外部持ち出し時

の対策強化（外部記憶媒体の暗号化、電

子メールの暗号化など）、②業務委託先

との情報漏洩対策に係る覚書締結の促

進による外部委託先の管理強化、③秘

密管理・情報セキュリティに係る具体的

手順・ルールを繰返し周知徹底する、④

教育資料を充実させ、各階層別教育を

実施するなど各種施策を講じることとし

ています。

　当社は2006年3月に水門扉、トンネ

ル換気設備の受注をめぐる独占禁止法

違反の疑いで公正取引委員会の立入検

査を受けています。

　また､4月には汚泥処理施設の受注を

めぐる独占禁止法違反の疑いで公正取

引委員会の強制捜査を受け、6月には

当社ならびに当社社員が起訴されました。

　捜査には全面的に協力することとし

ていますが､当社は､昨年発生した橋梁

独占禁止法違反被疑事件を受けて、全

社を挙げてコンプライアンス徹底のた

めの諸施策を講じてきました。今後も引

き続きこれら諸施策を徹底し､二度と事

件を惹起させないように取り組んでいく

決意です。

2006年3月以降の
事例について

秘密情報漏洩対策

海外公務員贈賄防止に関する
ガイドライン

秘密情報流出防止の心得
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事業活動における
環境影響の全体像

三菱重工では、製品の開発、設計、原材料の調達、製造、物流、現地据付、使

用、アフターサービス、廃棄に至るまで、製品のライフサイクル全般にわた

って環境負荷低減に努めています。

環境報告
Environment
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三菱重工では、事業活動における

環境への影響を把握し、

環境負荷の低減に

取り組むことにより、

社会全体の環境保全に

貢献していきます。

事
業
活
動
に
お
け
る
環
境
影
響
の
全
体
像

大気汚染物質（NOx・SOx・ば
いじん）は法規制対象項目を集計。
＊2 大気汚染物質水質汚濁物質は総量規制対

象項目を集計。
＊1 水質汚濁物質

日本の電気
事業の使用電力量あたりのCO2排出量0.379kg-
CO2/kWh（電気事業連合会2001年度実績）を使用。

＊3 電気事業の平均CO2排出量

Environment

排煙脱硫・脱硝装置

I N PU T

O U T PU T

エネルギー

総エネルギー投入量 11,375,378,381 MJ
購入電力 763,947 MWh
A重油 28,339 kL
C重油 14,614 kL
灯油 6,296 kL
軽油 5,380 kL
都市ガス 23,577 km3

LPG 2,765 t
その他 603,903,691 MJ

（蒸気・アセチレン・ブタンなど）

水

排水量 1,105万 t

水質汚濁物質＊1

COD 39 t
窒素 39 t
リン 3 t

廃棄物

廃棄物発生量 14.7万 t
リサイクル量 11.8万 t
最終処分量 1.3万 t

大気汚染物質＊2

CO2 54万 t
NOX 137 t
SOX 317 t
ばいじん 5 t

使用済み製品の回収・リサイクル

家電リサイクル法対象商品：エアコン
処 理 台 数：15.6万台
再商品化重量：5,631 t
処 理 重 量：6,594 t

その他

化学物質
（PRTR）
振動・騒音・悪臭など

2,237 t

水

使用量 1,313万 t

その他

化学物質（PRTR） 3,833 t

原材料

鉄・プラスチック類・紙など

企  画
・

マーケティング

開  発
・

設  計
調  達

物  流 現 地
据 付

アフター
サービス

事業活動

使  用

廃  棄
製  造

試運転

修  繕

当社製品使用時における環境負荷低減効果（例）

SOｘやNOｘの発生を抑え酸性雨対策に貢献し
ています。

●火力発電排煙中のSOｘ・NOｘ濃度の比較

※石炭火力発電向け脱硝装置

脱硫後

脱硫前

（％）

5％以下

100500

SOx

脱硝後

脱硝前

（％）

10～20％※

100500

NOx

原子力発電 発電用ガスエンジン
コージェネレーションシステム

世界最高レベルの統合熱効率で、省エネルギー
とCO2排出量の抑制に貢献しています。

●ガスエンジン「MACH-30G」コージェネレーションシス
テムと同じ電力と熱を一般の電気事業者からの買電
と重油焚きボイラーによって得る場合のCO2排出量
を比較 

　（ガスエンジンで1MWhの発電を行った場合の試算）

ガスエンジン
コージェネレー
ションシステム

電気事業平均
＋ ボイラー

（kg-CO2）
1,0005000

CO2
389

635

原子力発電は核分裂によって生じたエネルギー
により発電するもので、燃焼を伴わないため、発
電過程においてCO2を排出しません。※ CO2排
出量の抑制に大きく貢献しています。

●原子力発電によるCO2排出量と電気事業の平均
CO2排出量＊3との比較

　（当社納入原子力発電設備の2005年度発電電力
量1億3,829万MWhに対する試算）

原子力発電

電気事業平均

（万t-CO2）
7,0003,5000

CO2

5,241

※



'01 '02 '03 '04

国際標準化機構（ISO、International Organization for Standardization）
が発行した、環境マネジメントシステムの国際規格。当社横浜製作所は1997年に総合重工
業としては国内で初めて認証を取得した。

環境報告
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三菱重工では、グループ全体としての環境管理体制の確立に向け、関連会

社ごとの環境マネジメントシステム構築と現状の把握を進めています。そ

して地球環境保全のため、各種の環境関連法規制を遵守することはもち

ろん、汚染事故などの潜在リスクを正確に把握し、未然に防止する体制の

構築に努めています。

＊ ISO14001

　環境委員会の決定事項を全社に反映

させるための「環境連絡会」、省エネル

ギー・CO2排出削減対策に特化した「省

エネルギー連絡会」を設置し、課題の解

決に向けた活動を推進しています。ま

た全社方針の展開やその地域の特性に

則した環境管理活動を推進するため、

各事業（本）部・事業所内に「環境委員会」

などを設置しています。

　 本 社 部 門も2 0 0 6 年 4 月にI S O  

14001＊を取得し、これで当社は、本社

ならびに国内15事業所のすべてが認

証を取得しました。取得済みの事業所

では、継続的な環境マネジメントシステ

ムの改善と、PLAN－DO－CHECK－

ACT（PDCA）のスパイラルサイクルの

円滑な運用に努め、認証の更新に伴う

対応も順次行っています。（本社認証登

録証はP38をご参照下さい。）

　環境意識の高揚と向上を図るため、

新入社員から管理職まで、各階層ごとに

全社員を対象とした環境教育を定期的

に実施しています。事業所ごとにISO 

14001に基づく内部環境監査を実施し、

環境マネジメントシステムの実効性の

確認および環境パフォーマンスの実績

を確認しています。

　また、塗装作業や危険物取扱従事者

に対しては、環境影響・日常管理の方法・

監視および測定の方法・緊急時の処理

方法などを習得させる目的で、専門的

な教育を実施しています。

環境マネジメント体制図

PDCAサイクル

環境関連公的資格保有者数

ISO14001内部監査員登録者数

環境マネジメントシステム

環境マネジメント体制

ISO認証取得状況

環境マネジメント体制

環境教育

Plan

Act

Check

Do

Plan

Act Do

Check

継続的改善

継続的改善
全

社
環境マネジメントサイクル

 各事業所環境マネジメントサ
イ

ク
ル

8

116

400

20

1,013

1,761

34

140

資格 種別 人数

2006年4月1日現在

各年度4月1日現在

0

100

200

300

400

500

600

'06'05 （年度）

（人）

環境計量士　　　　
　　　　　

エネルギー管理士　
　　　　　　

公害防止管理者

　　　　　　　　　
公害防止主任管理者

特定化学物質等作業
主任者

有機溶剤取扱作業主
任者

廃棄物処理施設技術
管理者

特別管理産業廃棄物
管理責任者

（濃度、騒音・
  振動関係）

熱管理士、
電気管理士

大気水質第1種～
第4種、騒音、振動

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　

（廃棄物
  技術管理者）

387
428 427 447

593

497

事業（本）部・事業所

事業（本）部・事業所環境委員会

環境担当役員

社長

 研究所

技術本部（技術企画部）

事業（本）部・事業所省エネルギー
連絡会など

総務部CSR推進室
技術本部 技術企画部

事務局

事務局

総務部CSR推進室

全社機関（事務局：総務部）

環境連絡会
省エネルギー連絡会

委員長：環境担当役員

環境委員会



三菱重工本社認証登録証

　当社では、関連会社への環境マネジ

メントシステムの導入促進を図るため、

ISO14001／エコアクション21にそ

れぞれ準拠した「M-EMS」「M-EMSエ

コアクション版」の2つの独自規格を制

定し、取得支援活動を行いました。規格

運営のため、当社環境担当部門を事務

局とするとともに、主任監査員14名、監

査員9名を登録（外部資格講習などを

有するもの）しました。また、規格の要

求事項に基づき、各関連会社では、環境

方針の設定・環境側面の洗い出しを行い、

文書面を整理するとともに、全社員の環

境教育を実施するなど積極的に取り組

んだ結果、国内の関連会社のうち、92

社（延べ114社）が環境マネジメントシ

ステムの構築を完了しました。

　今後は、環境管理面での諸問題を的

確に把握し、それに基づく解決方法を検

討し、EMSのPDCAサイクルにのせた

活動を推進していくよう、グループ一体

となった運営を行っていきます。
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三菱重工グループの環境マネジメントシステム導入状況

Environment

環境マネジメントシステム

拠点名・社名

当
社
事
業
所

国
内
関
連
会
社

海
外
関
連
会
社

発行日（登録日）

横浜製作所

長崎造船所

高砂製作所

冷熱事業本部

汎用機・特車事業本部

紙・印刷機械事業部

プラント・交通システム事業センター（三原）

広島製作所

下関造船所

名古屋誘導推進システム製作所

神戸造船所

（旧）産業機器事業部

工作機械事業部

プラント・交通システム事業センター（横浜）

名古屋航空宇宙システム製作所

本社

MHIソリューションテクノロジーズ（株）

三菱農機（株）

名古屋菱重興産（株）

西日本菱重興産（株）

三菱重工環境エンジニアリング（株）都市環境事業本部

（株）リック

（株）リョーイン枇杷営業所

（株）リョーイン三原営業所

三原菱重機工（株）

菱和エンジニアリング（株）

下関菱重興産（株）

関東菱重興産（株）

三菱重工食品包装機械（株）

クサカベ（株）

（株）田町ビル

東中国菱重興産（株）

広島菱重興産（株）

三菱重工環境エンジニアリング（株）本社

菱重コールドチェーン（株）

ダイヤ精密鋳造（株）

（株）常盤製作所

三菱重工海爾（青島）空調機有限公司

MHI Equipment Europe B.V.

Mitsubishi Caterpillar Forklift Europe B.V.

Mitsubishi Heavy Industries Climate Control Inc.

Mitsubishi Power Systemes,Inc.Orlando Service Center

CBC Industrias Pesadas S.A.

MHI Machine Tool(Hong Kong) Ltd.

Mitsubishi Heavy Industries, (Hong Kong) Ltd.

1997.10.31

1998.5.22

1998.6.26

1998.11.20

1999.5.21

1999.9.3

1999.9.3

1999.9.30

1999.11.24

1999.12.18

2000.2.18

2000.4.1

2000.12.28

2001.6.29

2003.10.1

2006.4.6

1998.8.28

2001.7.24

2002.3.14

2002.7.12

2004.4.12

2004.4.23

2004.7.22

2004.8.3

2005.2.16

2005.2.17

2005.3.14

2005.3.17

2005.3.17

2005.3.24

2005.3.25

2005.3.29

2005.4.9

2005.4.9

2005.4.22

2005.5.11

2005.5.18

1998.12.14

2001.11.9

2002.7.25

2003.6.12

2004.2.8

2005.12.1

2006.3.30

2006.4.5

ISO14001を単独で認証取得した当社事業所・関連会社

拠点名・社名

国
内
関
連
会
社

発行日（登録日）

三原菱重エンジニアリング（株）
（株）リョーイン相模原営業所
（株）リョーイン本社
（株）春秋社
MHIさがみハイテック（株）

（株）リョーセンエンジニアズ
MHIターボテクノ（株）
広島ダイヤシステム（株）
菱重輸送機器エンジニアリング（株）
MHIマリンエンジニアリング（株）
中菱エンジニアリング（株）

（株）リョーインＭＭ営業所
MHIエアロスペースシステムズ（株）

（株）エム・ディ・エス

2005.4.20
2005.4.25
2005.4.26
2005.4.26
2005.5.9
2005.5.10
2005.5.11
2005.5.11
2005.5.12
2005.5.16
2005.5.16
2005.5.16
2005.7.12
2005.7.22

M-EMSエコアクション版を導入した関連会社

拠点名・社名

国
内
関
連
会
社

発行日（登録日） 組込み
事業所名

国
内
関
連
会
社

三菱重工エンジン発電システム（株）
三菱重工エンジン販売（株）

2005.7.12
2005.7.12

三菱重工プラスチックテクノロジー（株）
ソシオダイヤシステムズ（株）

（株）リョーイン名古屋営業所
（株）MHIエアロスペース・プロダクションテクノロジー
ダイヤモンドエアサービス（株）

（株）リョーイン下関営業所
関門ドックサービス（株）
下関菱重エンジニアリング（株）

（株）リョーイン岩塚営業所
三菱重工産業機器（株）
MHI工作機械エンジニアリング（株）

（株）リョーイン京都営業所
（株）MHIエアロエンジン・サービス
（株）MHIロジテック
MHIディーゼルサービス（株）
原子力サービスエンジニアリング（株）
神菱火力サービスエンジニアリング（株）

（株）三神テック
（株）MHI地中建機エンジニアリング
三菱重工パーキング（株）

（株）リョーイン横浜営業所
関東菱重興産（株）横浜支社
ＭＨＩ横浜パワー（株）
高菱検査サービス（株）
三菱重工ガスタービンサービス（株）
高菱エンジニアリング（株）

（株）リョーイン高砂営業所
原子力サービスエンジニアリング（株）高砂事業本部
MECエンジニアリングサービス（株）
広島菱重エンジニアリング（株）
三菱重工プラント建設（株）
三菱日立製鉄機械（株）

（株）リョーイン広島営業所
さがみ物流サービス（株）
長菱船舶工事（株）

（株）リョーイン長崎営業所
長菱検査（株）
MHIオーシャニクス（株）
光和興業（株）
長菱制御システム（株）
長菱設計（株）
MHIマリテック（株）
長菱ソフトウェア（株）
千代田リース（株）
菱算（株）
三菱重工工作機械販売（株）
関東菱重興産（株）施設サービス部

（株）田町ビル　品川ビル管理センター
ＭＨＩパーソネルスタッフ（株）

（株）ＭＨＩツーリスト
ＭＨＩアカウンティングサービス（株）
ＭＨＩファイナンス（株）
ダイヤ食品サービス（株）

（株）ダイヤ・ピーアール
コンピュータソフト開発（株）
新型炉技術開発（株）
ダイヤモンドエアサービス（株）東京事務所
三菱重工エンジン発電システム（株）品川駐在

（株）テクノ電子

2000.4.1
2004.10.8
2004.10.22
2004.10.22
2004.10.22
2004.11.22
2004.11.22
2004.11.22
2005.1.6
2005.1.6
2005.2.25
2005.2.25
2005.4.11
2005.4.11
2005.5.12
2005.5.12
2005.5.12
2005.5.12
2005.5.12
2005.5.14
2005.5.14
2005.5.14
2005.5.14
2005.5.14
2005.5.14
2005.5.14
2005.5.14
2005.5.14
2005.6.23
2005.6.23
2005.6.23
2005.6.23
2005.6.23
2005.9.13
2005.9.22
2005.9.22
2005.9.22
2005.9.22
2005.9.22
2005.9.22
2005.9.22
2005.9.22
2005.9.22
2005.9.22
2005.9.22
2006.1.13
2006.4.6
2006.4.6
2006.4.6
2006.4.6
2006.4.6
2006.4.6
2006.4.6
2006.4.6
2006.4.6
2006.4.6
2006.4.6
2006.4.6
2006.5.13

産器
紙印刷
名航
名航
名航
下船
下船
下船
産器
産器
工機
工機
名誘
名誘
神船
神船
神船
神船
神船
横製
横製
横製
横製
高製
高製
高製
高製
高製
広製
広製
広製
広製
広製
汎特
長船
長船
長船
長船
長船
長船
長船
長船
長船
長船
長船
工機
本社
本社
本社
本社
本社
本社
本社
本社
本社
本社
本社
本社
神船

当社事業所のISO14001認証範囲に組み込んだ関連会社

拠点名・社名
国
内
関
連
会
社

発行日（登録日）

（株）ダイヤビルサービス

ニュークリア・デベロップメント（株）

菱日エンジニアリング（株）

2005.4.21

2005.5.30

2005.10.31

エコアクション21を認証取得した関連会社

拠点名・社名

国
内
関
連
会
社

発行日（登録日）

西菱エンジニアリング（株）

近畿菱重興産（株）

（株）神菱ハイテック

三菱重工環境エンジニアリング（株）神戸事業所

エンジニアリング開発（株）

（株）原子力発電訓練センター

神戸菱興サービス（株）

（株）リョーイン神戸営業所

（株）テクノ・データ・エンジニアリング

（株）エナジス

2004.12.24

2005.2.23

2005.2.23

2005.3.24

2005.3.24

2005.3.24

2005.3.24

2005.3.24

2006.2.27

2006.3.23

K-EMS（神戸市推進）を認証取得した関連会社

拠点名・社名

国
内
関
連
会
社

発行日（登録日）

（株）検査研究所

（株）リョーインＴＳＣ

三菱重工印刷紙工機械販売（株）

三菱重工冷熱システム（株）

三菱重工工事（株）（現：三菱重工橋梁エンジニアリング）

三菱重工フォークリフト販売（株）

2005.4.25

2005.4.26

2005.5.12

2005.5.13

2005.5.16
2005.7.12

M-EMS（ISO14001版）を導入した関連会社
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＊1 PDCAサイクル

有害化学物質の発生源や排出量、廃棄物に含まれて事業所の外に運
び出された量などのデータを把握し、集計し、公表する仕組みで1999年に制度化。対象
物質の製造者や使用者は行政機関に年に1回届出なければならない。

＊2 MSDS

　地球環境保全のためには、環境関連

の様々な法規制を遵守することはもち

ろんですが、事業活動において環境に影

響を及ぼす汚染事故などの潜在リスク

を正確に把握し、その発生を未然に防

止するための手順を確立するとともに、

万一緊急事態が発生した場合に迅速か

つ的確に対応することが重要です。この

ため、事業所ごとに潜在リスクを把握す

るための危機管理システムとして、リス

ク抽出方法、日常管理要領、緊急時対応

などのマニュアルを整備し、このマニュ

アルに基づいて管理するとともに、万一

の油漏れなどを想定し、「緊急時対応訓

練」を定期的に実施しています。

　また、緊急事態が発生した場合は、社

内の危機管理情報システムを利用して

社長まで迅速に伝達される仕組みを構

築しています。

　2005年10月、冷熱事業本部枇杷島

工場で、圧縮機開発のため性能測定を

実施中に、二次冷媒（フロン）を大気に

放出するという事故が発生しました。

　また、2005年12月、汎用機・特車事

業本部で、クーリングタワーから油水を

含んだ冷却水が雨水系統配管に流れ込み、

雨水系排水の自主採水検査において基

準値を超えるノルマルヘキサン抽出物

質が検出されました。

　さらに、2006年2月に、横浜製作所

本牧工場に係留中の修繕船において、

通風筒の新替え工事中、配管を外した際、

内部にあった残油を海面へ漏出すると

いう事故が発生しました。

　これら事故については、すべて所轄自

治体に報告するとともに、全事業所を対

象に類似設備や作業について緊急点検

の実施と是正活動を行い、再発防止に

取り組みました。

　社を挙げて環境汚染事故の未然防止

に努めていきます。

　当社では、事業所における土壌・地下

水汚染の現状把握を行い、その浄化に

努めています。また、環境汚染の原因と

なり得る揮発性有機化合物の使用廃止

に努めております。

　当社では、2004年3月に冷熱事業本

部枇杷島工場での揮発性有機化合物に

よる土壌・地下水汚染を踏まえ、全社対

策として、揮発性有機化合物を対象とし

た土壌調査を実施しました。その結果、

7サイトで、土壌・地下水汚染のあること

が判明しました。汚染が確認されたサイ

トでは、所轄自治体の指導のもと、浄化

対策やモニタリングを実施しています。

　また、現在、事業用として使用してい

ない旧工場跡地や福利厚生用土地につ

いても土壌調査を随時実施しています。

その結果、2006年4月に旧大幸工場

跡地（名古屋市東区）において、「鉛、砒素、

水銀、セレン」（重金属）による土壌汚染

が判明し、2006年5月には守山テニス

コート跡地（名古屋市守山区）において、

砒素による土壌汚染が判明しました。調

査結果はそれぞれ所轄自治体へ報告す

るともに、地域住民へ説明し公表しました。

いずれも地下水汚染はなく、周辺環境

への影響はありませんが、汚染土壌は掘

削除去の対策を講じることにしています。

　今後も企業の社会的責任として、土

壌汚染防止に努め、万一、汚染が発見さ

れた場合は、所轄自治体に報告し、浄化

などの対策を講じていきます。

揮発性有機化合物※1による基準を超過したサイトと浄化状況

環境リスク管理

環境リスク管理体制

環境事故・違反事例

土壌・地下水汚染対応

サイト名 所在地
土壌・地下水
ともに汚染

土壌のみ
汚染 浄化状況 浄化方法※2

冷熱事業本部
枇杷島工場

（旧）産業機器事業部

名古屋航空宇宙シス
テム製作所大江工場

名古屋誘導推進
システム製作所

神戸造船所本工場

広島製作所観音工場

高砂製作所

愛知県清須市
西枇杷島町

愛知県名古屋市

愛知県名古屋市

愛知県小牧市

兵庫県神戸市

広島県広島市

兵庫県高砂市

○

○

○

○

浄化継続

浄化継続

浄化継続

浄化継続

A,B

A,C

B

A,C

○

○

○

モニタリング
中

※1 テトラクロロエチレン、トリクロロエチレン、1,1,1-トリクロロエチレン、シス‐1,2ジクロロエチレン、1,1‐ジクロロエ
チレン、ジクロロメタン、ベンゼン

※2 主な浄化方法は、A：地下水揚水法、B：土壌ガス吸引法、C：鉄粉混合法



　2005年度の投資額と費用額は、

2004年度に比較して研究開発費の削

減により全体として減少しました。また、

リサイクルにより得られた収入や省エネ

ルギーによる費用削減など、計28億円

の経済効果がありました。

　当社の製品を使用していただくこと

によって削減できるCO2の排出量を、お

客さまにおける経済効果のひとつと捉

えて試算しました。CO2を排出しない

原子力発電が群を抜いて貢献しています。

特に2005年度は、風力発電・太陽電池

によるCO2削減量が大きく伸び23万4

千トンのCO2削減に貢献しました。
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テ
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計

※1 金額換算は環境省の試算値9,450円/ｔ-CO2を使用。　※2 日本の電気事業の使用電力量あたりのCO2排出量0.379kg-CO2/kWh（電気事業連合会2001年度実績）と
比較。　※3 ※2に加え、発生熱量については蒸気・温水としてすべて利用したと仮定し、A重油焚き効率90％のボイラーと比較。

環境保全コストおよび経済効果

お客さまにおける経済効果（製品使用時のCO2削減量/2005年度分）

製品使用時のCO2削減量試算

環境保全コスト

Environment

環境報告

環境省の「環境会計ガイドブック」を参考に事業活動における環境保全の

ための投資額、費用額およびその効果について、定量的な把握を行ってい

ます。また、2003年度よりお客さま先での製品使用時における経済効果

（製品の使用時CO2削減量）についても、試算を行っています。

環境会計

52,410.00

11.90

152.70

440.00

112.00

234.45

377.24

74.27

37.07

495,275

112

1,443

4,158

1,058

2,216

3,565

702

305

原子力発電

火力

発電

製  品 CO2削減量（千t） 金額（百万円） 算 定 根 拠

2005年度設備投資額の総額：980億円　うち環境関連の設備投資41億円（4％） 
2005年度研究開発費の総額：971億円　うち環境関連の研究開発費76億円（7.8％）

自然エネルギー
（風力発電・太陽電池）
ガスエンジンコージェネレーション
システム

フォークリフト

2005年当社納入実績より試算※1 ※2（当社従来機種との比較）
1990年比効率向上4.17％達成

2005年当社納入実績より試算※1 ※2

2005年度当社納入実績より試算※1 ※2

2005年度ガスエンジン「MACH-30G」およびミラーサイクルガスエンジン「GSRシリー
ズ」納入実績より試算※1 ※2 ※3

2005年度「グリンディア」販売実績より試算（当社従来機種との比較）※1

2005年当社納入実績より試算※1 ※2（当社従来機種との比較）
1990年比効率向上1.33％達成

当社納入原子力発電設備2005年度発電量実績より試算※1 ※2

2005年当社納入実績より試算※1 ※2

2005年度までの納入累積実績より試算（当社従来機種との比較）※1 ※2

（金額：百万円）

１．事業エリア内コスト

　①公害防止

　②地球環境保全

　③資源循環

２．上・下流コスト

３．管理活動コスト

４．研究開発コスト

５．社会活動コスト

６．環境損傷コスト

　　　　　　　合　　　計

分 　 類 2005年度 取り組み内容
投資額 費用額 経済効果

環境保全効果2004 2005 2004 2005 2004 2005 主な内容

環境マネジメントシステム
構築、ＩＳＯ事務局、社会・
環境報告書発行

排水処理、排ガス処理設
備の維持運営

省エネルギー

廃棄物の減量化、リサイクル

家電リサイクル・容器包装

環境配慮製品の開発

環境保全支援、緑化活動

土壌汚染対策

廃水処理費用の
削減

省エネルギーに
よる費用削減�

リサイクルによる
収入、廃棄物削減
に伴う削減費用�

大気汚染物質・水質汚濁物
質排出量の削減

廃棄物の最終処分量の削
減16,450t

各種環境配慮製品の開発

油・化学物質等の流出回避

地熱発電プラント

高効率ターボ冷凍機

コンベンショナル（従来型
火力）発電プラント
ガスタービンコンバインド発
電プラント
産業用発電プラント

（バイオマス発電）

1,996

532

1,374

90

2

3

3,569

12

251

5,833

2,805

1,170

1,423

212

2

15

1,229

9

105

4,165

4,121

1,565

563

1,993

69

901

11,572

442

813

17,918

4,453

1,644

590

2,219

71

840

6,413

460

517

12,754

2,624

432

434

1,758

－

－

－

－

－

2,624

2,828

368

561

1,899

－

－

－

－

－

2,828
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　CO2排出量の削減に関しては、従来

から実施してきた空気漏れ（エアリーク）

対策やコンプレッサーの合理化運転、空

調機高効率運転などの省エネルギー活

動に加え、燃料転換や高効率照明器具

などの高効率機器の導入などの対策を

行っており、さらには当社製太陽光発電

装置の導入などを一体の取り組みとし

て活動を進めてきました。これらの活動

により、毎年約2千トンのCO2排出量を

削減してきています。

　しかし、生産量の増加などに伴い、全

体のCO2排出量はここ数年増加傾向に

あります。

　2005年度は、従来からの活動に加え、

より効率的に全社CO2排出量を削減す

るため、国内7事業所に対し、エネルギ

ー管理状況、用途別エネルギー使用量

等の確認および省エネルギー・CO2削

減アイテムの洗い出しを行いました。ま

た、その省エネルギー・CO2削減アイテ

ムの横通し・精査などをより具体的に漏

れなく実施するため、国内12事業所を

エネルギーの用途別に区分し、3グルー

プに分け、それぞれ類似する省エネル

ギー・CO2削減アイテムごとに省エネル

ギー・CO2削減計画を作成し、全社で取

りまとめを行いました。

　2006年度は、この省エネルギー・

CO2削減計画の詳細検討と具体的実施

スケジュールを作成し、環境中長期目標

達成に向け、取り組みを加速します。

　2005年度は、省エネルギー活動な

らびにCO2削減活動を強力に推進して

きたにもかかわらず、CO2排出量は基

準年である1990年に比較して、14.4

％増となりました。増加の主な要因は、

船舶建造の増加に伴う海上試運転燃料

の増加と新工場建設に伴うエネルギー

使用量の増加によるものです。

　当社では、2002年度から当社製ア

モルファス型太陽電池パネルの設置を

始め、2005年までに480kＷの導入

を実現しました。

　2005年度の太陽光発電設備による

発電実績は、392MWhでした。年間

CO2排出量149トン分の削減に相当し

ます。

　当社は、日本自然エネルギー（株）の

風力発電による「グリーン電力証書シス

テム」＊に賛同し、2002年4月に同社か

ら15年間にわたって年間100万kWh

の風力発電によるグリーン電力を購入

する契約を結びました。購入したクリー

ンな電力は「三菱重工ビル」と「三菱み

なとみらい技術館」にて活用しています。
CO2排出量

地球温暖化対策

省エネルギー・
CO2排出量削減対策

CO2排出量の実績

太陽光発電システム

グリーン電力

三菱重工では、京都議定書の日本の削減目標であるCO2の排出量削減6

％を、当社の中長期目標に掲げ生産工場におけるCO2排出量削減に取り

組んでいます。すでに、多くの工場で省エネルギー機器・高効率機器やコ

ージェネレーションの導入などによるCO2削減対策を進めていますが、当

社の社会的責任という観点からも6％必達のため全社活動を強力に推進

していきます。

'90 '10
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（年度）

47.2
44.3
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グリーン電力とは、CO2を大量に排出することなく、
また、周囲の環境を破壊することなく発電された電力。化石燃料削減、CO2排出削減などの環境
付加価値分を上乗せした料金で取引される。風力、水力およびバイオマスといった自然エネルギ

ーによって発電された電力の環境付加価値（化石燃料削減、CO2排出削減などといった環境負
荷を低減するという価値）を購入し、企業や自治体の購入者が証書に記載された電力量をグリー
ン電力で賄ったことを示すことで、企業や自治体などの自主的な環境対策を促すシステム。

＊ 「グリーン電力証書システム」

灯油

LPG

軽油

その他

蒸気

電気

重油

都市ガス

'01 '02 '03 '04 '05

47.6 47.7 49.2
52.9 54.0

横浜研究所に設置した10ｋＷ発電設備

グリーン電力証書



　エネルギー起源以外のニ酸化炭素

ならびにその他温室効果ガス（メタン・

一酸化二窒素・フロン類・六フッ化硫黄）

については、燃料の燃焼に伴うメタン・

一酸化二窒素の排出、ならびにフロンを

冷媒として使用している製品の製造な

どの活動により、排出しています。これ

までは、個々の設備並びに活動単位ごと

に排出量抑制を行ってきましたが、改正

地球温暖化対策推進法に基づき、新た

な対応を開始しています。

　2006年4月から、製品の輸送等に使

用するエネルギーの管理体制を強化し

ました。エネルギー管理責任者を設置し、

輸送する距離ならびに重量からエネル

ギー使用量を算出し、社全体のエネル

ギー使用量を把握するとともに、エネル

ギー合理化計画の立案を行うこととし

ました。

　2005年6月からチーム・マイナス

6％に参加し、玄関・受付などにポスター

掲示を行うとともに、夏場は「COOLBIZ」

として冷房設定温度を28℃とし、ノー

ネクタイなどの軽装を励行しました。冬

場は「WARMBIZ」として暖房設定温

度を20℃に設定し、地球温暖化防止に

全社一丸となって取り組みました。

�　また、関連した取り組みとして、不

要照明の消灯、節水などを実施するとと

もに、家庭で実施できることとして、省

エネ度チェック・環境配慮型製品の購入

ガイドの配布・アイドリングストップなど

の呼びかけを行いました。
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Environment

　高砂製作所は、2004年度工場総点検

対象事業所となり、同年11月に総点検を

受審しました。その結果、工場総点検の提

出資料である総括表のランクそのものが

対策を要する項目ならびに取り組みの優先

順位を示していることに気づき、総括表の

分析ならびに管理標準で規定した保守・

点検の簡素化などに着目し諸対策を立案、

改善することとしました。2005年度に実施

した省エネルギー活動事例の一部を紹介

します。

①工場エアーのドレン（凝縮水）対策

　圧縮空気は外気温より高温であり、配

管で送気する途中で冷却され、水分が凝

縮し配管内に溜まり配管を腐食させる。また、

圧縮空気中には圧縮機で使用する潤滑

油の一部が混入し、油分と錆が混ざった状

態で送気していた。工場末端および主要

多量消費設備6ヵ所と供給元で、配管中

のドレンや供給元、末端の温度・圧力を計測、

圧力損失を試算した結果、①36℃以下でド

レン発生、②圧力損失平均値0.054MPa、

③ 配 管 中ドレ ン に よ る 圧 力 損 失

0.0254MPaであった。

　対策として供給元に圧縮空気加熱器

付き脱湿脱油装置を設置した。検討時と

同じ測定点の同じ項目について測定した

結果、①ドレンレスエアーを確認、②圧力損

失平均値は0.024MPaとなり0.03MPa減

少し、年間約130MWhの電力量削減を達

成できた。

②工場エアーのリーク対策

　人体への影響がなく、配管敷設位置が

高所であるため、見過ごされていたエアー

漏れ対策として、漏れ時に発生する超音波

をキャッチする特殊診断装置を用いて診断

を実施した。同時に作業員を同行し、でき

る限りその場で漏れ箇所の補修を行った

結果、コンプレッサー稼動時間の削減を図

ることができ、年間約800万円分に相当す

るエアー漏れを改善した。また、酸素・アル

ゴンなどのガス体も診断した結果、年間約

1億5千万円分に相当するガス漏れを発見

した。今後は、計画的な補修とリーク診断

を継続的に実施する予定である。

③鍛造加熱炉の燃料転換と廃熱回収

バーナーへの更新

　従来はLPGを燃料としていたが、所内気

化器の老朽化などにより対策が必要な時

期にきていた。そこで、廃熱回収バーナー

を採用するとともに都市ガスへの燃料転換

を行った。これにより、熱量換算ベースで生

産量あたりのエネルギー使用量を約60％

削減した。
圧縮空気加熱器付き脱湿脱油装置

廃熱回収バーナー

事業所省エネルギー活動の事例紹介T O P IC S
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　当社では、オゾン層破壊物質であるク

ロロジフルオロメタン（HCFC-22）お

よびジクロロペンタフルオロプロパン

（HCFC-225）、1,1-ジクロロ-１-フル

オロエタン（HCFC-141b）を、機器洗

浄などに使用しています。2005年度は、

航空機事業での生産量の増加に伴い、

全体として排出量が増加しました。

　中長期目標で定める2010年度まで

の全廃に向け、代替化を推進するなど、

使用量削減に取り組んでいきます。

化学物質管理 PRTR*2対象物質の排出量

有機塩素系化学物質の低減

オゾン層破壊物質

　当社はこれまで、PCB（P46参照）を

使用したトランス、コンデンサなどの機

器の使用を2010年までに全面停止す

る目標を掲げて、事業所ごとに保管場所

を設置し適正な保管に努めてきました。

しかし、機器の劣化などに伴う環境汚染

リスクを低減するため、当社の国内の各

事業所が保管および使用する高濃度の

PCB使用機器の無害化処理を、法定期

限を前倒しして実施することとしました。

そこで2006年3月、日本政府全額出資

の日本環境安全事業（株）へPCB使用

機器（高濃度トランス・コンデンサ類）の

処理に関する早期登録を実施しました。

2010年までの処理完了を目指します。

PCB使用機器処理計画

三菱重工は、生産に必要な化学物質の管理を徹底し、安全な使用・保管に

努めています。事業所ごとにMSDS*1を整備し、お客さまや社員の安全確

保にも努めています。有機塩素系化学物質などは、代替工法の開発や代

替物質への転換を図り、使用・排出の抑制を進めています。

URL

有害化学物質の発生源や排出量、廃棄物に含まれて事業所の外に
運び出された量などのデータを把握し、集計し、公表する仕組みで1999年に制度化。対
象物質の製造者や使用者は行政機関に年に1回届け出なければならない。

＊2 PRTR

HCFC排出量推移

ジクロロペンタ
フルオロプロパン

（HCFC-225）

1,1-ジクロロ-1-
フルオロエタン

（HCFC-141b）

クロロジフルオロメタン
（HCFC-22）

0

（t）
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32.6 21.9
24.0 0.7

0.9
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化学物質等安全データシート。化学物質の管理を適正に行うため、化
学物質や製品をほかの事業者に出荷する際に、成分や性質、取扱い方法などの情報
を提供するために用いられる。

＊1 MSDS

有機塩素系化学物質の大気排出
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　2005年度のPRTR対象物質総排出

量（ダイオキシン類を除く）2,237トン

のうち、キシレン、トルエン、エチルベン

ゼンが全体排出量の約96％を占めて

おり、主に塗料並びに洗浄用として使用

しています。水性塗料への切り替えなど

を実施していますが、中でもキシレンに

ついては船舶用塗料に使用しており、船

主による指定などがあるため代替化が

難しく、また船舶建造量も増加している

ため削減が難しい状況にあります。

物質ごとの排出量・移動量については、下記URLを
ご参照ください。
 h t t p : / / w w w . m h i . c o . j p / e n v / r e p o r t /  
chemist.html

　テトラクロロエチレン、トリクロロエチ

レン、ジクロロメタンの大気排出量は、

2005年までに1996年比95％削減、

2010年までにゼロ化を目標としてい

ます。水系洗浄材への切り替えや工法

変更などにより順調に推移してきました

が、2005年度は93.1％削減にとどま

り目標を達成できませんでした。理由は、

剥離剤として使用しているジクロロメタ

ンの使用量が生産量の増加に伴い増加

したことによるものです。

　ジクロロメタンについては、現在まで

に代替剥離剤の評価試験などを実施し

ており、引き続き製品へのアタック性な

どの検証を行うとともに、そのほかの新

方式などについても検討を実施します。



名古屋誘導推進システム製作所でゼロエミッション達成！T O P IC S
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Environment

　廃棄物発生量については、2010年

に170,000トン以下に抑制することを

目標に掲げ、廃棄物発生量の削減、所内

リサイクルの推進に努めてきました。そ

の結果、2003年度に初めて目標を達

成しました。2005年度も147千トンと

なり、引き続き目標を達成しました。

　廃棄物埋め立ての抑制については、

ゼロエミッションを2010年までにすべ

ての事業所で達成する目標に対し、すで

に達成済みの3事業所（横浜製作所、高

砂製作所、汎用機・特車事業本部）に加え、

2005年度は名古屋誘導推進システム

製作所が達成しました。

廃棄物の発生・排出・
埋め立ての抑制

水資源と紙資源
環境報告

三菱重工では、2010年までにすべての事業所でゼロエミッションを達成

するという目標を掲げ、リサイクル先の開拓と分別の徹底を行うとともに、

ゼロエミッションに関する全社会議を開催、リサイクル業者情報の共有化

を図るなど、効果的な活動に取り組んでいます。

省資源・廃棄物管理
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古紙回収

破砕・固形化

焼却

堆肥化
無害化後、溶融
焼却
油水分離

焼却

破砕
ガラス・金属・水銀回収
亜鉛・鉄等回収

溶融

破砕

廃酸・廃アルカリ（含む、有害）�
廃砥石�
廃蛍光管�
乾電池�
ガラス・陶磁器�
鉱さい�
廃プラ

紙類

可燃ごみ

汚泥

廃油

古紙
新聞紙
雑誌
段ボール

秘文書

塵芥、吸殻等

生活系水溶油
有害汚泥
油ボロ
廃水溶性切削油
塗料類
有害廃油

紙類原材料

紙類原材料
（トイレットペーパー）
熱回収

（温水プール利用）
農作物の堆肥又は土壌改良材
路盤材
路盤材
再生

セメント原料

再生砥材、研磨材、路盤材
原材料
原材料

鉄鋼製品、路盤材

発電所燃料

項目 リサイクル形態中間処理

名古屋誘導推進システム製作所の
廃棄物リサイクルの内訳

推進メンバーの皆さん

　名古屋誘導推進システム製作所では、

従来から廃棄物の分別を徹底し、廃油は

油水分離により再生し、機密文書などはシ

ュレッダーで裁断してリサイクル業者に引き

取りを依頼していました。しかし、少量多種

の廃棄物が発生するため、ほとんどの廃棄

物を無害化処理後に埋め立てるという状

態でした。

　このため、2004年度から本格的にリサイ

クル業者の開拓を開始し、右表のような処

理によってリサイクルを進めた結果、2006

年2月末に社内ゼロエミッション基準を達

成しました。今後は、原料化などマテリアル

リサイクルをさらに推進していきます。
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　三菱重工は2005年9月に、環境を

配慮した製品を継続的に生み出してい

くための基本ルールとして「環境を配

慮した製品作り基本指針」を制定しまし

た。この指針は、当社のすべての製品

づくりに適用するもので、法令を遵守す

るとともに、規制動向などを早期に取り

込み、製品の材料・部材の調達から製造、

使用、廃棄までの製品のライフサイクル

全般にわたり環境への影響を評価し、

環境負荷の低減を図った製品をつくり

出すためのガイドラインとなるものです。

本指針は、ISO/TR14062（環境適合

設計）をベースに、当社製品独自の環境

影響評価項目を追加するなど、当社の

製品構成の中心である、受注製品にも

対応したものになっています。また、実

際に環境を配慮した製品づくりを支援

するため、研究所にて環境適合設計支

援ツール（システム）の研究開発も行っ

ています。

　欧州の環境法規制（RoHS、ELV、

Reachなど）に端を発して、国際的に製

品に含まれる化学物質の適正な管理が

企業の社会的責任として求められて

います。2006年7月に施行される

RoHS（Restriction on Hazardous 

Substances）指令では、欧州に輸入

される電気電子製品について特定の有

害物質（カドミウム、六価クロム、鉛など

6種）の含有が禁止されますが、対応す

るためには、いわゆるグリーン調達、す

なわち、これら化学物質の非含有を証

明できる企業（サプライヤー）から材料・

部品を調達する必要があります。当社で

は、まず現時点でのRoHS指令該当製

品のエアコンについて、生産拠点である

冷熱事業本部にて製品含有化学物質管

理システムを構築、「製品含有化学物質

管理ガイドライン」を作成しサプライヤ

ーのご協力のもと、RoHS指令への対

応を進めています。

　今後も国内の法規制の整備を含め化

学物質管理規制の強化が予定されており、

当社では、冷熱事業本部の取り組みを

進化発展させ、製品含有化学物質の管

理強化およびサプライヤーとのさらな

る連携を図りグリーン調達を推進してい

きます。

　当社製品への石綿使用状況を調査し

た結果、代替化が困難として法で使用が

認められている蒸気配管用ガスケット・

パッキン、耐圧部シールなどに、アスベ

ストを組み込む形で使用していることが

判明しました。企業の社会的責任の見

地から、当社事業に関連する石綿に起因

する被害を一切発生させないことを基

本に、ノンアスベスト製品への代替化に

鋭意取り組んでいます。具体的には、納

品済み製品については、お客さまへ使

用状況を伝えるとともに、ノンアスベス

ト部品などへの代替化を提案。新規製作・

納品予定の製品については、代替化部

品がある場合は、直ちに代替化部品へ

の切り替えを行います。代替化部品が

ない場合は、2007年度末（2008年3

月末）までの完全代替化を目標に、712

件の代替化アクションプランを作成※し、

ノンアスベスト部品の調査、試験・検証

を行い、順次切り替えを行うことで推進

しています。また、社全体の情報交換な

どを行うことを目的に、本社部長クラス

による「アスベスト代替化推進連絡会」

を設置（2005年9月、2006年3月開催）

し、代替化の推進状況について全体フォ

ローを行っています。今後も環境に優し

い製品づくりを期して、代替化アクショ

ンプランに基づき代替化に努めていき

ます。

※ 2005年度268件、2006年度440件、2007年度4件
の計712件。

製品を通した環境への貢献

「環境を配慮した
製品作り基本指針」を制定

グリーン調達*の取り組み

アスベスト（石綿）対策

「社業を通じて社会の進歩に貢献する」ため、各種環境汚染を防止する装

置などの環境保全製品を開発・提供するとともに、他の製品分野について

も設計から製造・使用・廃棄に至る製品のライフサイクル全般にわたって

環境を配慮した製品づくりに取り組んでいます。

環境に配慮した製品を選択的に購入（グリーン購入）するのみな
らず、サプライヤーの企業自身の環境配慮状況を、調達にあたっての選定基準とするも
の。

＊ グリーン調達



　1881年にドイツで初めて合成され、

その後米国で工業生産化された有機化

合物であるPCB（ポリ塩化ビフェニール）

は、その絶縁性や不燃性などに優れた

特性のため、トランスやコンデンサなど

の電気機器をはじめ幅広い用途に使用

されていました。しかし、1968年には

カネミ油症事件が発生するなど、その毒

性が社会問題化、1974年には製造、輸

入などが禁止されました。

�日本においては、当初廃棄された

PCBに対しては焼却処理のみが認めら

れていましたが、焼却条件によってはダ

イオキシン類が発生する可能性がある

ことから施設の設置に関し住民の理解

が得られず、最近までほぼ30年の長期

にわたりほとんど処理が行われないまま、

保管状態が続いていました。日本国内

で1972年までに54,001トンのPCB

が使用されており、現在までの間に紛失

したり行方不明になったりしているもの

があり、PCBによる環境汚染が懸念さ

れています。

　特に、老朽化したトランスからPCBが

漏えいした場合などは、土壌汚染につ

ながる可能性が高く、PCBによって汚

染された土壌の処理についても、安全

で環境に優しい処理技術の確立が待た

れていました。三菱重工では、米国テラ

クリーン社の技術と当社が有機溶剤ガ

ス回収装置で培った技術を組み合わせ、

汚染土壌に加熱や加圧を行うことなく

汚染土壌から安全にPCBを分離抽出し

て浄化を行う、環境にやさしいPCB汚

染土壌浄化システム「溶剤抽出法」を

2001年に完成しており（2004年度

日本産業機械工業会優秀環境装置会長

賞受賞）、PCBに汚染された土壌の浄

化サービスを当社の事業として提供し

ています。
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国際標準化機構（ISO、International Organization for 
Standardization）が発行した、環境マネジメントシステムの国際規格。
＊2 ISO14001 環境省が策定したエコアクション21ガイドラインに基づき認

証・登録を行う環境マネジメントシステム。主に中小企業などを対象としている。
＊3 エコアクション21

PCBに汚染された
土壌浄化への取り組み

PCB問題

PCB汚染土壌浄化事業への
取り組み

Environment

東京都大田区のダイオキシン類汚染土壌浄化を行いました

　2000年2月に発見され、国内初のダイオ

キシン類対策特別措置法の対策地域とな

った東京都大田区のダイオキシン類汚染

土壌処理事業の中で、当社は、汚染土壌

浄化処理を受注、PCB汚染土壌浄化シス

テム（溶剤抽出法）にて処理を実施し、

2006年3月をもって無事浄化処理を終了

いたしました。

　本件は、PCBの投棄により、対策地域

内の土壌がダイオキシン類（PCBに含まれ

る成分の一種）で汚染されたもので、原因

がPCB由来のダイオキシン類であり当社

の溶剤抽出法の適用が可能でした。2005

年に当社の方式が東京都環境局に採用

されましたが、1,800トンと大量の汚染土壌

を処理するため、それまでの既存設備の10

倍の処理能力を有する設備をあらためて製

作し、大田区内の都有地にて処理に取り

組みました。

�

　浄化処理期間中には、多くの方々にご

見学いただき、当社の溶剤抽出法がPCB

汚染土壌浄化に対して、安全で確実な方

法であるとのご理解いただけたものと確信

しています。ここにあらためて御礼申し上げ

ます。当社は、今後も、PCBの分野におい

ても世界の環境負荷を低減するため、“常

温・常圧で安全・確実に浄化”をキーワー

ドに、PCB汚染土壌の浄化に取り組んで

いきます。

精製設備

抽出容器

東京都向け大規模PCB土壌浄化処理設備



当社は情報開示をはじめとする株主・投資家とのコ

ミュニケーションの活性化を目指し、さらに対話の機

会を充実させ、信頼関係の構築に努めます。

P55

従業員の能力を高め、組織を活

性化していくため長期的な視野

に立った“人づくり”に力を入れ

ています。また、従業員の労働条件、

人権、安全にも配慮しています。

P31～33.51～54

持続可能な社会づくりを自らの役割として捉

え、社会へ貢献する企業として発展するため

には、NPO・NGOの広範で専門的な知見に

耳を傾けることが重要であり、これからもパ

ートナーシップを大切にしていきます。

P9～13.58

製品・サービスの直接の納入先だけで

なく、その製品・サービスが役に立って

いる社会の方々も、当社の顧客と考えて

います。広く社会とのコミュニケーショ

ンを充実させていきます。

P19～24.49～50

事業活動の場として、また、製品の納入先とし

て、当社は世界中の多様な地域社会と関わっ

ており、信頼関係を強固にするため、十分なコ

ミュニケーションを図るよう努めています。

P39.57～60

当社の調達活動は「FAIR」である

ことを原点に考えています。世界中

のサプライヤーと、公正・公平な取

引をします。

P33.45.56

国家プロジェクトへの参画、製品納入を

通じて貢献しています。また海外の国々

の法令やそのほかの社会的規範を遵守

した事業活動を推進しています。

P21～24.34

地域社会

サプライヤー

株主・投資家

従業員

国

顧客

NPO・NGO

Stakeholder（企業を取り巻くあらゆる利害関係者）＊ ステークホルダー

三菱重工は世界の人々の安心、

安全で豊かな暮らしを

実現するため、

ステークホルダー＊との対話を

積極的に行い、

CSR活動に取り組んでいます。

CSR活動を進める上では、多様なステークホルダーとのコミュニケーショ

ンが重要です。以下に、当社が認識しているステークホルダーと、それぞ

れとの関わりについての考え方を示します。

社会性報告
Social Performance
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Social Performance

社会性報告
ステークホルダーとの関わり



社会性報告
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三菱重工では、お客さま第一主義に徹し、社業を通じて社会貢献に努める

ことを基本姿勢とし、お客さまの視点に立った製品づくりを追求しています。

お客さまの視点を何よりも大切にして技術の統合、組織力の強化に努め、

顧客満足度（CS）の向上のための活動を全社一丸となって展開しています。

お客さまとの関わり

お客さま視点の経営

第四回全社CS発表会CS活動優秀事例

　当社の社是の第一項は、『顧客第一

の信念に徹し、社業を通じて社会の進歩

に貢献する』です。「お客さまの信頼に

応える製品とサービスを提供していく」

「お客さま志向の体質」こそが、21世紀

を生き抜いていくための最重要テーマ

であると考えています。

　当社は100年余りの歴史を通じて、

高い技術力を背景に、他社に先んずる

性能、信頼性、価格を織り込んだ製品や

サービスで、お客さまの信頼を勝ち得て

きました。しかし現在は、社会やお客さ

まのニーズが急激に変化している時代

です。この中で「お客さまの視点」に立

った場合、私たちの製品はニーズに合っ

たものなのか、高い付加価値を認めて

もらえるものなのか、つねに虚心に考え

てみる必要があります。

　「お客さまの視点に立った製品づくり」

こそが、当社が激動の時代を生き抜い

ていくための重要な課題です。「お客さ

ま、そして社会に支持され、信頼される

製品づくり、体質づくり」を進めること、「お

客さまに満足していただくことが、ひる

がえって当社の競争力強化につながる」

ことを再確認していきます。

　ものづくりに徹することに加え、お客

さまの視点に立って技術力を統合する、

組織力をさらに生かす、といった努力を

重ねることで、当社の技術力がより広い

分野で生かされることになると考えて

います。日々の業務は、すべてお客さまに、

さらには社会につながっていることを自

覚して、「お客さま、さらに社会への貢献

を最優先に行動する」ことを全員で実

践しています。

　 当 社は、このような 考えの 下 C S  

(Customer Satisfaction＝お客さま

にご満足していただく)活動に取り組ん

でいます。CS実現のためには、どうすれ

ばお客さまに満足していただけるかを

考え抜いて迅速に行動し、お客さまとの

絆と信頼関係を強く太くすることが必

要です。CS活動は、経営ビジョン、事業

戦略そのものであり、お客さまの満足を

得られない事業は存続できません。当

社では、今後もお客さま視点を大切にし

た経営に取り組んでいきます。

　本社社長室企画部CS推進室では、全

社のとりまとめ、各部門のサポート、CS

意識向上のための研修などを行ってい

ます。また、各事業（本）部・事業所にCS

向上活動事務局を設け、お客様アンケ

ートやホームページでの意見掲示板な

どを通じて、お客さまの声を積極的に把

握するよう努めています。

CS推進室

第四回全社CS発表会での表彰風景 第四回全社CS発表会にてCS活動優秀事例の紹介

CS活動体制・運営 

最優秀賞受賞

優秀賞受賞

新聞用オフセット輪転機｢お客様に感動して頂くCS活動｣（紙・印刷機械事業部）

「射出成形機事業の構造改革とCS活動 ～『顧客・市場への対応のスピードアップ』と
『製品の選択と集中』～」�
（三菱重工プラスチックテクノロジー（株））

「ボイラサービス事業拡大」～受身のサービスから攻めのサービスへ展開～�
（長崎造船所）

「門形5面加工機　新MVRシリーズの開発」（工作機械事業部）
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原子力社内改革委員会 三菱保全検討委員会

　CS向上のために、製品単位、部課単

位ごとにチームを構成しCS活動に取り

組んでいます。その中から優秀な事例

を発表する全社CS発表会を毎年開催し、

各事業（本）部・事業所でのCS活動優

秀事例の成果の共有を図ります。

　各事業（本）部・事業所の取り組みに

ついての情報交換の場として、2カ月に

１回、各事業（本）部・事業所のCS向上

活動事務局を集めた「全社CS連絡会」

を開催しています。ベンチマーキング、

CSアクションの展開など、他所での良

い活動事例を積極的に取り入れるよう

努めています。

　お客さま志向への体質を定着するた

めには、社員一人ひとりの意識向上が不

可欠と考え、CSベーシック研修、経営品

質研修、マーケティング研修など、様々

な教育機会を設けています。

　当社は2004年8月に発生した美浜

発電所3号機二次系配管破損事故を受け、

「原子力安全に関する企業文化及び組

織風土の改善」に取り組んできましたが、

この活動を推進している中、2005年2

月に高砂製作所における取替用配管の

製作において不適切な刻印修正を発生

させました。

詳細については、以下URLをご参照下さい。

        http://www.mhi-ir.jp/frmpage/060328_mihama.html

　このような不適合を発生させたこと

を真摯に受け止め、以下の通り再発防

止活動の強化にさらに取り組んでいます。

　

① 重点再発防止活動

・社長をはじめとする当社幹部の訓示、

メッセージの発信および各種教育、研

修などの活動により、原子力安全を最

優先する意識づけやコンプライアン

ス徹底の意識向上に取り組んでいます。

・また、不適合の発生を防止する基盤

づくりとして、品質マネジメントシステ

ムの再構築に取り組み、具体的には、

経営トップの指示および事業本部・事

業所間の指揮命令系統の明確化、現

場管理の仕組みを含む業務プロセス

の改善などを進めています。

② 推進体制とその活動

・社長を委員長とする「原子力社内改

革委員会」において、原子力の安全確

保に向けた具体的な改善活動の推進

状況を確認しています。

(2004年12月設置以来、12回開催済)

・「原子力品質・安全監査室」による不

適合情報処理の質の向上や内部監査

機能の強化により、不適合未然防止

活動の活性化を進めるとともに、その

活動を社長直属の「内部監査室」が

監視しています。

・「三菱保全検討委員会」を2005年3

月設置以来、4回開催し、プラント高経

年化に対する予防保全計画の立案、

お客さまである電力会社への提案を

進め、お客さまに協力しながらプラン

トの安全･安定運転の確保に貢献して

います。

　今後も当社は 原子力安全に関する企

業文化ならびに組織風土の改善、定着

に向け、社長以下全社一丸となって取り

組み、社会の皆さまの信頼が得られるよ

う活動していきます。

原子力の安全・安心に向けた
社内改革への取り組み

全社CS発表会

全社CS連絡会

CS意識向上のための教育

委員長：社長

副委員長：コーポレート部門担当 常務執行役員
　　　　：原子力担当 常務執行役員

委員：原子力事業本部部門長（6名）
　　：神戸造船所長、高砂製作所長

委員：コーポレート部門長（4名）
　　 内部監査室長（1名）

高砂製作所
原子力統括室長

三菱電機（株）
電力システム事業所

副所長

原子力品質・
安全監査室長

高砂研究所

原子力
技術センター長

神戸造船所
副所長

委員長：原子力担当 常務執行役員

URL
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三菱重工では、人が最大の財産であり、社員の成長が会社全体の力を高め

ると考え、「“個”を高め、一人ひとりが輝く土壌づくり」を人事の基本方針

として、能力・個性が存分に発揮できる企業文化の形成に努めています。

　当社では、入社時から職場でのOJT（On 

the job training）をベースに、階層別、

職能別に様々な教育プログラムで人づ

くりに取り組んでいます。さらに、事業

形態も輸出から国際協業や海外生産な

ど多様化している現在、こうした流れに

即応して、外国語研修や留学を通じて、

国際人としての人材の育成を進めてい

ます。

従業員との関わり

人材の活用と育成

社員教育体系 技能系社員教育体系

公的資格
取得者

通信
教育

選択型
研修

新入社員研修

新任主任研修

課長昇格者研修

経営基礎研修

部長研修

法務教育
基幹要員

教育

Ｔ.Ｗ.Ｉ.※

監督者教育営業教育

語学教育

マネジメント研修
（基礎編＋専門編）

経営幹部養成

技能系事務・技術系

技術教育 技能職
社員教育

O.J.T

専門知識（スキル）教育

役職者教育

自己啓発

グローバル対応
要員研修

（海外研修）

新
人

一
般
社
員

主
任

課
長
以
上

（注）

就業意識

改善力

技能訓練生

基礎技能
基礎知識

若手社員

中堅社員

技能指導力

職場リーダー

マネジメント

監督者

選
抜

能
力
向
上

全
員

※Training Within Industry

社是・三菱精神・CS・コンプライアンス教育
顧客工場見学（直接、お客様の話を聴く）

なぜなぜ分析講座
（原理・原則の理解）

生産活動シミュレーション研修
（生産の仕組み理解）

技能系基幹要員教育
（職場リーダー養成）

マネジメントフォローアップ研修
（リーダーシップ、コーチング）

現場マネジメントシミュレーション研修
対象 ： 副作業長任命候補者

（マネジメントサイクル、工程管理等）

技能訓練教育（1年間の集合教育：全社統一）

技能塾（技能習得）

技能指導力強化研修 （T．Ｗ．Ｉ．研修）

熟練技能に接する機会の創出

職業訓練指導員講習

技能エキスパートのモチベーション向上

新任監督者教育

本社主催教育 事業所主催教育

能力向上と自己実現の支援
　製造業の技術・技能とそこから生み

出される信頼性ある製品は、長年の社

員の知識・経験の積み重ねの努力で達

成できるものと考え、技術者・技能者の

体系的できめ細かな教育を展開してい

ます。

　女性が十分に活躍できる土壌の整備

と職場活性化の観点から、「女性のため

のキャリアアップセミナー」を開催して

います。

長期的視野に立った
技術者・技能者の育成

女性の能力開発・
発揮に向けた取り組み

人材公募制度

　当社では、1992年度から社内人材

公募制度を導入しています。新事業や

異分野への進出、国家プロジェクトへの

参加、伸長分野の人材補強などの案件

を中心に年4回定期的に募集しており、

2005年度は、公募案件は4件で、6名

が異動しました。

　当社では、上司と配下社員の「対話」

を通じて相互理解を深めるとともに、期

待される役割、業務上の課題、重点的に

努力するポイントを明確にすることで、

業務に対する動機づけ、社員のやる気

向上につなげ、社員が能力を最大限に

発揮するよう取り組んでいます。

事務・技術部門

　毎期首(6カ月ごと)に個人の業務目標

を設定し、期末に目標に対する達成度の

評価を行う「目標管理制度」を導入して

対話の充実、目標管理の浸透
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充実した対話の実施 360度リサーチ 各レベルの労使協議会

対話

　当社ではミドルマネージャーの「意識

改革」「行動変革」を促すため、「360

度リサーチ」を実施しています。「360

度リサーチ」とは課長クラスの管理者の

行動特性について、上司、同僚、配下社

員にリサーチを行い、その結果を上司と

の面談を通じてフィードバックし、本人

の「気づき」を促して自己改革につなげ

るものです。

　組織としてのアウトプットを最大限に

引き出し、配下社員の育成・能力向上に

も十二分に力を発揮できる、マネジメン

ト能力の高い管理者の育成に取り組ん

でいます。

　事業活動において、経営層と社員と

のコミュニケーションは非常に重要だと

考えており、イントラネットや社内報など

を活用して、経営トップのメッセージや

経営情報を全社員ができるだけ早く共

有できるよう取り組んでいます。

　さらに、組合との関係において、労使

協議を通じて、経営方針や経営戦略な

どの浸透を図るとともに、組合の意見を

経営に活かしています。なお、この労使

協議は、本社・組合本部間のみならず、

全国の事業所、職場などの各レベルに

おいて、広範なテーマに及ぶ話し合いの

場が設けられています。また、これらに

より労使の相互理解と信頼の構築に努

めています。

労使の相互理解と信頼を
築くために

います。個人ごとの業務目標は、それぞ

れの部門の業務目標に連動したもので、

チャレンジングな内容としています。目

標設定および達成度評価時は上司と配

下社員との「対話」を実施し、目標の妥

当性、評価された点、改善が必要な点に

ついて話し合います。

現業部門

　年に1回「コミュニケーションシート」

に基づく「対話」を実施しています。こ

れは上司と配下社員が仕事の状況、今

後の仕事の取り組み、仕事や職場環境

に対する意見などについて話し合って

共通の認識を持ち、相互理解を深める

ことで、一体感の醸成、現場管理組織の

強化を図ることを目的としています。

ミドルマネージャーを対象とした
「360度リサーチ」

本　社 本　部

● 経営方針に関する説明・建議
● 賃金、労働時間等の労働条件
● 人員移動、安全衛生　など

事業所 支　部

● 事業所に関する上記事項
● 時間外労働運営委員会　など

職　制 職場委員

● 部・課の生産計画
● 職場作業環境改善　など

会 社 組 合

上司と配下社員による対話の様子

上　
　

司

配
下
社
員

管理者 同僚同僚

上司

配下社員

・業務の目標や課題
・仕事の状況や今後の
　取り組み
・仕事や職場環境について
　の意見・希望

共通認識
相互理解

業務に対する
動機づけ

社員の能力を最大限に発揮 マネジメント能力のアップ

意識改革・行動変革やる気の向上

一体感の醸成
組織の強化

自分と周囲との
ギャップを認識
＝「気づき」

中央経営協議会
中央労務委員会
中央生産委員会

事業所経営協議会等

部・課生産委員会
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労働災害発生状況と予防対策

メンタルヘルス教育受講者数の推移

人命尊重の精神に基づく安全、
健康への取り組み

労働災害減少に向けて

アスベストへの対応

社員の健康管理

労働災害度数率の推移

《労働災害度数率》

100万延実労働時間あたりの労働災害による死傷者数で、災害発生の頻度を表したもの。

休業1日以上の労働災害による死傷者数÷延実労働時間数×1,000,000

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

'01 '02 '03 '04

0.97 0.98 0.98 0.99 1.01

0.27 0.27 0.27 0.34 0.40

'05

製造業

当社

（年）

0
'96 '97 '98 '99 '00 '01 '02 '03 '04 '05（年）

（人）

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

管理監督者

その他

　当社では、「人命尊重の精神に徹し、

立場持場で安全第一を実行すること」「安

全に総力を結集して、優れた製品をつく

り、社会の発展に寄与すること」「健康

はすべての基本であることを認識し、健

全な身体と快適な職場づくりに全員が

工夫と努力を続けること」の3つを基本

とした「安全衛生基本方針」を掲げ、安

全衛生関係法令を遵守し、経営者と社

員が一体となった多様な活動を展開し

ています。

　労働安全衛生マネジメントシステム

を全社で運用し、事業所ごとにヒヤリハ

ットを含めた災害危険要因の抽出と対

策を実施する活動を展開しています。

安全衛生管理を各自の立場持場で推進

し、対策と評価を的確に行い災害危険要

因の減少を図ることで、労働災害の減

少に努めています。また、設備の老朽化

更新を推進し、大規模災害の防止を図

るなど、社員と地域の皆さまへの責任を

果たしています。

　アスベストによる健康被害が社会的

に関心を集めており、2005年7月1日

には石綿障害予防規則が施行されました。

当社では、社員、OB、周辺住民の皆さま

およびその家族の方々の健康相談など

の受付体制を整えています。

　また、建屋、設備及び製品へのアスベ

ストの使用状況を調査し、使用している

ものについてはノンアスベスト材への

交換や代替化などを進めるとともに、換

気対策などの曝露防止対策を強化し、

アスベストによる健康被害の予防に努

めています。

　当社は社員の心身両面にわたる健康

づくりを積極的に支援しています。その

ため、各事業所に健康管理部門を設置し、

6カ所の社内病院を活用して、各種の健

康診断、健康チェックと、その結果に基

づく健康指導、メンタルヘルス対策を推

進しています。また、健康づくりや疾病

の予防のために各種の教育や行事を開

催しています。さらに、職場環境改善を

目指して「快適職場づくり推進指針」を

定め、作業環境･作業方法およびサポー

トシステム（更衣室、洗面所など）の維持･

改善に努めています。

健康相談の様子

安全教育受講の様子
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障害者雇用率推移 各種両立支援制度の取得実績 再雇用者採用実績（2005年度）

多様性への取り組み

障害者の雇用機会の拡大推進

全国平均

当社
育児休業および育児勤務

（2005年度実績）

育児休業� 1名� 88名

育児勤務� 2名� 62名

男性 女性

介護休業および介護勤務

（2005年度実績）

介護休業� 5名� 3名

介護勤務� 3名� 0名

男性 女性

1.8
（％）

（年）

1.7

1.76

1.49

1.76

1.47

1.71

1.48

1.56

1.46

1.6

1.5

'01 '02 '03 '04 '05

1.70

1.49

「mano a mano」（スペイン
語で「一緒に」の意）をスロー
ガンに、ホームページ、就職情
報誌などで障害者雇用姿勢
を積極的にPRしています。

仕事と家庭の両立支援 定年後の再雇用

　当社では、従来から社内に「障害者雇

用拡大推進委員会」を設置し、障害者の

雇用機会拡大に努めてきましたが、

2004年4月の法改正によって除外率＊

が10％カットされたことにより、2004

年6月1日時点の障害者雇用率は1.56

％まで下がりました。しかし、その後障

害者雇用促進に対する積極的な取り組

みを社内外に向けて展開した結果、

2005年6月の障害者雇用率は1.70

％まで回復しています。今後、法定雇用

率1.80％の達成に向けて、さらに積極

的に取り組んでいきます。

　当社では、すべての社員が仕事と家

庭を両立しやすいよう、①育児休業制度

(保育所に入所ができなかった場合など

は最長満3歳まで可能)、②育児勤務制

度(フレックスタイム制に準じた短時間

勤務制度で、最長小学校3年生まで可能)、

③介護休業および介護勤務制度(通算し

て1年まで可能)など、法を上回る支援

制度を設けています。

　また、子の看護や介護等で柔軟な対

応ができるよう、積立休暇制度（失効し

た年次有給休暇を相応の事情がある場

合に復活させる）の見直しを行うなど、

幅広い観点から積極的な支援を推進し

ています。

　なお、2005年4月施行の次世代育

成支援対策推進法に基づき策定した「仕

事と家庭の両立を図るために必要な雇

用環境整備等を進めるための行動計画

(2カ年)」では、育児休業の取得実績向

上などに取り組んでおり、計画を達成し

た際に与えられる認定の取得を目指し

ています。

　当社では、2003年10月より再雇用

制度をスタートさせ、雇用年限を62歳

から65歳まで順次延長してきました。

これまで関連会社などでの再雇用者も

含め、多くの方々が技術・技能の重要な

伝承者として各職場で活躍しています。

　また、2006年4月の高年齢者雇用

安定法の改正等を踏まえ、4月から原則

希望者全員を対象とする「新再雇用制度」

への改正を行いました。今後定年退職

者数が増加する中で、高齢者雇用は三

菱重工グループ全体にとって重要な課

題であると捉え、新再雇用制度ではグル

ープ全体で高齢者を雇用する仕組みを

整えています。高齢者の方々がその能

力と技術を十分発揮し、生き生きと働き

つづけることができるよう、新しい制度

を運用していきます。

障害者の就業が一般に難しい職種ごとに定められた算定控除率のこと。＊ 除外率

定年退職当社再雇用 関連会社などで
継続雇用

498名（61%） 186名（23%）

127名（16%）
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三菱重工は情報開示をはじめとするコミュニケーションにより、株主・投資

家との信頼関係を築きます。さらに対話の機会を充実させ、信頼関係の構

築に努めます。

　当社は、株主・投資家の皆さまとの信

頼関係を築くために、業績の安定・向上

に加え、各種説明会の開催や刊行物発刊、

ホームページなどにより情報発信や情

報開示の充実を図ってきました。また、

機関投資家の皆さまとの経営トップによ

るミーティングを定期的に開催するなど、

双方向のコミュニケーションを図ってい

ます。

　2005年度はさらなる信頼関係構築

に向けて、「四半期財務・業績の概況」と

して、新たに経常利益、四半期純利益な

どの情報開示を実施するとともに、昨年

度に引き続き株主の皆さまを対象とし

た工場見学会を名古屋航空宇宙システ

ム製作所および神戸造船所にて開催し

ました。

株主・投資家との関わり

株主・投資家の皆さまとの
信頼関係構築に向けて

配当状況

　2005年3月、横浜製作所にて第1回

工場見学会を開催し、株主の皆さまより

大変好評をいただきました。このような

活動を継続的に行うことにより、皆さま

の当社に対する理解が深まるものと考え、

第2回目工場見学会を2005年8月、

名古屋航空宇宙システム製作所にて、

第3回目を2006年3月、神戸造船所

にて開催しました。どちらの見学会も

1,000通前後の応募があり、株主の皆

さまの当社に対する関心の深さをあら

ためて認識しました。当日は抽選により、

80名の株主の皆さまおよび同伴者の方々

に工場を見学していただきました。

　今回見学会の対象となった名古屋航

空宇宙システム製作所では、防衛庁向

けF-2支援戦闘機、ボーイング777など

の民間航空機およびH-ⅡAロケットなど

の宇宙機器を、神戸造船所では、大型コ

ンテナ船をはじめとする船舶、原子力発

電プラントやディーゼルエンジンといっ

た原動機、高速道路料金システム、家庭

用ロボット「wakamaru」などを製作し

ています。当日はパネルなどを使用しな

がら、それぞれの製品について工場関

係者から説明し、株主の皆さまに当社の

技術や製品を直接ご覧いただくことで、

当社の事業活動に対する理解を一層深

めていただきました。

　見学会終了後にいただいたアンケー

トの中には、「ニュースでしか見ることの

ないものを間近に見ることができ、新た

な発見があった」「子どもがとっても楽

しかったと言って帰ってきた」「ほかの

工場も見学したい」などのご意見をい

ただきました。

　今回いただいたご意見・ご要望を参考

にしながら、今後も開催時期、見学して

いただく工場などの検討を重ね、工場見

学会を通じて、一層皆さまとの信頼関係

を強めていきたいと考えています。また、

株主の皆さまとの対話の充実を図るべく、

懇親会や事業説明会についても企画し

ていきたいと考えています。

株主向け工場見学会を開催

工場見学会の様子

2002年度中間配当金� 3円

2002年度利益配当金� 3円

2003年度中間配当金� 3円

2003年度利益配当金� 3円

2004年度中間配当金� 0円

2004年度利益配当金� 4円

2005年度中間配当金� 0円

2005年度利益配当金� 4円

事業年度（期）  1株当たり配当金額

株主構成比

（2006年3月31日現在）

1.1%

6.2%

32.4%

0.1%未満

30.1%30.2%

外国人

政府・地方公共団体

個人・その他

金融機関

証券会社

その他の法人
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お客さま満足度の向上を図り、社会に貢献していくために、三菱重工では、

サプライヤーを重要なビジネスパートナーと考えています。健全な関係づ

くりを重視し、長期的に安定した信頼関係を築くように努めています。

　当社にとって、サプライヤーは共存共

栄を目指す重要なビジネスパートナー

です。それだけに、サプライヤーとは常

に対等な立場に立って、相互の信頼関

係を築きあげ、維持していかなければな

らないと考えています。こうした考えを

明確にするために、当社では「資材調達

の基本方針」を制定し、ホームページで

も公開しています。特に、調達活動にお

いては、取引上の立場を不当に利用す

ることは厳に慎み、独占禁止法や下請代

金支払遅延等防止法、建設業法などの

遵守に努めています。また、調達部門の

従業員がサプライヤーから接待を受け

ることは、公正な取引関係に悪影響を及

ぼす恐れがあることを認識し、公私の別

をわきまえ、節度のある対応をするよう

に心がけています。

サプライヤーとの関わり

調達活動における考え方 調達活動における取り組み

CSR調達について

Social Performance

株
主
・
投
資
家
と
の
関
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り
／
サ
プ
ラ
イ
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ー
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関
わ
り

　当社の規則では、原則として発注部

門がサプライヤーの選定や取引条件の

決定をすることになっています。サプラ

イヤーを選定する際には、サプライヤー

の技術開発力・供給力および製品の品質・

価格・納期などの信頼性・安定性を総合

的に判断して決定します。さらに、調達

品の使用部門・発注部門・納品受付部門

を分離して、牽制機能を相互に働かせ

ることで、架空発注などの不正取引を

防止していきます。個々の部門におい

ても、複数の従業員が発注内容や調達

品が適正かどうかをチェックすることで

不正・不備を防止する体制を整えてい

ます。

�　そのほかにも、調達活動に従事す

る従業員の意識と知識の向上を図るため、

コンプライアンス教育の開催、下請代金

支払遅延等防止法に関するeラーニン

グの実施、労働者派遣契約に関する

Q&A集の全社員への公開などを行って

います（P33参照）。

　国内のサプライヤーに対しては、コン

プライアンス推進についての当社の各

種施策に対する協力や法規遵守を要請

する書簡を発信したり、各種法律の講習

会を開催するなど、サプライヤーの意識

と知識を高めるための支援活動を行っ

ています。また、個人情報を含む秘密情

報の漏洩防止について、当社や当社の

お客さまからお預かりしている重要な秘

密情報を取引上の理由でサプライヤー

に提供する場合に、その情報を適切に

管理して決して漏洩することがないよう

要請しています。特に、2005年に個人

情報保護法が全面施行されたことを受け、

すべてのサプライヤーと個人情報保護

に関する協定を結ぶ活動を開始してい

ます。さらに、製品にアスベストを使わ

ないことを契約に盛り込む活動も開始

しています。

 海外のサプライヤーに対しては、当社

と親密な関係にある企業との情報交換

の場を定期的に設け、サプライヤーから

の有益な提案については、当社の業務

改善に反映するように努めています。

　当社が優良なサプライヤーと長期安

定的に取引を継続することは、原材料や

部品を安定的に確保するだけでなく、会

社や製品の信頼性を向上させることに

もなり、結果として当社の企業価値を向

上させることにもつながります。そのた

めには、信頼性・安定性において優良な

サプライヤーとの取引を拡大させるこ

とや、主要サプライヤーが優良な企業と

なるよう、技術面や体制面で支援する必

要があると考えています。

　さらに、当社同様サプライヤーが

CSRを推進することも、共存共栄を図

るために重要であると認識しています。

今後はサプライヤーの技術力に加え、環

境や人権に関する取り組みに配慮した

CSR調達の必要性が高まっていると考

えます。現時点では、具体的な取り組み

を行っていませんが、今後、手法やスケ

ジュールを検討していく予定です。

ホームページ「三菱重工　資材調達の基本方針」
        http://www.mhi-ir.jp/info/material.htmlURL
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三菱重工では、社是を基本理念とし、地域社会との信頼関係を重視した社

会貢献活動を行っています。今後も「世界の三菱重工」として地域社会に

貢献していきます。

　当社は社是である「顧客第一の信念

に徹し、社業を通じて社会の進歩に貢献

する」を基本理念として、当社の技術力

と人材を活用した安全で優れた品質と

サービスの提供を通じて、「世界の三菱

重工」にふさわしい社会貢献活動を推

進していきます。

社会貢献活動

社会貢献に対する考え方

社会貢献支出の推移

社会貢献支出分野別推移

社業を通じて社会の進歩に
貢献します

　当社は、従来から全国の支社・事業所

などにおいて各地域の特性に応じた独

自の社会貢献活動を行っています。

　地域社会との信頼関係をより強固に

することが、経営基盤を固めることにつ

ながると考えており、今後も地域社会と

の信頼関係を重視した社会貢献活動を

実施していきます。

地域社会との信頼関係を
重視します

　当社は、経団連1％クラブが設立され

た当初からその趣旨に賛同し、メンバー

となっており、毎年、当社の社会貢献活

動実績を報告しています。

学術研究

教育

地域社会

スポーツ

その他

計

対経常利益率

278

476

133

123

244

1,254

1.92%

269

490

120

118

239

1,236

16.37%

276

468

72

51

320

1,187

―

2002 2003 2004

（単位：百万円）

（年度）

・寄附金のほか、現物給付・社員による活動・施設開

放等を金額換算したものを含む。ただし、社員が個人

的に行う活動は含まない。

・2004年度経常利益率は、当該年度の経常利益がマ

イナスのため算出不能。

・2005年度社会貢献支出については算出中。

（注）

　三菱みなとみらい技術館は、明日を担

う青少年たちが科学技術に触れ、夢を膨

らませる場となることを願い、1994年6月

に設立されました。当社の施設の中でも

皆さまとの接点となる大切な場所です。「環

境」「宇宙」「海洋」「交通・輸送」「エネ

ルギー」「身近な技術の知恵と工夫」の

６つの展示ゾーンに分け、実物や模型・

パネル・映像・アトラクションなどで、社会

を支える様々な製品技術をわかりやすく

紹介しています。2005年11月には、開館

以来の総入館者数が通算100万人を達

成し、記念セレモニーを行いました。また、

海洋ゾーンをリニューアルし、地球環境に

優しい交通・輸送システムを紹介する「交

通・輸送ゾーン」を新設。３Dメガネを着用

して立体映像を体験する３Dシアターもオ

ープンし、圧倒的な臨場感を体感しなが

ら科学技術に親しんでいただいています。

技術館の入館者の約6割は小・中・高校

生。その半数は校外学習などの学校団

体です。今後も子どもたちが科学技術の

楽しさに触れることができるよう、地域社

会との交流を深めていきます。

新しくなった「海洋」ゾーンを見学する小学生 地球環境を考えた「交通・輸送システム」の紹介

100万人目の入館者

三菱みなとみらい技術館
〒220-8401 横浜市西区みなとみらい3-3-1 
� 三菱重工横浜ビル 
    045-224-9031 
http://www.mhi.co.jp/museum/

三菱みなとみらい技術館　入館者数100万人達成！TOPICS
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事業所ごとの代表的な
社会貢献活動

児童養護施設野球大会開催 長崎造船所

健康サポート相談会開催 神戸造船所

進水式一般公開 長崎・神戸・下関造船所

NPOとタイアップした里山保全活動 横浜製作所

メダカ・ザリガニの寄贈 広島製作所

三菱重工チャリティ・コンサート 高砂製作所

名航史料室の一般公開 名古屋航空宇宙システム製作所

プロ野球観戦招待 北海道支社

教員民間企業受け入れ 本社、汎用機・特車事業本部

マッチングギフト 本社、各支社

長崎造船所では、長崎県営野球

場で、近隣の児童養護施設対抗

野球大会「ダイヤモンドカップ」を

開催しています。大会では、当社

長崎造船所野球部のOBなどが

審判などのお手伝いをしています。

高砂製作所では2003年から毎年、

地域社会貢献活動の一環として、

羽田健太郎氏ほかを招きチャリティ・

コンサートを開催しています。コン

サート収益金は、全額高砂市に寄

附し、福祉と文化事業に役立てて

います。

神戸造船所では、年2回、近隣地

域住民を対象に健康相談会を開

催しています。第4回目となる今回

は「風邪をひかないための食生活」

についての講演、血圧・検尿・体

脂肪測定、日常生活での健康相

談などを行いました。

名古屋航空宇宙システム製作所

の史料室には、三菱の航空機設計

技術の資料、各時代の航空機にま

つわる資料、昭和10年代に開発さ

れた零戦（零式艦上戦闘機）と秋

水（ロケット戦闘機）の復元機が展

示され、無料で公開されています。

当社の各造船所では、船の進水

式を一般の方々に公開しています。

進水式は人間に例えるならば「誕

生」であり、大きな船が海上に滑り

降りる感動の瞬間を皆さまとわか

ち合うことは、社員の喜びにもつな

がっています。

札幌の三菱グループ各社で組織

する「札幌菱友会」では、札幌ドー

ムの日本ハム戦の指定席回数券、

200席分を札幌市社会福祉協議

会に寄贈しました。回数券は、市

内の児童養護施設や母子家庭

の子どもたちに配られました。

横浜製作所では、ボランティア活動を通じた

社会貢献の一環として、地域のNPO（よこは

ま里山研究所）と協力して行う「森の再生プ

ロジェクト」“川井緑地クリーンアップ大作戦”

に社員が参加しています。なお、本活動は（財）

さわやか福祉財団勤労者マルチライフ支援セ

ンターのナイスサポート賞を受賞しました。

本社と汎用機・特車事業本部が

連携し、神奈川県教員に対する研

修を行っています。現場管理者と

の意見交換や実習などを通じて、

指揮命令系統、配下社員に対す

る指導方法などを、教育活動の参

考にご活用いただいています。

広島製作所では、同所内の排水

溝に生息している、今では希少と

なったメダカやザリガニを毎年、近

隣の幼稚園や小学校に教材用と

して寄贈するとともに、生息場所を

公開し、飼育や観察に役立ててい

ただいています。

社員が集めた募金に会社が同額

を上乗せし、関東地区39カ所の福

祉施設に当社の技術を取り入れ

た介護福祉用食器具「形状記憶

スプーン・フォーク」を贈呈しました。
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　当社は、従来より世界各地で発生した

大規模災害に対して、人道的見地から積

極的に復興支援を行い、早期復旧を支

援しています。

　ユネスコでは、発展途上国における工

学・工業技術の発展を先進国企業とし

て資金・技術の両面で支援するという、

高い理念の基に「UNISPARプログラム」

を推進しています。当社は、このプログ

ラムの理念に賛同し、1998年からベト

ナムハノイ工科大学に寄附講座を開設

しています。

自然災害被災地復興への支援

海外での代表的な社会貢献活動

過去3年間の主な支援実績

ベトナムハノイ工科大学
寄附講座開設

　欧州における当社拠点として活動し

ている欧州三菱重工（Mitsubishi  

Heavy Industries Europe, Ltd.）で

は、2005年10月から3年間にわたり、

大英博物館日本セクションの運営費の

一部として寄附を実施し、ささやかなが

ら欧州と日本の文化活動の懸け橋とし

て貢献しています。

2005年

2004年

2003年

パキスタン北部地震

米国南部ハリケーン

中国遼寧省台風被害

スマトラ沖大地震・津波

新潟県中越地震

新潟豪雨災害

福井豪雨災害

イラン南東部大地震

アルジェリア北部大地震

台湾新型肺炎SARS

500

3,000

44

2,778

1,000

100

100

800

42

48

寄附

投光機寄贈・寄附等

寄附

寄附

寄附

寄附

寄附

ガソリンジェネレーター寄贈・寄附

寄附

寄附

災害 支援規模 支援内容

（単位：万円）

時期

　2005年8月に発生したハリケーン「カト

リーナ」は、最大風速78メートル/秒、最大

勢力902hPaと、歴史上まれに見る規模

で米国南部を襲いました。これにより死

傷者約1,200名、被害総額約500億ドル

（S&P社見通し）に上る甚大なる被害が

発生しました。特に、当社オフィスもあった

ニューオリンズでは市の8割が水没するな

どの壊滅的ダメージを受けました。

　米国では、米国三菱重工（MHIA：

Mitsubishi Heavy Industries America, 

Inc.）をはじめ多数の現地拠点が活動し

ていることから、米国社会の一員として、

また国際社会の一員として、人道的観点

から寄附を行うことを決定し、三菱重工本

体からの1,000万円の寄附に加え、米国

三菱重工から発電機付き投光機15台

（1,000万円相当）、他の関連会社から

1,000万円相当の支援をそれぞれ行いま

した。

　米国三菱重工から贈った発電機付き

投光機は、停電になった医療設備で発

電機能を利用することによって人命救助

に役立ったとの報告もありました。

　当社の寄附が少しでも役立ったことを

嬉しく思うとともに、今後とも国際社会へ

の貢献活動を続けていきたいと考えてい

ます。

ベトナムハノイ工科大学での集合風景

米国三菱重工から寄附した発電機付き投光機

大英博物館

大英博物館への寄附（MHIE）

米国ハリケーン「カトリーナ」被災地支援TOPICS
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社会性報告

三菱重工は、事業活動を通して、世界中の多様な地域社会と関わっていま

す。地域社会との信頼関係を強固にするために、積極的な取り組みを行っ

ています。

社会とのコミュニケーション

原子力PA活動＊

社外表彰実績

　当社では、原子力発電をより身近に感

じていただくために、工場見学や原子力

に関する説明会などを通じて、原子力発

電の必要性や安全性を説明しています。

　神戸造船所では、原子力製造関連施

設をご案内する原子力PA見学会を実

施しており、2005年度は約3,000名

のお客さまが訪問されました。ここ10

年間では、累計約4万人に上っています。

　見学会では、日本や世界のエネルギー

事情や環境問題をはじめ、原子力発電

の現状と当社の取り組みについて説明し、

その後、世界最大級の大型複合工作機

械を駆使して、数百トンという巨大構造

物を製造している現場をご案内してい

ます。運転中の発電所では見ることの

できない機器が見学できるため、「日本

を支えている最先端の製造技術を見る

ことができた」「実物のスケールの大き

さに圧倒された」とお客さまから高い評

価をいただいています。

神戸造船所での原子力製造関連施設の見学風景

原子力について皆さまに知っていただくための活動＊ 原子力PA（Public Acceptance）活動

第54回電機工業技術功績者表彰　発達賞

第54回電機工業技術功績者表彰　奨励賞

第43回空気調和・衛生工学技術賞

産学官連携功労者表彰　総務大臣賞

学会貢献賞

関東地方発明表彰　発明奨励賞

中部地方発明表彰　発明奨励賞

近畿地方発明表彰　支部長賞

九州地方発明表彰　発明奨励賞

日本印刷学会技術賞

2005年4月

2005年4月

2005年5月

2005年6月

2005年10月

2005年10月

2005年10月

2005年10月

2005年11月

2006年2月

（社）日本電機工業会

（社）日本電機工業会

（社）空気調和・衛生工学会

総務省ほか

（社）日本冷凍空調学会

（社）発明協会

（社）発明協会

（社）発明協会

（社）発明協会

（社）日本印刷学会

ワイヤ付カットタイヤを主燃料とした気泡型流動床ボイラの開発

ビル用マルチエアコンＬＸシリーズの開発

ターボ冷凍機 熱媒過流量制御システムの開発

水／空気2流体混合噴霧消火システム

冷凍空調機全般

太陽電池用大面積Si薄膜の均一成膜方法

空調制御ネットワークの自動アドレス設定方法

高効率ターボ冷凍機

風力発電装置の翼構造

新聞用インライン品質制御装置の開発

受賞名 受賞年月授賞機関・主催 対象（製品･技術）



持続可能な社会づくりのあゆみ

三菱重工の活動（社会／環境） 国内外の主な出来事（社会／環境）

日　　本 世　　界
年

1970

61

1967

1971

1980

1990

1991

1993

1992

1995「育児休業法」が「育児・介護休業法」に改正

1996「経団連企業行動憲章」の改定

1997

1998
「特定非営利活動促進法」の制定

「経団連企業行動憲章」の制定
「育児休業法」の制定

2000

2001

2002

日本経団連が「経団連企業行動憲章」を
「企業行動憲章」へ改定／
経済産業省がCSR標準委員会第1回を開催

2003

経済同友会が第15回企業白書
『「市場の進化」と社会的責任経営』を発表

2005「個人情報保護法」の施行

1999

1970

1980 同和問題研修推進委員会設置 1981「女性差別撤廃条約」の発効
国際障害者年

1992 同和問題研修推進委員会を
「人権啓発推進委員会」に改称
「障害者雇用拡大推進委員会」を設置

1996

1993

1973

1972

1976「OECD多国籍企業ガイドライン」の発行
1977「安全衛生基本方針」の策定

1978

1987「輸出関連法規遵守委員会」を設置

1989

1997

1998

1999

2000 2000

「国連グローバル・コンパクト」の発行／
「GRIガイドライン第１版」の発表

2001
「コンプライアンス委員会」を設置

2002

2003「建設業法遵守委員会」を設置

2004「グローバル・コンパクト」に参加

2005「原子力社内改革委員会」を設置
執行役員制導入

「内部監査室」を設置
「CSR推進室」を設置

本社（支社含む）でISO14001認証取得2006 2006「新会社法」の施行

1948 世界人権宣言

1994「コー円卓会議・企業行動指針」の策定

1992

1987

1995

1996

1997

1998

2001

ISO理事会でCSR国際規格策定の
実現可能性について検討を開始

2002

「GRIガイドライン第２版」の発表

2003

2004 グローバル・コンパクトに10番目の項目
（腐敗防止）追加

2005

1999

「公害対策基本法」の制定

「環境庁」の設置

「経団連地球環境憲章」の制定

1990「障害をもつアメリカ人法」の制定

「環境基本法」の制定

通産省「環境に関するボランタリープラン」の
策定を企業に要請

1985「男女雇用機会均等法」の制定

1988「オゾン層保護法」の制定

「経団連環境自主行動計画」の策定

「地球温暖化対策推進法」の制定

社内フロン対策会議設置

「環境省」の発足／
「PCB廃棄物特別措置法」の制定／
「フロン回収・破棄法」の制定

「京都議定書」を批准／「土壌汚染対策法」の
制定／「省エネ法」の改正／

環境省温室効果ガス排出量取引試行事業実施／
ディーゼル車排ガス規制強化／
「廃棄物処理法」の改正／

「化学物質排出把握管理促進法
（PRTR法）」の制定

国内初のPWR発電プラントを完成

「環境方針」の制定／環境委員会発足

三菱重工ボランタリープラン
「環境問題に対する当社取り組み」を策定

環境管理室発足

「国連人間環境会議」（ストックホルム）の開催／
「人間環境宣言」の採択／
「国連環境計画（UNEP）」の設立

環境管理担当課長会議設置

社内CO2対策会議設置

国内総合重工業で初めて横浜製作所が
ISO14001の認証取得
新冷媒R410A対応エアコン販売

PCB水熱分解処理システムを開発

世界最高効率の最新機種ガスタービン「M701G」
を用いた複合サイクル発電プラント引き渡し

全生産拠点（１３事業所）でISO14001
認証取得完了

「気候変動枠組条約第６回締約国会議
（COP6）」の開催（ハーグ）／

2000「循環型社会形成推進基本法」の制定／
「再生資源利用促進法」の改正／「建設
リサイクル法」の制定／「食品リサイクル法」の
制定／「グリーン購入法」の制定

エンジニアリング部門でISO14001認証取得

環境活動の中長期目標の策定

「環境と開発に関する国連会議
（地球サミット）」の開催（リオデジャネイロ）／
「環境と開発に関するリオ宣言」の採択／
「アジェンダ21」の採択

「モントリオール議定書」の採択

「気候変動枠組条約第１回締約国
会議（COP1）」の開催（ベルリン）

ISO14001の発行／「気候変動枠組条約第２回
締約国会議（COP2）」の開催（ジュネーブ）

「気候変動枠組条約第３回締約国会議
（COP3）」の開催（京都）

「気候変動枠組条約第４回締約国会議
（COP4）」の開催（ブエノスアイレス）

「気候変動枠組条約第７回締約国会議
（COP7）」の開催（マラケシュ）／

「持続可能な開発に関する世界首脳会議」の
開催（ヨハネスブルグ）／

「気候変動枠組条約第８回締約国会議
（COP8）」の開催（ニューデリー）／

放射性廃棄物等安全条約第1回検討会合開催
「気候変動枠組条約第９回締約国会議
（COP9）」の開催（ミラノ）

「気候変動枠組条約第10回締約国会議
（COP10）」の開催（ブエノスアイレス）

「京都議定書」の発効／
「気候変動枠組条約第11回締約国会議
（COP11）」および
「京都議定書第1回締約国会合
（COP／MOP1）」の開催（モントリオール）

「気候変動枠組条約第５回締約国会議
（COP5）」の開催（ボン）
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　今回はコンプライアンスとエネルギー分野にご造詣

が深い　先生と佐和先生に「第三者意見」をお願い

しました。

　　先生からは、「ネガティブ情報の開示」など評価を

いただきました。企業倫理にご造詣が深く、斯界のオ

ピニオンリーダーである　先生からの評価は大変励み

になります。「社会性の目標設定」、「受注適正化の

姿勢強化」、「CSR調達」に関する3点の課題につい

ては、早速各担当部門で検討していきます。

　また、環境経営に焦点をあてた経済倫理にお詳しい

佐和先生からは、当社の環境に取り組む姿勢、地球温

暖化防止のための技術開発に対しお言葉をいただきま

した。そして、CIステートメント「Dramatic Technologies」

を大いに評価していただきました。これを励みとして、こ

れからも時代の変化を的確に察知し、当社の技術力を

活かし、社業を通じて社会に貢献していきます。

　21世紀は｢環境の世紀｣だといわれる。その意味すると

ころは二つある。一つは、地球環境問題が一段と深刻化す

るであろうこと。もう一つは、環境制約が経済発展と技術革

新のバネ仕掛けとして働くであろうこと。三菱重工が｢環境

の世紀｣を先取りする21世紀型企業の代表であることを、

このレポートを通覧して、私は強く印象付けられた。第一に、

自社の生産・経営プロセスに環境配慮を徹底させていること。

第二に、1992年に早くも、二酸化炭素の回収・貯留技術の

開発に取り組み始めたこと。第三に、太陽光、風力などの自

然エネルギー利用技術の効率化、火力発電所の燃焼効率

改善、そして次世代原子力発電の開発等々への先端的取り

組み。地球温暖化防止のために必要不可欠な技術開発に、

他社に先駆けて積極的に取り組む姿勢には、敬服の念を禁

じ得ない。

　20世紀には｢成長｣する企業が世間の注目を浴びた。21

世紀に入り、成熟化社会の消費者は、企業がいかにして社会

的責任(CSR)を果たすのかを注視している。取引先の企業

もまた、その取り組みぶりを注意深く見守っている。言い換

えれば、企業の「格好よさ」の判定基準がCSRへの取り組み、

そして「持続可能な発展」への貢献へと移行したのである。

こうした時代文脈の変化を三菱重工が敏感に察知している

ことを、このレポートから推し量ることができる。

　20世紀の最後の四半世紀に入ってから、科学技術の進

歩の座標軸は、ジャンボジェット機やコンコルドに代表され

るような、「より速く｣、｢より強く｣、｢より大きく｣から、｢燃費

効率のより優れた｣、「費用対効果のより優れた」、「安全・

安心」へと大きく変化した。未来技術の創造にチャレンジす

る「Dramatic Technologies～この星に、たしかな未来

を。～」という三菱重工のCIステートメントは、そうした変

化を的確に反映しており、高い評価に値する。
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第 三 者 意 見 書

ご意見をいただいて

環境委員会委員長　
常務執行役員

江川 　雄 

立命館大学 政策科学研究科 教授
京都大学 経済研究所 特任教授

佐和 隆光氏

　三菱重工には、多くの評価すべき取り組みがあるが、筆者

は特に次の2つを高く評価したい。

　第1は、ネガティブ情報が積極的に開示されている点に

ある。フロンが大気中に放出された事故、7つのサイトで、

土壌汚染や地下水汚染の実態が確認されたこと。これらが

明確に報告されている。

　第2は、重工が問題を把握し、その上でより合理的な取り

組みを展開していることだ。ネガティブ情報の開示が進む

のは、実は、会社としてより合理的・包括的なリスク・コント

ロールが進んでいるからでもある。

　重工には模範的な企業になってもらいたいとの趣旨で、

3つの課題をあげたい。

（1）経済と環境については目標年度を定めて取り組みを

展開しているが、社会については、それが明示されていない。

（2）談合問題との関連で受注適正化が強化されているが、

それがどこまで機能するのか、依然として疑問を抱く。社

員が不当な取引制限に関わる行為を発見した場合、「社内

通報窓口に報告する義務を負う」との姿勢強化もあってよ

い。

（3）組織的なCSR調達はまだ始まっていないというが、個

別問題に関してだけでも情報が欲しいところだ。障害者差

別が常態化していたホテル・チェーンに対し、どのような措

置をとったのかなど、読者は強い関心を持っている。

　3つの課題を列挙したが、本意は、三菱重工が社会全体

に与える影響の大きさを自覚し、それを持続可能なコミュ

ニティの構築に活かしてもらいたいからである。今年7月か

らは、重工は、地球温暖化問題との関連で、CO2回収装置の

実証試験を開始するという。これだけの影響力を持った企

業が、経済・環境に加え、社会分野でもより積極的にリーダ

ーシップを発揮してもらえれば幸いである。

麗澤大学 国際経済学部 教授

巖氏
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ＧＲＩガイドライン 対応するグローバル・
コンパクト原則

本報告書での
掲載該当ページ

  1　ビジョンと戦略

1.1

  2　報告組織の概要

組織概要

2.1

2.2

2.3

2.4

2.5

2.6

2.8

2.9

報告書の範囲

2.10

2.11

2.12

2.13

報告書の概要

2.18

2.19

2.20

2.22

  3　統治構造とマネジメントシステム

構造と統治

3.1

3.2

3.4

3.6

3.7

3.9

ステークホルダーの参画

3.10

3.11

3.12

統括的方針およびマネジメントシステム

3.13

3.14

3.16

3.17

3.19

3.20

持続可能な発展への寄与に関する組織のビジョンと戦略に関する声明

報告組織の名称

主な製品やサービス。それが適切な場合には、ブランド名も含む

報告組織の事業構造

主要部門、製造部門子会社、系列企業および合弁企業の記述

事業所の所在国名

企業形態（法的形態）

組織規模

ステークホルダーのリスト。その特質、および報告組織との関係

報告書に関する問い合わせ先。電子メールやホームページのアドレスなど

記載情報の報告期間（年度／暦年など）

前回の報告書の発行日（該当する場合）

「報告組織の範囲」と「報告内容の範囲」

経済・環境・社会的コストと効果の算出に使用された規準／定義

主要な経済・環境・社会情報に適用されている測定手法の変更

持続可能性報告書に必要な正確性、網羅性、信頼性を増進し保証するための方針

組織の活動の経済・環境・社会的側面に関する追加情報報告書を入手できる方法

組織の統治構造。取締役会の下にある戦略設定と組織の監督に責任を持つ主要委員会を含む

取締役会構成員のうち、独立している取締役、執行権を持たない取締役の割合

組織の経済・環境・社会的なリスクや機会を特定し管理するための、取締役会レベルにおける監督プロセス

経済・環境・社会と他の関連事項に関する各方針の、監督、実施、監査に責任を持つ組織構造と主務者

組織の使命と価値の声明。組織内で開発された行動規範または原則。経済・環境・社会
各パフォーマンスにかかわる方針

主要ステークホルダーの定義および選出の根拠

ステークホルダーとの協議の手法。協議の種類別ごとに、またステークホルダーのグループごとに
協議頻度に換算して報告

ステークホルダーとの協議から生じた情報の種類

ステークホルダーの参画からもたらされる情報の活用状況

組織が予防的アプローチまたは予防原則を採用しているのか、また、採用している場合はその方法の説明

組織が任意に参加、または支持している、外部で作成された経済・環境・社会的憲章、原則類や、
各種の提唱（イニシアチブ）

上流および下流部門での影響を管理するための方針とシステム

自己の活動の結果、間接的に生じる経済・環境・社会的影響を管理するための取り組み

経済・環境・社会的パフォーマンスに関わるプログラムと手順

経済・環境・社会的マネジメントシステムに関わる認証状況

原則8

原則7

3-6

2

2、20-24

2

2

1-2

2

2

47-48

裏表紙

1

1

1

2.14 前回の報告書以降に発生した重大な変更 20

40

54

1

33、43、50、56

27

27

29、31、37、50

29、31、37、50

8、33、53、56

47-48

9-13、32、51-52、
55、60、62

9-13、32

1、9

4-5、16

7

45、50、56

45-46

25-60

38

この報告書の作成に際して、GRIガイドライン※2002年版を参照しました。

また、当社は2004年度より国連グローバル･コンパクトに参加しています。

本表は、GRIガイドライン2002年版で掲示されている内容および国連グローバル・コンパクトの原則と、

この報告書の掲載ページとを照合したものです。
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ＧＲＩガイドライン 対応するグローバル・
コンパクト原則

本報告書での
掲載該当ページ

  4　GRIガイドライン対照表

4.1

  5　パフォーマンス指標

統合指標

全体系的指標

経済的パフォーマンス指標

EC1、EC2

EC6

EC10

環境パフォーマンス指標

EN1、EN3

EN5、EN22

EN8

EN9

EN10

EN11

EN13

EＮ14

EN17

EN31

EN35

社会的パフォーマンス指標
【労働慣行と公正な労働条件】

LA1

LA4

LA5、LA6、LA7

LA10

LA12

LA16、LA17

【人権】

HR1

HR4

HR5

HR6

HR7

HR8

HR9、HR10

【社会】

SO2

SO4

SO6

【製品責任】

PR1

PR8

GRI報告書内容の各要素の所在をセクションおよび指標ごとに示した表

組織自体がその一部であるところの広範な経済・環境・社会システムと組織の活動を関連付けるもの

総売上、市場の地域別内訳

利子・配当金

地域社会、市民団体、その他団体への寄付

原材料の種類別総物質およびエネルギー使用量 

水の総使用量及びリサイクル量

温室効果ガス排出量

オゾン層破壊物質の使用量と排出量

NOx、SOx、その他の重要な放出物

種類別と処理方法別の廃棄物総量 

化学物質、石油および燃料の重大な漏出

主要製品およびサービスの主な環境影響

再生可能エネルギー、省エネルギー

バーゼル条約で「有害」とされる廃棄物

種類別の環境に対する総支出

雇用

労使関係

労働者の安全衛生

機会均等に関する方針やプログラム

福利厚生

教育訓練

業務上の人権問題の全側面に関する方針

差別対策

組合結成と団体交渉の自由に関する方針

児童労働の撤廃に関する方針

強制労働・義務労働の撤廃に関する方針

業務上の人権問題の全側面に関する従業員教育

不服申し立てと報復防止措置

贈収賄と汚職に関する方針、手順

社会的、倫理、環境パフォーマンスに関する表彰

反トラストと独占禁止法令に関わる訴訟の判決

顧客の安全衛生の保護に関する方針

顧客満足度に関する組織の方針、手順

原則8

原則8

原則8

原則8

原則8

原則8

原則8

原則8

原則9

原則3

原則6

原則1

原則1、原則6

原則3

原則5

原則4

原則10

63-64

53

2

55

57、59

35

35、44

35-36、41

43

35-36

44

EN12 種類別の主要な排水：「GRI水の測定規定」 原則8 35

39

45

41-42

43

40

2

52

52-53

51、54

53

31、33、37、51、54

8、29

HR2 投資および調達に関する意思決定における配慮 原則1、原則2 56

7

7

7

7

8、31

30、32

7、8、30、33

60

30

SO7 不正競争行為を防ぐための組織の方針、手順 8、30-31

50

49-50

※GRIガイドライン （Global Reporting Initiative ： サステナビリティリポーティングガイドライン）

米国の非営利組織であるセリーズと国連環境計画（UNEP）との合同事業
として発足したGRIが、「持続可能性報告書」を作成する際の枠組みとして
提示しているガイドライン。
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